
中央社会保険医療協議会 総会（第 443 回） 議事次第

令和元年12月20日(金) 薬価専門部会終了後～

於 厚生労働省講堂（低層棟２階）

議 題

○令和２年度薬価制度改革の骨子（案）について

○入院医療（その６）について

○横断的事項（その５）について

○個別医療（その 15）について

○令和２年度診療報酬改定への意見について（各号意見）

○その他
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令和２年度薬価制度改革の骨子（案）

第１ 基本的考え方

平成３０年度の薬価制度抜本改革に引き続き、「国民皆保険の持続性」と

「イノベーションの推進」を両立し、国民が恩恵を受ける「国民負担の軽減」と

「医療の質の向上」を実現する観点から、平成３０年度改定において引き続

き検討することとされた事項を含め、これまで薬価専門部会で審議してきた

以下の点等を踏まえて、令和２年度薬価制度改革を行うこととする。

第２ 具体的内容

Ⅰ 新規収載医薬品の薬価算定

１．新医療用配合剤

○ ３成分以上が含まれる新医療用配合剤について、単剤が薬価収載されて

いない成分を含むが当該成分及び当該新医療用配合剤の他の成分を含

む既存配合剤が薬価収載されている場合、当該既存配合剤を単剤と同様

に取り扱って新医療用配合剤の特例の対象とする。

２．再生医療等製品の薬価算定

○ 再生医療等製品には自家細胞由来製品などもあり流通の形態が多様で

あるため、原価計算方式で算定する場合の流通経費については、個々の

品目毎に精査することとし、平均的な係数を用いて算出される額よりも低い

場合はその額を用いて算定する。

○ 近年、著しく高額な再生医療等製品が登場しており、補正加算率がこれま

での品目と大きく変わらない場合でも、極めて大きな加算額となることを踏

まえ、補正加算前の価格が 1,000 万円を超える著しく高額な再生医療等製

品であって、ピーク時市場規模（予測）が 50 億円を超える場合は、以下の

式によりその価格に応じて補正加算の加算率を傾斜配分する。（収載後の

加算の場合を含む。）

中医協 薬－１

元．1 2 . 2 0

中医協 総－１

元．1 2 . 2 0
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α ＝
Ａ

100
× 1.5

log�
P

10,000,000
� / log�

5,000,000
10,000,000

�

（ただし、P>10,000,000）

（注）α：補正加算率（％）

Ａ：当該再生医療等製品に対して適用される率（％）

Ｐ：補正加算前の価格

３．薬価算定方式の正確性（類似薬効比較方式）

○ 平成３０年度薬価改定において、類似薬効比較方式(Ⅱ)で算定された新

規性の乏しい新薬であって、新薬創出・適応外薬解消等促進加算（以下

「新薬創出等加算」という。）の対象外の品目は、比較薬の新薬創出等加算

の累積加算分を控除して薬価算定されることとされた一方、類似薬効比較

方式(Ⅰ)等で算定された新薬については、①収載後に新薬創出等加算対

象品目となることがあること、②収載時に控除を行うことは、公平な市場競

争環境の確保に影響を及ぼすおそれがあることから、引き続き検討を行っ

たところ。

これらの点を鑑み、類似薬効比較方式(Ⅰ)等で算定された新薬で、新薬

創出等加算対象外のものについては、収載から４年を経過した後の初めて

の薬価改定（収載後３回目の薬価改定）の際に、収載後の効能追加等によ

り新薬創出等加算対象となった場合を除き、収載時点での比較薬の累積

加算分を控除する。なお、新薬の上市の状況、収載後の効能追加の状況

等を踏まえて、本取扱い及び控除の影響を検証し、必要に応じ、所要の措

置を検討することとする。

４．薬価算定方式の正確性（原価計算方式）

○ 原価計算方式における適正な評価と算定の透明性向上の観点から、化

学合成品であり、開示度が 80％以上でその妥当性が確認できる場合は一

般管理販売費率（研究開発費等）の上限を 70％としている。

バイオ医薬品でも、研究開発費のみで一般管理販売費率の上限を超え、

かつ開示度が 80％以上でその妥当性が確認できる場合は、一般管理販売

費率の上限を 70％に引き上げることとする。ただし、一般的にバイオ医薬

品は化学合成品より高額であることを踏まえ、この取扱いをピーク時市場

規模（予測）が 50 億円未満の場合に限る。
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５．補正加算

○ 製剤工夫以外の方法による治療の質向上、リスク低減等のうち、有用性

加算(Ⅱ)の「ハ．治療方法の改善」に相当する事例（例えば、既存治療で必

要とされる検査等が不要になることによる著しく高い利便性）は、同加算で

評価され得ることを明確化する。

６．新規後発医薬品

○ 先発品と有効成分、原薬、添加物、製法等が同一のバイオ医薬品で、後

発品として薬事承認を受けたもの（以下「バイオＡＧ」という。）の新規収載時

の薬価は、バイオ後続品（いわゆるバイオシミラー）との適切な競争環境を

維持すべきこと等を踏まえ、先発品の薬価に 100 分の 70 を乗じて得た額と

する。

○ バイオ医薬品は、化学合成品とは製造や研究開発に係るコスト構造等が

異なることから、Ｇ１・Ｇ２ルールの対象から除かれているが、先発品と有効

成分等が同一のバイオＡＧが後発品として承認されたものであること等を踏

まえ、バイオＡＧが収載された場合には、その先発品であるバイオ医薬品を

Ｇ１・Ｇ２ルールの対象とする。

○ なお、新規後発品の薬価算定については現在の取扱いを継続し、後発品

の乖離率、安定供給への対応等を踏まえて引き続き検討することとする。

Ⅱ 既収載医薬品の薬価改定

１．長期収載品

○ 後発品上市後 10 年を経過する前であっても、後発品への置換え率が

80％以上となった長期収載品は、その２年後の薬価改定時に置換え率が

80％以上となっていることを再度確認した上でＧ１ルールを前倒して適用す

る。

○ 後発品への置換え率の推移を踏まえて、Ｚ２及びＣにおける置換え率の

基準である「40％未満」、「40％以上60％未満」、「60％以上80％未満」の区

分を、それぞれ「50％未満」、「50％以上 70％未満」、「70％以上 80％未満」

に引き上げる。
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○ また、Ｇ１・Ｇ２・Ｃルールにより大きな影響を受ける一定の品目・企業に対

しては、平成 30 年度改定のときと同様に円滑実施措置を行う。

２．後発医薬品

○ 価格帯の集約により改定前より薬価が引き上がることを抑制するため、以

下のように対応する。

（１） 市場実勢価格に基づく算定値が、改定前に属していた価格帯より上

の価格帯に相当する品目について、改定前薬価が当該上の価格帯

の加重平均値を下回る場合は、改定前と同じ価格帯に属すものとして

算定を行う。

（２） 最高価格の 30％以上 50％未満の価格帯及び 30％を下回る価格帯

において、改定前薬価が各価格帯の加重平均値を下回る品目につい

ては、それぞれの価格帯ごとに、該当する全ての品目を改めて加重

平均し、これを当該品目の改定後薬価とする。

○ また、Ｇ１品目又はＧ２品目に係る後発品は、市場から撤退する予定のＧ

１品目に係る後発品のうち増産対応するものとそれ以外で価格帯を分ける

こととしている。

後者について、価格帯の集約により改定前より薬価が引き上がることを

抑制するため、①改定前薬価が加重平均値を下回る品目については、該

当する全ての品目で改めて加重平均を行う、また、②改定前薬価が加重平

均値以上の品目については、該当する全ての品目で改めて加重平均を行

うこととし、それぞれ価格帯を集約する。（なお、加重平均値が最低薬価を

下回る場合、当該価格帯に含まれる各医薬品について、当該医薬品に係

る最低薬価を適用する。）

３．新薬創出・適応外薬解消等促進加算

（１）企業指標・企業要件

○ 革新的新薬の収載実績をより高く評価する観点から、新薬収載実績（Ａ－

２）については、革新的新薬の収載成分数を基本とし、それ以外の新薬の

収載はその三分の二成分相当として計上した上で評価を行う。
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○ 革新的新薬の開発に取り組んでいる場合は、その企業規模によらず評価

されるよう、革新的新薬（新薬創出等加算対象品目及び新規作用機序医薬

品）の収載実績（過去５年以内）がある企業を評価する項目（Ａ－３）を企業

指標に追加する。

○ また、薬剤耐性菌の感染症に係る医療上のニーズがある一方で治療薬

の開発が減少していることが国際的にも課題となっていることを踏まえ、薬

剤耐性菌の治療薬を収載した企業を評価する（Ａ－４）。

＜企業指標＞

指標の内容

A-1
国内試験（日本を含む国際共同試験を含む）（実施数）

（PhaseⅡ以降）

上位25％ 4pt

中位50％ 2pt

A-2
新薬収載実績（収載成分数※１）

（過去5年）

上位25％ 4pt

中位50％ 2pt

A-3 革新的新薬（※２）の収載実績（過去５年） 実績有り 2pt

A-4 薬剤耐性菌の治療薬（※３）の収載実績（過去５年） １品目について2pt

B-1
開発公募品（開発着手数）

（過去5年）（B-2分を除く）
１品目について2pt

B-2
開発公募品（承認取得数）

（過去5年）
１品目について2pt

C
世界に先駆けた新薬の開発（品目数）

（過去5年）
１品目について2pt

※１ 新薬創出等加算対象品目又は新規作用機序医薬品を１成分相当、それ以外の新薬を

２／３成分相当として計算する。

※２ 新薬創出等加算対象品目又は新規作用機序医薬品

※３ 薬剤耐性菌の治療に用いるもので、薬事審査において薬剤耐性菌に対する治療効果が

明確になったものに限る。

（２）品目要件

○ 革新性・有用性の高い品目を評価する観点から、先駆け審査指定制度の

対象品目及び薬剤耐性菌の治療薬を品目要件に追加する。

○ イノベーションを評価するため、収載後に効能追加等が行われたもののう

ち、追加された効能等において新規作用機序であって、新規作用機序医薬

品の革新性及び有用性に係る基準に該当するものを品目要件に追加する。
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（既存の効能・効果の対象患者の限定を解除したもの等、既存の効能と類

似性が高いと認められる効能追加等の場合を除く。）

○ これらの要件については、令和二年度改定以降に薬価収載又は効能追

加されたものに適用する。

４．収載後の加算

○ 小児効能等の追加、希少疾病等に係る効能等の追加及び真の臨床的有

用性の検証のそれぞれの加算のいずれか複数に該当する場合、補正加算

率の最も高いもののみが適用されることとされているが、真の臨床的有用

性が直接的に検証されたことを評価する観点から、真の臨床的有用性の検

証に係る加算は、小児効能等の追加に係る加算等と併算定できることとす

る。

５．基礎的医薬品

○ 基礎的医薬品については、不採算品再算定、最低薬価になる前の薬価を

下支えする制度として位置づけられている。継続的な安定供給の観点から、

現行ルールのとおりとし、今後の不採算品再算定や流通の状況等を踏まえ

て、引き続き検討することとする。

６．条件・期限付承認を受けた再生医療等製品

○ 条件・期限付承認を受けた再生医療等製品が、改めて承認を受けた際、

初回承認時には明らかでなかった医療上の有用性が客観的に示された場

合は、改めて補正加算の該当性について評価することとする。この際、現

行の収載後加算と同様に、以下の計算式により傾斜配分を行う。（なお、価

格に応じた補正加算率の傾斜配分（Ⅰ．２）は別途行う。）

α ＝
Ａ

100
× 1.5

log�
X
20
� / log�

10
20
�

（ただし、0.5Ａ／100≦α≦1.5Ａ／100）

（注）α：補正加算率（％）

Ａ：当該既収載品に対して適用される率（％）

Ｘ：億円単位で示した当該既収載品の同一組成既収載品群の薬価改定前の薬

価を元に計算した年間販売額の合計額
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○ 条件・期限付承認を受けた再生医療等製品については、流通の混乱等を

生じさせないことを前提に、その薬価を「条件・期限付承認時価格」と呼称

することとする。

７．再算定

（１）過去に再算定を受けた品目への対応

○ 市場拡大再算定を受けた後に、再び市場規模が拡大し、改めて市場拡大

再算定の対象となる品目については、前回再算定時の市場規模拡大が下

止めの水準を超過した程度を踏まえて、市場規模拡大率の値を調整した

上で、今回の再算定における再算定後薬価を算出する。

再算定後薬価の算出に用いる調整市場規模拡大率 Xa

＝ 年間販売額の合計額／基準年間販売額 ｘ 調整係数※

（※ 調整係数は、前回再算定での下止めの水準と、再算定の計算式から算出される

改定後薬価の比とする。前回の再算定で下止めの対象とならなかった場合は１とす

る。）

（参考） 再算定後薬価の計算式の例 （年間販売額が 150 億円超、予想の２倍以上の場合）

再算定後薬価 ＝ 薬価改定前の薬価 ×｛（0.9）
log Xa / log2

＋α｝

調整係数：

0.75 / ｛(0.9)
logXp / log2

＋αp｝（75/100 が下止めの場合）

0.85 / ｛(0.9)
logXp / log2

＋αp｝（85/100 が下止めの場合）

（注）Ｘp：前回の市場拡大再算定の際の市場規模拡大率

αp：前回の市場拡大再算定の際の補正加算率

○ 市場拡大再算定を受けた品目は、再算定時点における年間販売額が基

準額になるが、用法用量変化再算定（主たる効能又は効果に係る効能変

更等に伴い用法及び用量に大幅な変更があったものに限る。）を受けた品

目についても同様に取り扱うことを明確化する。

（２）効能変化再算定
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○ 現行ルールでは、効能追加により主たる効能・効果の変更があった場合、

変更後の主たる効能・効果に係る薬理作用類似薬がある場合は、その価

格に近づくよう、効能変化再算定を行うこととしている。これに加え、薬理作

用類似薬がない場合であっても、変更後の主たる効能・効果に係る参照薬

（変更後の主たる効能・効果と同一又は類似する効能・効果を有する既存

薬のうち、治療上の位置づけ等が類似するものをいう。））と比較して著しく

1 日薬価が高く、市場規模が著しく大きくなると考えられる場合は、当該参

照薬の一日薬価を参照して、現行の効能変化再算定と同様の再算定を行

う特例を設ける。

○ 対象となる医薬品は以下の要件をいずれも満たすものとする。また、市場

拡大再算定と同様に、年間販売額が 350 億円を超える場合は、新薬収載

の機会（年４回）を活用して、効能変化再算定（本特例を含む）を行うことと

する。

・ 1 日薬価が参照薬の 1 日薬価の 10 倍以上。

・ 変更後の効能・効果に係る参照薬の市場規模が 150 億円以上。

・ 主たる効能・効果の変更に伴い対象患者数が現に使用されている患者

数から最大で 10 倍以上に拡大すると認められるもの。また、対象患者

が最大で５万人以上と認められるもの。

・ 変更後の主たる効能・効果が根治的治療法に該当するもの、生命に重

大な影響のある重篤疾患、指定難病、血友病又は抗HIVの効能を追加

するものは除く。

８．市場実勢価格加重平均値調整幅方式

○ 既収載品目の薬価の改定の算式（市場実勢価格加重平均値調整幅方式）

は、以下のとおりとしている。今回の改定においても、令和元年度薬価調査

に基づき、以下の算式により算定する。

＜算式＞

新薬価 ＝ × ＋ 調整幅

医療機関・薬局への販売

価格の加重平均値（税抜

の市場実勢価格）

１＋消費税率
（地方消費税分含む）

※ 調整幅は、改定前薬価の 2/100 に相当する額



1

中医協 薬－１参考

元 ． 1 2 ． 1 3

令和２年度薬価制度改⾰の⾻⼦たたき台 参考資料

中医協 薬－１参考

元 ． 1 2 ． 2 0

中医協 総－１参考

元 ． 1 2 ． 2 0



 新薬のうち、効能効果、薬理作⽤、投与形態等が類似した比較薬がある場合は、市場での公正な競争を確保す
る観点から、比較薬の１日薬価と同一となるように薬価を算定。（類似薬効比較方式(Ⅰ)）
⼀⽅で、類似薬が３つ以上存在し、かつ補正加算のない、新規性の乏しい新薬は、過去の数年間の類似薬の薬
価と比較して最も低い価格と１日薬価を合わせる。（類似薬効比較方式(II)）

 平成30年度改定において、類似薬効⽐較⽅式(II)で算定され、新薬創出等加算の対象外の品目は、比較薬の
新薬創出等加算の累積加算額を控除して薬価算定を⾏うことされた。

 新薬創出等加算の対象外であって、類似薬効比較方式(Ⅰ)等で算定された医薬品については、収載時に新薬
創出等加算対象外であったが収載後に新薬創出等加算対象品目となった場合の対応を含め、新薬創出等加算
対象品目を比較薬とする場合の薬価算定について検討することとされている。

2

新薬創出等加算対象品目を比較薬とする場合の薬価算定

これまでの経緯

後発品上市 後発品上市

薬
価 比較薬

収載

新薬（類Ⅰ・新薬創出等加算対象外）収載

事後に 新薬創出等加算対象
となった場合

新薬（類Ⅱ・新薬創出等加算対象外）

収載



3

合計︓算定薬価

 類似薬がない場合には、原材料費、製造経費等を積み上げる。

（例）

注１ 労務費単価︓「毎⽉勤労統計調査」及び「就労条件総合調査」（厚⽣労働省）
注２ ⼀般管理販売費率、営業利益率︓「産業別財務データハンドブック」（⽇本政策投資銀⾏）
注３ 流通経費率︓「医薬品産業実態調査報告書（厚⽣労働省医政局経済課）

上記の数値は、医薬品製造業の平均的な係数（前年度末時点で得られる直近３か年（平成２７年〜
２９年）の平均値）を用いることが原則

① 原材料費 （有効成分、添加剤、容器・箱など）

② 労務費 （＝ 3,635注１ × 労働時間）

③ 製造経費

④ 製品製造（輸入）原価

⑤ 販売費・研究費等 （⑤／（④＋⑤＋⑥）≦ 0.486注２ ）

⑥ 営業利益 （⑥／（④＋⑤＋⑥）＝ 0.149注２ ）

⑦ 流通経費 （⑦／（④＋⑤＋⑥＋⑦）＝ 0.075注３ ）

⑧ 消費税 （10％）

 当該新薬について、既存治療に⽐し⾼い有⽤性等が認められる場合には、

上記の額に補正加算を⾏う。ただし、製品総原価のうち、薬価算定組織で

の開⽰が可能な部分の割合（開⽰度）に応じて、加算率に差を設ける。

* 開⽰度＝（開⽰が可能な薬価部分）÷（製品総原価）

加算額＝価格全体×加算率×加算係数
（加算前価格）（0〜120％） （0.2〜1）

開⽰度 80％以上 50〜80％ 50%未満

加算係数 1.0 0.6 0.2

原価計算方式

ただし、開⽰度≧80%の化
成品については、販管費率
の上限は70%

平成30年度改定



（（市場実勢価－薬価）÷ 薬価）×100

H30.6〜R元.6に収載された新規後発医薬品（）内は成分数
対応する先発品

全体 0.5掛け 0. 4掛け

内用薬 ▲23.6％ ▲21.0％（17） ▲28.3％（4） ▲9.6％

注射薬 ▲15.3％ ▲15.3％（5） ▲13.3％

外用薬 ▲13.2％ ▲13.2％（7） ▲8.1％

注︓R元.9薬価調査から算出（バイオ後続品を除く）

新規後発医薬品の乖離率

（参考）先発品の価格が100円であった場合、後発医薬品の収載時の薬価は0.5掛けの場合50円。収載後の最初の薬価調査時において、
乖離率が21.0％とすると、薬価改定時に40.5円（先発品の価格の0.41倍）となる水準である。

4

R元年薬価調査における新規後発医薬品（0.4掛け＆0.5掛け品⽬）の価格の乖離率

（（市場実勢価－薬価）÷ 薬価）×100

H28.6〜H29.6に収載された新規後発医薬品（）内は成分数
対応する先発品

全体 0.5掛け 0. 4掛け

内用薬 ▲25.8％ ▲19.5％（19） ▲37.7％（６） ▲10.1％

注射薬 ▲9.1％ ▲9.1％（4） ▲8.0％

外用薬 ▲12.0％ ▲12.0％（1） ▲8.9％

注︓H29.9薬価調査から算出（バイオ後続品を除く）

（参考）先発品の価格が100円であった場合、後発医薬品の収載時の薬価は0.5掛けの場合50円。収載後の最初の薬価調査時において、
乖離率が19.5％とすると、薬価改定時に41.3円（先発品の価格の0.41倍）となる水準である。

（参考）H29薬価調査における新規後発医薬品（0.4掛け＆0.5掛け品⽬）の価格の乖離率



特許・再審査
期間

5年

Z2

5年

後発品上市

置換え時期

【Ｇ1】後発品への置換えが進んでいるもの
（後発品置換率80％以上）段階引下げ

Z2適用
2.5倍 2倍 1.5倍

2年 2年 2年

1倍

【Ｇ2】後発品への置換えが困難なもの
（後発品置換率80％未満）段階引下げ

Ｇ１（撤退品目）の後発品を2価格帯へ

後発品増産準備期間

2.5倍 2.3倍 2.1倍

Ｇ1に該当する⻑期収載品は
・Z2期間終了後の6月末に撤退可否判断
・6年後までの増産可能な時期に撤退

1.9倍

⻑期収載品

後発品

1.7倍 1.5倍

それ以外の後発品を1価格帯へ

置換え率が低く、Ｇ1、Ｇ2による引下げを受けない品目等の
補完的引下げ（Z2基準準用）

G1

G2

C

〔後発品置換え率〕 〔引下げ率〕
・40%未満 ▲2.0%
・40%以上60%未満 ︓▲1.75%
・60%以上80%未満 ︓▲1.5%

⻑期収載品の薬価の⾒直し（Ｇ１・Ｇ２・Ｃ）

※G１、G2についてはバイオ医薬品を除く

5

 我が国の製薬産業の構造を、⻑期収載品依存から、より⾼い創薬⼒を持つものへと転換
する観点から、後発品上市後10年を経過した⻑期収載品の薬価について、後発品の薬価
を基準に段階的に引き下げる。

平成30年度改定



6

加重平均値A

加重平均値B

加重平均値C

改定前薬価A

改定前薬価B

改定前薬価C

実勢価改定後薬価
(価格帯集約前)

対応①︓上の価格帯に上がることで、薬価が引
き上がることを抑制する
30%,50%の境界値が下がり、実勢価改定後
薬価が上の価格帯に相当することとなった場合でも、
価格が引き上がる場合は、元の価格帯に含める。

加重平均値B-2
（改定前薬価が加重平
均値B-1より低い品目の
みで加重平均）

加重平均値A

加重平均値B-1

加重平均値C

改定前薬価A

改定前薬価B

改定前薬価C

実勢価改定後薬価
(価格帯集約前)

対応②︓価格が引き上がるものは別途加重平
均を⾏い、価格帯を分ける
上の区分から降りてきた品⽬により、加重平均
値が引き上がるケースでは、改定前薬価が加重
平均値より低い品⽬のみで別途加重平均を⾏う。

具体的な案のイメージ

 価格帯集約により、改定後薬価が改定前薬価より⾼くなるのは、主として、（１）当該品⽬が上の価格帯に移⾏した場合、
（２）上の価格帯から降りてきた品⽬によって、当該価格帯の加重平均値が引き上がる場合、がある。このため、以下の①及び②
を適用し、価格帯の集約によって薬価が引き上げることを抑制。

 なお、②により価格帯が増加すること、中間年の改定を受けるものと受けないもので、さらに価格帯が分割され得ることを踏まえて、中
間年改定の次の通常改定における価格帯の集約については引き続き検討してはどうか。

現⾏

最高価格の50％
以上の算定額と
なる後発品

最高価格の30％
以上、50％を下
回る算定額となる
後発品

最高価格の30％
を下回る算定額と
なる後発品
（統一名収載）

30

50

加重平均値A
（改定後薬価A）

加重平均値B
（改定後薬価B）

加重平均値C
（改定後薬価C）

実勢価改定後薬価 改定後薬価
（最大3価格帯）

注︓中間の価格帯(最高価格の30〜
50％）及び下位の価格帯（最高
価格の30%未満）の品目に適用

注︓中間の価格帯(最高価格の30〜
50％）及び下位の価格帯（最高
価格の30%未満）の品目に適用

中医協 薬－１改

元 ． 1 1 . 2 2



 変更後の主たる効能効果と同⼀⼜は類似する効能効果を有する既存薬のうち、治療上の位置づけ等が類似するもの（参照薬）

の１日薬価と比較して1日薬価が著しく高く、かつ当該参照薬の市場規模が一定以上の場合、参照薬の1日薬価に近づくよう薬

価を再算定する特例を設けてはどうか。（既存の効能変化再算定の対象になる場合を除く。）

 また、財政影響が⼤きくなる場合は新薬収載の機会（年４回）も活⽤して再算定を⾏うこととしてはどうか。

＜対象となる医薬品の範囲の考え方（案）＞

・ 1日薬価が参照薬の1日薬価(※１)と⽐べて著しく⾼い（例︓10倍以上）

・ 参照薬の市場規模(※２)が⼀定額以上（例︓150億円以上）

・ 主たる効能効果の変更に伴い対象患者数が現に使⽤されている患者数から著しく拡⼤（例︓10倍以上）し、

⼀定数を上回る患者に使⽤されうる（例︓5万人以上）

・ ただし、変更後の主たる効能効果が根治的治療法に該当するもの、生命に重大な影響のある重篤疾患、指定難病、血友病又

は抗HIVの効能を追加するものは除く。

＜再算定の方法＞
・ 参照薬の1日薬価に近づくよう薬価を再算定

・ 変更後の効能効果の市場規模が変更前と⽐べて⼤きいほど、
変化の程度を増加させる

変更後市場規模割合＝
変更後市場規模

変更前市場規模＋変更後市場規模

※ 市場規模は、主たる効能効果が同⼀⼜は類似し、かつ治療上の
位置づけ等が類似すると認められる既存薬の年間販売額の合計

円

変更前の１⽇薬価

変更後市場規模割合
０ １

4,000

200参照薬の１日薬価

0.7

1,340再算定後の薬価

引
き
下
げ

▲67％

課題

 効能変化再算定は、主たる効能効果の変更後、作⽤機序が同様の薬理作⽤類似薬がある場合に、薬価を当該薬理作⽤類似

薬の薬価に近づける仕組み。

 このため、主たる効能効果の変更により、同様の効能効果を有する既存薬と比較して1日薬価が著しく高く、市場規模が短期間に

著しく拡⼤する懸念がある場合でも、薬理作⽤類似薬がない場合は、効能変化再算定を⾏うことができない。

具体的な案のイメージ

対応の方向性(案)︓

※１ 参照薬が複数ある場合は1日薬価の加重平均値

※２ 参照薬が複数ある場合は合計の市場規模

7

中医協 薬－１

元 ． 1 1 . 8



⼊院医療（その６）

中 医 協 総 － ２

元 ． １ ２ ． ２ ０

1



入院医療（その６）

１．重症度、医療・看護必要度について

○ 評価項目について

○ 判定基準について

○ ⾒直しを踏まえた施設基準の設定について

2



 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度に係る評価票

対象入院料・加算 基準

一般病棟用の
重症度、医療・看護必要度

・基準①： Ａ得点２点以上かつＢ得点３点以上
・基準②： 「Ｂ14」又は「Ｂ15」に該当する患者で
あって、Ａ得点が１点以上かつＢ得点が３点以上

・基準③： Ａ得点３点以上
・基準④： Ｃ得点１点以上

地域包括ケア病棟入院料
（地域包括ケア入院医療管理
料を算定する場合も含む）

・Ａ得点１点以上
・Ｃ得点１点以上

3

Ａ モニタリング及び処置等 ０点 １点 ２点

1
創傷処置
（①創傷の処置（褥瘡の処置を除く）、②褥瘡の処置）

なし あり －

2 呼吸ケア（喀痰吸引のみの場合を除く） なし あり －

3 点滴ライン同時３本以上の管理 なし あり －

4 心電図モニターの管理 なし あり －

5 シリンジポンプの管理 なし あり －

6 輸血や血液製剤の管理 なし あり －

7

専門的な治療・処置
（①抗悪性腫瘍剤の使用（注射剤のみ）、
②抗悪性腫瘍剤の内服の管理、
③麻薬の使用（注射剤のみ）、
④麻薬の内服、貼付、坐剤の管理、
⑤放射線治療、⑥ 免疫抑制剤の管理、
⑦昇圧剤の使用（注射剤のみ）、
⑧抗不整脈剤の使用（注射剤のみ）、
⑨抗血栓塞栓薬の持続点滴の使用、
⑩ドレナージの管理、⑪ 無菌治療室での治療 ）

なし － あり

8 救急搬送後の入院（２日間） なし － あり

Ｂ 患者の状況等 ０点 １点 ２点

9 寝返り できる 何かにつかまればできる できない

10 移乗 介助なし 一部介助 全介助

11 口腔清潔 介助なし 介助あり －

12 食事摂取 介助なし 一部介助 全介助

13 衣服の着脱 介助なし 一部介助 全介助

14 診療・療養上の指示が通じる はい いいえ －

15 危険行動 ない － ある

Ｃ 手術等の医学的状況 ０点 １点

16 開頭手術（７日間） なし あり

17 開胸手術（７日間） なし あり

18 開腹手術（４日間） なし あり

19 骨の手術（５日間） なし あり

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） なし あり

21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（２日間） なし あり

22

救命等に係る内科的治療（２日間）
（①経皮的血管内治療
②経皮的心筋焼灼術等の治療
③侵襲的な消化器治療）

なし あり

［各入院料・加算における該当患者の基準］

一般病棟用の「重症度、医療・看護必要度Ⅰ」の概要

※対象病棟の入院患者について毎日測定し、直近３ヶ月の該当患者の割合を算出。



 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度に係る評価票

対象入院料・加算 基準

一般病棟用の
重症度、医療・看護必要度

・基準①： Ａ得点２点以上かつＢ得点３点以上
・基準②： 「Ｂ14」又は「Ｂ15」に該当する患者で
あって、Ａ得点が１点以上かつＢ得点が３点以上

・基準③： Ａ得点３点以上
・基準④： Ｃ得点１点以上

地域包括ケア病棟入院料
（地域包括ケア入院医療管理
料を算定する場合も含む）

・Ａ得点１点以上
・Ｃ得点１点以上

4

Ａ モニタリング及び処置等 ０点 １点 ２点

1
創傷処置
（①創傷の処置（褥瘡の処置を除く）、②褥瘡の処置）

なし あり －

2 呼吸ケア（喀痰吸引のみの場合を除く） なし あり －

3 点滴ライン同時３本以上の管理 なし あり －

4 心電図モニターの管理 なし あり －

5 シリンジポンプの管理 なし あり －

6 輸血や血液製剤の管理 なし あり －

7

専門的な治療・処置
（①抗悪性腫瘍剤の使用（注射剤のみ）、
②抗悪性腫瘍剤の内服の管理、
③麻薬の使用（注射剤のみ）、
④麻薬の内服、貼付、坐剤の管理、
⑤放射線治療、⑥ 免疫抑制剤の管理、
⑦昇圧剤の使用（注射剤のみ）、
⑧抗不整脈剤の使用（注射剤のみ）、
⑨抗血栓塞栓薬の持続点滴の使用、
⑩ドレナージの管理、⑪ 無菌治療室での治療 ）

なし － あり

Ｂ 患者の状況等 ０点 １点 ２点

9 寝返り できる 何かにつかまればできる できない

10 移乗 介助なし 一部介助 全介助

11 口腔清潔 介助なし 介助あり －

12 食事摂取 介助なし 一部介助 全介助

13 衣服の着脱 介助なし 一部介助 全介助

14 診療・療養上の指示が通じる はい いいえ －

15 危険行動 ない － ある

Ｃ 手術等の医学的状況 ０点 １点

16 開頭手術（７日間） なし あり

17 開胸手術（７日間） なし あり

18 開腹手術（４日間） なし あり

19 骨の手術（５日間） なし あり

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） なし あり

21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（２日間） なし あり

22

救命等に係る内科的治療（２日間）
（①経皮的血管内治療
②経皮的心筋焼灼術等の治療
③侵襲的な消化器治療）

なし あり

［各入院料・加算における該当患者の基準］

一般病棟用の「重症度、医療・看護必要度Ⅱ」の概要

※対象病棟の入院患者についてA項目及びC項目は日々の診療実績データを用い測定し、直近３ヶ月の該当患者の割合を算出。



入院医療（その６）

5

１．重症度、医療・看護必要度について

○ 評価項目について

○ 判定基準について

○ ⾒直しを踏まえた施設基準の設定について



Ａ モニタリング及び処置等 ０点 １点 ２点

1
創傷処置
（①創傷の処置（褥瘡の処置を除く）、②褥瘡の処置）

なし あり －

2 呼吸ケア（喀痰吸引のみの場合を除く） なし あり －

3 点滴ライン同時３本以上の管理 なし あり －

4 心電図モニターの管理 なし あり －

5 シリンジポンプの管理 なし あり －

6 輸血や血液製剤の管理 なし あり －

7

専門的な治療・処置
（①抗悪性腫瘍剤の使用（注射剤のみ）、
②抗悪性腫瘍剤の内服の管理、
③麻薬の使用（注射剤のみ）、
④麻薬の内服、貼付、坐剤の管理、
⑤放射線治療、⑥免疫抑制剤の管理、
⑦昇圧剤の使用（注射剤のみ）、
⑧抗不整脈剤の使用（注射剤のみ）、
⑨抗血栓塞栓薬の持続点滴の使用、
⑩ドレナージの管理、⑪無菌治療室での治療 ）

なし － あり

8 救急搬送後の入院（２日間） なし － あり

重症度、医療・看護必要度（Ａ項目）

Ａ項目 治療等のモニタリング、処置、入院時の状況等について、実施や管理したことを測定

平成20年︓導⼊
９項目（うち、「専門的な治
療・処置」は７種類）

行為の実施

行為の実施
及び管理

入院受入
（実施）

平成28年︓医療の必要性の
高い患者の状態追加
→８項目（うち、「創傷処置」
は２種類、「専門的な治療・処
置」11種類）

平成26年︓急性期病棟で⾏
われる項⽬のみへ⾒直し（慢性
期病棟でも⼀般的に⾏われてい
る項目を削除）
→７項目（うち、「創傷処置」
は２種類、「専⾨的な治療・処
置」は10種類）

6

平成30年︓必要度Ⅱ※のみ、
「救急搬送後の入院（２日
間）」は対象外とする

※一般病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅱ



重症度、医療・看護必要度（Ｂ項目、Ｃ項目）

Ｂ項目 患者自身のＡＤＬの状況、療養上の世話等の内容を測定

平成20年︓導⼊
７項目 患者の

状態

患者の
状態

介助の
必要性平成28年︓他の項⽬と類似す

る２項目を削除し、認知症、
せん妄状態の患者が含まれる
よう新たに２項目を追加

→７項目

Ｃ項目 手術、救命等の入院して管理が必要な侵襲性の高い治療について、実施日からの期間にあわせて測定

Ｃ 手術等の医学的状況 ０点 １点

16 開頭手術（７日間） なし あり

17 開胸手術（７日間） なし あり
18 開腹手術（４日間） なし あり
19 骨の手術（５日間） なし あり

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） なし あり
21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（２日間） なし あり

22

救命等に係る内科的治療（２日間）
（①経皮的血管内治療
②経皮的心筋焼灼術等の治療
③侵襲的な消化器治療）

なし あり

平成28年︓導⼊
Ａ項⽬では評価されない医療の必
要性の高い項目を創設
→７項目（うち、「救命等に係る内科
的治療」は３種類）

手術

内科的
治療

7

平成30年︓「開腹⼿術」の該当⽇
数を短縮

Ｂ 患者の状況等 ０点 １点 ２点

9 寝返り できる
何かにつかまれば

できる
できない

10 移乗 介助なし 一部介助 全介助

11 口腔清潔 介助なし 介助あり －

12 食事摂取 介助なし 一部介助 全介助

13 衣服の着脱 介助なし 一部介助 全介助

14 診療・療養上の指示が通じる はい いいえ －

15 危険行動 ない － ある



専門的な治療・処置の内訳について

8

○ Ａ項目の「専門的な治療・処置」に該当がある患者について、該当項目数をみたところ、「１項目該当」が
８割以上であった。

○ １項目該当の患者について、該当項目の内訳をみたところ、「免疫抑制剤の管理」が最も多く、次いで、
「ドレナージの管理」が多かった。

１項目
86%

２項目
13%

３項目以上
1%

専門的な治療・処置の該当項目数

免疫抑制剤の

管理

34%

ドレナージの管

理

26%

抗血栓塞栓薬

の持続点滴の

使用

12%

麻薬の内服、

貼付、坐剤の

管理

10%

抗悪性腫瘍剤

の内服の管理

6%

放射線治療

5%

抗悪性腫瘍剤

の使用（注射

剤のみ）

3%

その他

4%

１項目該当の患者の該当項目

n=7,186

※単位は人日

n=8,363

出典：平成30年度入院医療等の調査

診調組 入－２参考
元 ． ９ ． ５
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抗悪性腫瘍剤（内服）

9

○ 重症度、医療・看護必要度Ⅱの「専門的な医療・処置」に該当する抗悪性腫瘍剤及び免疫抑制剤の内服
薬等を入院で使用する割合は全体的に低かった。

出典：NDBデータ（平成30年度）

n=257 n=108
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

免疫抑制剤（内服/坐剤/軟膏）

抗悪性腫瘍剤・免疫抑制剤の内服を入院で使用する割合

【現状及び課題】
○ A項目の「専門的な治療・処置」に該当する薬剤のうち、抗悪性腫瘍剤や免疫抑制剤の内服薬は、全体的に入院で実施

される割合が低い。
【論点】
○ 原則として入院で実施される医療を適切に評価する観点から、入院の必要性等に応じてA項目・C項目の評価対象の整

理を行うことについてどのように考えるか。

主なご意見

令和元年11月15日中医協総会の論点

ご意見を踏まえ、抗悪性腫瘍剤の内服治療については、導入期の評価や治療中の副作用等の理由で
特に入院の必要性が高い場合があることを考慮し、引き続き評価の対象としてはどうか。

○ 入院で実施する割合が低いものは、評価対象から除外すべき。

○ ただし、主に外来で実施されているものであっても、導入期には副作用等の評価をするために、入院で実施することが
必要な場合もあることに留意が必要。

薬剤を入院で使用する割合（必要度Ⅱの対象薬剤）
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○ 重症度、医療・看護必要度ⅡにおいてＣ項目に該当する手術について、手術ごとに入院で実施される割
合をみると、多くの手術が入院が９割以上であったが、一部に９割未満の手術もあった。

入院９割未満

2%

入院９割以上

98%

必要度Ⅱの評価対象手術

n=794

入院の実施が９割未満の手術（例）

出典：NDBオープンデータ ※nは手術の種類数（重症度、必要度・看護必要度の対象かつNDBオープンデータで把握可能なものに限る）

種別 診療行為 入院の割合

開胸手術
胸壁腫瘍摘出術 84.6%

静脈形成術、吻合術（胸腔内静脈） 76.9%

開腹手術

腹直筋離開手術 85.7%

直腸脱手術（骨盤底形成） 84.7%

膀胱内凝血除去術 64.2%

膀胱異物摘出術（膀胱高位切開術） 70.3%

膀胱脱手術（その他） 42.9%

骨の手術

骨部分切除術（上腕） 87.6%

骨部分切除術（前腕） 84.1%

骨部分切除術（手） 69.5%

骨部分切除術（その他） 79.6%

腐骨摘出術（手） 58.8%

腐骨摘出術（足その他） 89.9%

骨腫瘍切除術（手） 74.4%

骨腫瘍切除術（足） 83.6%

骨腫瘍切除術（その他） 58.7%

関節切除術（手） 82.3%

胸腔鏡・腹腔鏡手術
腹腔鏡下卵管形成術 80.8%

胸腔鏡下交感神経節切除術（両側） 89.4%

救命等に係る
内科的治療

植込型心電図記録計移植術 88.6%

植込型心電図記録計摘出術 74.1%

小腸結腸内視鏡的止血術 88.5%

手術等を入院で実施する割合（必要度Ⅱの対象）
中医協 総－１
元 ． １ １ ． １ ５



手術等を入院で実施する割合（必要度Ⅱの対象外のもの）

0
100
200
300
400
500

手術を入院で実施する割合の分布（必要度Ⅱの対象外のもの）

○ 現在、重症度、医療・看護必要度Ⅱの評価対象外である手術について、入院で実施される割合の分布を
みると、90%以上100%未満が最も多く、次いで100%が多かった。

手術の種類数
（n=1255）

出典：NDBオープンデータ
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診調組 入－１
元．１０．１６（改）

【現状及び課題】
○ C項目の評価対象である手術等には入院で実施される割合が９割未満のものもある一方で、入院で実施される割合が９

割以上であるが現在評価対象となっていないものも多くある。
【論点】
○ 原則として入院で実施される医療を適切に評価する観点から、入院の必要性等に応じてA項目・C項目の評価対象の整

理を行うことについてどのように考えるか。

主なご意見

令和元年11月15日中医協総会の論点

○ 入院で実施される手術や検査については、広く評価されるようにC項目に組み込んでいくべき。
○ ただし、C項目は手術等の侵襲性の高さに着目して評価されている項目であることを踏まえ、入院で実施される割合が

高いものを全て追加するのではなく、点数などを参考に判断基準に一定の線引きを設けていく必要があるのではないか。
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必要度の評価対象となっている手術等の点数

○ 現在、重症度、医療・看護必要度Ⅱの評価対象となっている手術等の点数の分布を領域ごとにみると、
以下のとおりであった。

点数（千点）

平均値（全体） 45233.7（点）

中央値（全体） 31305（点）

再掲

（参考）

中医協 総－１
元．１１．１５（改）

30,000点
20,000点
10,000点

入院で実施する割合が高い手術を新たに対象とする場合、中医協のご意見を踏まえ、一定の点数以上の手術に
限って追加することとしてはどうか。その水準について、現在評価対象となっている手術等の点数の分布を踏まえ、
どのように考えるか。



※検討対象の考え方
・ 診療報酬上の「検査」の項目であって、一定の手技等の負担を伴うもの
・ 検査後（あるいは検査中）主に一般病棟に入院することが想定されるもの
・ 入院で実施されている割合が90％以上、かつ、一定の件数があるもの

【既に重症度、医療・看護必要度の評価対象となっているもの】
－ 呼吸心拍監視
－ カルジオスコープ（ハートスコープ）
－ カルジオタコスコープ

【現在、評価の対象となっていないもの】
－ 経皮的針生検法
－ EUS－FNA
－ 心臓カテーテル検査（左心・右心）
－ 胸腔鏡
－ 腹腔鏡
－ 縦隔鏡
－ 関節鏡 等

入院で実施する割合が特に高い検査について

○ 入院で実施する割合が特に高く、かつ、一定の手技等を伴う検査として、生体検査のほか、例えば以下
のような項目がある。

区分 名称 入院の割合 総件数 点数

D404-2 骨髄生検 48.7% 41328 730

D409 リンパ節等穿刺又は針生検 8.2% 66700 200

D409-2 センチネルリンパ節生検（片）（併用法） 54.3% 313 5000

D409-2 センチネルリンパ節生検（片）（単独法） 70.0% 230 3000

D410 乳腺穿刺又は針生検（片）（その他） 0.8% 173334 200

D410 乳腺穿刺又は針生検（片）（生検針） 1.8% 97605 650

D411 甲状腺穿刺又は針生検 3.0% 157741 150

D412 経皮的針生検法 96.0% 78237 1600

D413 前立腺針生検法 43.7% 28558 1400

D414 内視鏡下生検法 7.6% 4095296 310

D414-2 ＥＵＳ−ＦＮＡ 95.6% 23518 4000

D415 経気管肺生検法 77.3% 90483 4000

D415-2 ＥＢＵＳ−ＴＢＮＡ 79.6% 14842 5500

検査を入院で実施する割合（例：生検検査）

経皮的針生検やEUS-FNAは、
入院で実施する割合が高い
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令和元年11月15日中医協資料より

入院で実施する割合が90%以上の検査※



在院日数の中央値

開頭手術（７日間） 26.4

開胸手術（７日間） 24.1

開腹手術（４日間） 14.7

骨の手術（５日間） 23.5

胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） 9.9

救命等に係る内科的治療（２日間） 9

対象となる手術等の該当日数について

○ 現在、重症度、医療・看護必要度の評価対象となっている手術等について、評価されている日数は平均
的な在院日数の約２～３割程度である。

Ｃ 手術等の医学的状況 ０点 １点

16 開頭手術（７日間） なし あり

17 開胸手術（７日間） なし あり

18 開腹手術（４日間） なし あり

19 骨の手術（５日間） なし あり

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） なし あり

21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（２日間） なし あり

22

救命等に係る内科的治療（２日間）
（①経皮的血管内治療
②経皮的心筋焼灼術等の治療
③侵襲的な消化器治療）

なし あり

現行の評価基準（C項目） 対象手術全体の在院日数※

※考え方
・ 重症度、医療・看護必要度Ⅱの対象手術の診療実績より算出
・ 各手術の在院日数の中央値より、算定件数を踏まえて加重平均

在院日数の
中央値

現行の
評価日数

在院日数に
占める割合

見直し後の
評価日数

在院日数に
占める割合

開頭手術 26.4 7 26.5% ○日 ○%

開胸手術 24.1 7 29.0% ○日 ○%

開腹手術 14.7 4 27.2% ○日 ○%

骨の手術 23.5 5 21.3% ○日 ○%

胸腔鏡・腹腔鏡手術 9.9 3 30.3% ○日 ○%

救命等に係る内科的治療 9 2 22.2% ○日 ○%

見直しのイメージ

14

術後の医学管理を適切に評価するため、在院日数の実態を踏まえ、該当日数を見直してはどうか。
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専門的な治療・処置（薬剤の使用）や手術等の医学的状況の定義

○ A・C項目の対象について、現在、重症度、医療・看護必要度Ⅰでは項目の定義に従って看護師等が該当
性を個別に判断しているが、必要度Ⅱはレセプト電算処理システム用コードで指定されている。

○ A項目の「専門的な治療・処置」のうち薬剤の使用や、C項目の手術等については、基本的には必要度Ⅰ
とⅡで同じ治療・処置や医学的状況を評価することを想定している。

○ 入院で実施する割合が高い手術等を新たに評価対象とする場合、レセプト電算処理システム用コードで
対象を指定することとなる。

今回の対象の整理と併せて、必要度ⅠのA・C項目のうち一部の項目の判定方法も、Ⅱと同様に、
指定された薬剤・手術等の実施がある場合を該当と判断することとしてはどうか。

必要度Ⅰの場合、

各項目の定義に
従って看護師等が
判定する

必要度Ⅱの場合、

評価対象はコード
で指定されている

令和元年11月15日中医協資料より



入院医療（その６）

１．重症度、医療・看護必要度について

○ 評価項目について

○ 判定基準について

○ ⾒直しを踏まえた施設基準の設定について

16



○ 基準②に該当している患者は、認知症やせん妄をたまたま合併している患者であって、急性期医療が必要でないわけ
ではない。急性期の高度な医療や複雑な医療を受けている患者は、適切に評価されるべき。

○ 基準②のみに該当している患者は、他の基準に比べて医学的な理由で入院が必要な患者の割合が低く、また、急性期
病棟よりも療養病棟に多いことから、当該基準は急性期入院医療の基準として適切とは言い難い。

○ 基準②で評価されているB14・B15の項目は、認知症患者が増加傾向にある中で、急性期病棟における受け入れを進
める観点から平成28年度改定で導入されたものであり、この項目は引き続き評価していくことが必要。

○ 認知症やせん妄の患者は全ての病棟に入院しており、医療現場の負担となっている。論点については、基準②をただ
外せばよいわけではなく、認知症やせん妄の患者をどのようにみていくかについて、よく考える必要がある。

17

判定基準に係る前回の論点・意見

【現状及び課題】
（判定基準について）
○ 基準②（B14又はB15に該当し、A1点以上かつB3点以上）のみに該当する患者のA項目は「心電図モニターの管理」が多

く、基準②に該当する直前は「いずれの基準にも非該当」の患者が多い。非該当日の状況をみると、A項目は非該当の患
者が多いが、B項目は該当している患者が多い。

○ 基準②のみに該当している患者は、他の基準に比べて、年齢が高く、認知症やせん妄を有する割合が高く、要介護度が
高く、自立度が低い。また、看護の提供頻度は多いが、医学的な理由による入院の割合が低く、退院に向けた目標・課題
が転院先や入所先の確保である割合が高い。

【論点】

○ 入院患者の医療の必要性に応じた適切な評価を行う観点から、急性期の入院患者の指標として、重症度、医療・看護必
要度の判定基準のうち「 B14又はB15に該当し、A1点以上かつB3点以上」の基準をどのように考えるか。

主なご意見

令和元年11月15日中医協総会の論点
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判定基準の経緯・現状を踏まえた考え方の整理

【経緯】
○ 重症度、医療・看護必要度は、 ７対１入院基本料の施設基準として、平成20年度診療報酬改定で導入され、累次の改定

において基準の見直しが行われてきた。
○ 平成28年度改定において、急性期の入院医療をより適切に評価する観点から、A項目及びB項目の見直し、C項目が新

設されるとともに、名称が「重症度、医療・看護必要度」と見直された。
○ 平成30年度改定において、入院医療の評価体系が再編・統合され、一般病棟入院基本料については、重症度、医療・看

護必要度の実績に応じた段階的な評価となった。また、「B14又はB15に該当する患者」のうちA１点以上の患者は、A０点
の患者と比較すると「医師による診察」や「看護師による直接の看護提供の頻度」が多かったことから、 「 B14又はB15に
該当し、A1点以上かつB3点以上」の基準（基準②）が追加された。

【現状】

○ 改定後の調査・検証において、基準②のみに該当する患者は、これまでの他の基準と比較して、看護の提供頻度は多い
ものの、医学的な理由による入院の割合が低く、退院に向けた目標・課題が転院先や入所先の確保である割合が高いこ
となどが確認された。

○ 中医協総会において、当該基準は急性期入院医療の基準として適切とは言い難いという意見がある一方で、B14・B15
の項目は引き続き評価していくことが必要という意見や、認知症やせん妄の患者を適切にケアする体制について評価を行
う必要があるという意見があった。

重症度、医療・看護必要度の経緯と現状

○ 認知症・せん妄を合併した急性期入院医療の必要性が高い患者が適切に評価されるよう、B14・B15の項目は引き続き
B項目の評価対象としつつ、基準②については、改定後の検証を踏まえた評価とすることとしてはどうか。具体的には、A
項目が１点である基準②は見直し、平成28年度改定後の水準である、A項目２点以上を対象とすることとしてはどうか。

○ 他方、急性期病棟においても認知症・せん妄の患者の対応は重要であることから、これらを合併した患者に対する適切
なケアを行う体制が確保されるよう、重症度、医療・看護必要度とは分けて、体制の評価を拡充してはどうか。

見直しの方向性（案）



○ 認知症の患者の割合を入院料別にみると、一般病棟よりも療養病棟で割合が高く、入院料によっ
て差が大きい。

○ 他方、せん妄の患者の割合を入院料別にみると、一般病棟と療養病棟で差が少なく、いずれの入
院料においても概ね１割程度であった。

※無回答は除く出典：平成30年度入院医療等の調査（患者票）

認知症・せん妄の患者の割合

4.6%

0.0%

17.2%

23.8%

33.7%

44.1%

58.5%

90.3%

97.3%

77.1%

73.0%

63.2%

48.6%

22.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特定機能病院入院基本料（n=2984）

専門病院入院基本料（n=73）

急性期一般入院料１（n=12776）

急性期一般入院料２～３（n=808）

急性期一般入院料４～７（n=2666）

地域一般入院料１～３（n=1176）

療養病棟入院基本料（n=3078）

認知症の患者の割合

認知症あり 認知症なし わからない

4.7%

0.0%

7.4%

6.1%

6.5%

10.5%

10.1%

87.7%

95.9%

85.8%

87.7%

86.8%

79.3%

72.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特定機能病院入院基本料（n=2961）

専門病院入院基本料（n=73）

急性期一般入院料１（n=12521）

急性期一般入院料２～３（n=807）

急性期一般入院料４～７（n=2630）

地域一般入院料１～３（n=1147）

療養病棟入院基本料（n=3023）

せん妄の患者の割合

せん妄あり せん妄なし わからない
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認知症ケア加算１ 認知症ケア加算２

点数（1日につき）
イ 14日以内の期間 150点 ロ 15日以上の期間 30点
（身体的拘束を実施した日は60％）

イ 14日以内の期間 30点 ロ 15日以上の期間 10点
（身体的拘束を実施した日は60％）

算定対象 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 ランクⅢ以上の患者（重度の意識障害のある者を除く）

主
な
算
定
要
件
・
施
設
基
準

身体的
拘束

・日頃より身体的拘束を必要としない状態となるよう環境を整える。 ・身体的拘束をするかどうかは、当該患者に関わる医師、看護師等、複数の職員で検討する。
・やむを得ず身体的拘束をする場合であっても、できる限り早期に解除するよう努める。 ・身体的拘束を避けるために家族等に対し付添いを強要するようなことがあってはならない。
・身体的拘束をするに当たっては、必要性のアセスメント、患者家族への説明と同意、記録、二次的な身体障害の予防、解除に向けた検討を行う。

病棟職員
の対応

・認知症ケアチームと連携し、病棟職員全体で以下の対応に取り組む。
① 入院前の情報収集、アセスメント、看護計画の作成。

行動、心理症状がみられる場合には、適切な環境調整や患者とのコミュニケーションの方法等について検討。
② 計画に基づき認知症症状を考慮したケアを実施、定期的に評価。

身体的拘束をした場合は、解除に向けた検討を少なくとも１日に１度実施。
③ 計画作成の段階から、退院後に必要な支援について患者家族を含めて検討。 ④ ①～③を診療録等に記載。

・当該患者が入院する病棟の看護師等は、
行動・心理症状等が出現し治療への影響が見込まれる場合に、適切な
環境調整や患者とのコミュニケーション方法等を踏まえた看護計画を作成。

・計画に基づき認知症症状を考慮したケアを実施し、評価。
・身体的拘束をした場合は、解除に向けた検討を少なくとも１日に１度実施。

職員の
配置等

・以下から構成される認知症ケアチームを設置。
ア 認知症患者の診療に十分な経験を有する専任の常勤医師（精神科５年以上、神経内科５年以上、認知症治療に係る

適切な研修の修了のいずれか）
イ 認知症患者の看護に従事した経験を５年以上有し、認知症看護に係る適切な研修（600時間以上）を修了した専任の

常勤看護師
ウ 認知症患者等の退院調整について経験のある専任の常勤社会福祉士又は常勤精神保健福祉士

・認知症ケアチームは、以下の取組を通じて認知症ケアの質の向上を図る。
① カンファレンスを週１回程度開催。 ② 各病棟を週１回以上巡回、認知症ケアの実施状況を把握。
③ 医師、看護師等からの相談に速やかに対応、助言。 ④ 認知症患者に関わる職員を対象に研修を定期的に実施。

・原則として、全ての病棟に認知症患者のアセスメントアセスメントや看護方
法等に係る適切な研修（９時間以上）を受けた看護師を複数名配置。

マニュアル
・認知症ケアチームが身体的拘束の実施基準や鎮静を目的とした薬物の適正使用等の内容を盛り込んだマニュアルを作成
し、医療機関内に配布・活用。

・身体的拘束の実施基準や鎮静を目的とした薬物の適正使用等の内容を
盛り込んだマニュアルを作成し、医療機関内に配布・活用。

院内研修
等

・認知症患者に関わる全ての病棟の看護師等が、原則として年に１回、認知症ケアチームによる研修又は院外研修を受講。 ・適切な研修を受けた看護師を中心として、病棟の看護師等に対して、研修
や事例検討会等を少なくとも年に１回実施。

届出医療機関数
及び
算定件数

【出典】保険局医療課調べ（各年７月１日時点）
※区分不明のものは除く。

180 387 517322

2,193

2,816

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H28 H29 H30

認知症ケア加算１

認知症ケア加算２

区分不明

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

14日以内

14日以内（身体的拘束）

15日以上

15日以上（身体的拘束）

（件）（施設） 届出医療機関数 算定件数

【出典】社会医療診療行為別統計
（各年６月審査分）加算１

502

2,583

H28 H29 H30 H28 H29 H30

3,339

加算２

1,887 2,410
9,412 11,658

1,5213 1,7722

272 617

46,535

90,270

69,615

129,499

認知症ケア加算の算定状況
診調組 入－１

元．１０．３（改）
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○ せん妄の頻度減少と合併症予防のためには、せん妄予防が最も効果的とされており、特にスクリーニング
と多要素介入を入院後早期に行うことが有効とされている。

せん妄の予防について

＜せん妄予防について＞
○ せん妄予防を目的とした薬物療法としてコリンエステラーゼ阻害薬、抗精神病薬の予防的投与、ガバペンチン、ラメルテオ

ン、鎮痛薬などが研究されているが十分なエビデンスを示したものはない。
○ 訓練された医師、看護師、その他職種による非薬物的多要素介入が効果的とされている。

＜せん妄予防プログラム＞
Yale Delirium Prevention Trial
○ 多要素介入（認知機能に対する見当識維持等の介入、早期離床、向精神薬削減、

睡眠への介入、聴力視力低下の補正、脱水に対する介入）を行うことでせん妄の
予防（OR 0.60）およびせん妄の期間短縮（161日vs.105日）が可能と示した。

DELirium Team Approach（DELTA）program
○ 癌入院患者に対し専門の教育と研修を受けた医療スタッフが、せん妄リスクスクリーニングと予防を行うことにより、せん妄

発生率を7.1%から4.3%に減少させた。

英国NICEガイドライン
○ 入院後24時間以内に評価を行い個別介入する
○ 多要素介入はせん妄予防の教育を受けた多職種チームが実施

Inouye et al. NEJM 2015
Martinez et al. Age Ageing 2015

Ogawa et al. Support Care Cancer 2018

・認知機能低下に対する介入（光調整、見当識維持等） ・疼痛治療
・脱水及び便秘の治療 ・薬剤レビュー
・低酸素の評価及び必要なら治療 ・栄養管理
・感染予防及び治療 ・感覚低下に対する介入（眼鏡や補聴器等）
・早期離床（歩行不能ならROM訓練） ・睡眠に対する介入

Inouye et al. NEJM 1999
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○ せん妄対策の取組として「発症前の予防」と「発症後の対応」があり、どちらもチェックリスト
を活用した取組の例がある。

具体的な取組内容

予防的対応
（リスク薬剤を外す、脱水予防、疼痛）

持参薬確認（リスク薬剤確認）リスク評価（フローシート）

定期的なせん妄モニタリング実施

せん妄改善

せん妄早期発⾒
原因に応じた早期対応開始（フローシート）

せん妄の原因治療開始

患者入院

＜せん妄予防プログラムの例＞ ＜アセスメントする項目＞

アセスメントシート（例）

【発症後対応】
せん妄の対応の
チェックリスト

【早期発見】
せん妄症状の
チェックリスト

【スクリーニング】
リスク因子の
チェックリスト

＜リスク因子＞ ＜せん妄の対応＞
・70歳以上 ・疾病の治療
・脳器質障害 ・脱水の補正
・認知症 ・身体拘束を避ける
・アルコール多飲 ・見当識を付ける
・せん妄の既往 ・家族との面会
・ベンゾジアゼピン系薬剤 ・リスク薬剤の中止 等

発症前の予防

発症後の対応

※アセスメント及び対応は、医師、看護師、薬剤師等
のチームで対応することとされている。
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７対１入院基本料の施設基準に係る経緯
平成17年

○ 医療制度改革大綱
・「急性期医療の実態に即した看護配置について適切に評価した改定を行う」

平成18年 7対1入院基本料創設

平成19年
○ 中央社会保険医療協議会から厚生労働大臣への建議

・「手厚い看護を必要とする患者の判定法等に関する基準の研究に着手し、平成20年度診療報酬改定で対応すること」

平成20年
7対1入院基本料の基準の見直し
○ 一般病棟用の重症度・看護必要度基準の導入

・「A得点2点以上、B得点3点以上の患者が10％以上」

平成24年

7対1入院基本料の基準の見直し
○ 一般病棟用の重症度・看護必要度基準の見直し

・「A得点2点以上、B得点3点以上の患者が10→15％以上」
○ 平均在院日数要件の見直し

・「平均在院日数が19日→18日以下」

平成26年

7対1入院基本料の基準の見直し
○ 一般病棟用の重症度・看護必要度基準の見直し

・「名称の変更」及び「A項目について、急性期患者の特性を評価する項目へ見直し」
○ データ提出加算の要件化、 在宅復帰率の導入

平成28年

7対1入院基本料の基準の見直し
○ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の見直し

・「A項目の一部追加、B項目の項目変更、侵襲性の高い治療を評価するC項目を新設」
・「A項目２点以上及びB項目３点以上→A項目２点以上及びB項目３点以上、A項目３点以上又はC項目１点以上」
・「該当患者割合を15％以上→25％以上」

○ 在宅復帰率の見直し
・「75％以上→80％以上」

平成30年

7対1入院基本料の基準の見直し
○ 一般病棟入院基本料の見直し

・一般病棟入院基本料（７対１、10対１）を「急性期一般入院基本料」へ再編・統合
○ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の見直し

・C項目の内容変更
・該当患者の基準に「B14又はB15に該当し、A得点が１点以上かつB得点が３点以上」を追加（総合入院体制加算も同様に基準を追加）
・A項目及びC項目は診療実績データを用い、B項目とあわせて該当患者割合を評価する「重症度、医療・看護必要度Ⅱ」を新設

○ 在宅復帰率の見直し
・「在宅復帰・病床機能連携率」と名称を変更
・指標の定義等の見直し

（参考） 平成14年 特定集中治療室管理料に重症度の判定基準及び患者割合を導入
平成16年 ハイケアユニット入院医療管理料に重症度・看護必要度の判定基準及び患者割合を導入 23
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入院医療（その６）

１．重症度、医療・看護必要度について

○ 評価項目について

○ 判定基準について

○ ⾒直しを踏まえた施設基準の設定について

24



 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の見直し及び入院医療の評価体系の見直し等に伴い、入院料等の
施設基準に定められている該当患者割合要件について、見直しを行う．

平成30年度改定前の基準を満たす患者割合の要件

一般病棟７対１入院基本料 25％（23％）

看護必要度加算１（一般） 24％

看護必要度加算２（一般） 18％

看護必要度加算３（一般） 12％

７対１入院基本料（特定、専門） 25％（23％）

看護必要度加算１（特定、専門） 24％

看護必要度加算２（特定、専門） 18％

看護必要度加算３（特定、専門） 12％

７対１入院基本料（結核） 10％

総合入院体制加算１・２ 30％

総合入院体制加算３ 27％

急性期看護補助体制加算

看護職員夜間配置加算
６％

看護補助加算１ ５％

地域包括ケア病棟入院料

特定一般病棟入院料の注７
10％

平成30年度改定後の基準を満たす患者割合の要件

重症度、医療・看護
必要度Ⅰ

重症度、医療・看護
必要度Ⅱ

急性期一般入院料１ 30％ 25％

急性期一般入院料２ －（27％） 24％（22％）

急性期一般入院料３ －（26％） 23％（21％）

急性期一般入院料４ 27％ 22％

急性期一般入院料５ 21％ 17％

急性期一般入院料６ 15％ 12％

７対１入院基本料（特定、専門） 28％ 23％

看護必要度加算１（特定、専門） 27％ 22％

看護必要度加算２（特定、専門） 21％ 17％

看護必要度加算３（特定、専門） 15％ 12％

７対１入院基本料（結核） 11％ ９％

総合入院体制加算１・２ 35％ 30％

総合入院体制加算３ 32％ 27％

急性期看護補助体制加算

看護職員夜間配置加算
７％ ６％

看護補助加算１ ６％ ５％

地域包括ケア病棟入院料

特定一般病棟入院料の注７
10％ ８％
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（ ）内は200床未満の経過措置

重症度、医療・看護必要度の見直し⑤
各入院基本料等における「重症度、医療・看護必要度」に係る該当患者割合要件の変更

平成30年度診療報酬改定
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見直しを踏まえた施設基準の設定について

○ これまでの議論を踏まえ、以下のような条件で該当患者割合のシミュレーションを行い、結果を踏まえて施
設基準の見直しを検討してはどうか。

○ 急性期入院医療を適切に評価する観点から、他に検討すべき視点はあるか。

シミュレーションのイメージ（平成30年度改定に係る中医協資料）

○ 判定基準より、基準②（B14又はB15に該当、かつ、A得点１点以上かつB得点３点以上）を除外
○ A項目より、免疫抑制剤の内服を除外
○ C項目に、入院実施割合が90％以上の手術（○点以上に限る）及び検査を追加
○ C項目の評価対象日数を、在院日数の○％程度まで広げる

シミュレーションを行う条件（案）



重症度、医療・看護必要度に係る現状及び課題と論点（案）

【論点】

○ 重症度、医療・看護必要度について、評価項目・判定基準の見直しの方向性や、見直しを踏まえた施設
基準の設定について、それぞれどのように考えるか。

27



横断的事項（その５）
（ICTの利活用④）

中 医 協 総 － ３

元 ． 1 2 ． 2 0

1



横断的事項（その５）

2

１．医療におけるICTの利活用について（その４）

○ オンライン服薬指導について



3

オンライン服薬指導の関連スケジュール

１２月４日 薬機法の一部を改正する法律公布

薬機法関係

１２月 中医協における議論

診療報酬関係

公布から１年以内 施行（ｵﾝﾗｲﾝ服薬指導開始）

令和元年

４月 令和２年度診療報酬改定の施行

オンライン服薬指導に関する
要件や手順等の設定（省令及
び医薬・生活衛生局の通知）

令和２年

○ 令和元年12⽉４⽇に薬機法等の⼀部を改正する法律が公布され、施⾏後１年以内にオンライン服薬指導の実施が可
能となる。



服薬指導等に関する薬機法・薬剤師法の規定

必要に応じ、継続的に患者の薬剤の使用状況を
把握し、服薬指導

服薬指導（服用方法や使用上の注意の説明等）

※従来から、保健衛生上必要な措置として、調剤時の
服薬指導を義務づけ

○ 実施

内
容

従
来
の
取
扱

処方箋に基づく調剤時（薬剤交付時）の
服薬指導

調剤後の
服薬指導（フォローアップ）

○ 処方箋に基づく調剤時（薬剤交付時）の服薬指導について、薬機法の改正により、一定の要件を満たす場合にオンライ
ン服薬指導が可能となる。
○ 一方、調剤後の服薬指導（フォローアップ）は、現時点でも可能。

改
正
後
の
取
扱

× 不可※

※特区に限り、一定条件下で
可能としてきた

○ 実施可能

※具体的な実施要領は、省
令や通知により定める。

○ 実施可能

（規制なし）

○ 必要がある場合に実施

※ 薬剤師が職務として必要と判断する場合に、最適な手段を用い

て実施することを新たに義務づけ

対面 オンライン 対面 オンライン

※在宅患者でも取扱は全て同じ 4



今後実施可能となるオンライン服薬指導（概要）

外来オンライン服薬指導※

（オンライン診療時の処⽅箋に基づく調剤時）
在宅オンライン服薬指導※

（在宅訪問診療時の処⽅箋に基づく調剤時）

○ 薬機法の改正により実施可能となるオンライン服薬指導には、①オンライン診療時の処⽅箋に基づく服薬指導と、②在宅
訪問診療時の処⽅箋に基づく服薬指導に分かれる。
○ オンライン服薬指導に関する具体的な要件や実施手順については、12月19⽇付で関連省令のパブリックコメントが開始さ
れている（当該パブリックコメントには関連通知の要旨も併せて提示）。

※ いずれも本資料中の便宜的呼称

以下の場合の服薬指導をオンラインで実施するもの
① 対⾯服薬指導を⾏ったことのある患者に、
② 患者のオンライン服薬指導の希望を踏まえ、
③ 当該薬局において調剤したものと同一内容の薬剤＊

について
④ オンライン診療による処⽅箋に基づき調剤を⾏う

以下の場合の服薬指導をオンラインで実施するもの
① 患家で対面服薬指導を⾏ったことのある患者に、
② 患者のオンライン服薬指導の希望を踏まえ、
③ 当該薬局において調剤したものと同一内容の薬剤＊

について
④ 訪問診療による処⽅箋に基づき調剤を⾏う

○ 薬剤師と患者との間に信頼関係があること（原則として同一の薬剤師がオンライン服薬指導を実施すること）
○ 同一内容の処方箋により調剤された薬剤について、あらかじめ、対面による服薬指導を実施していること
○ 服薬指導計画を策定すること（主な内容は以下の①〜④）
① 取り扱う薬剤の種類（当該患者に対面で服薬指導したことのある処方箋薬剤又はそれに準じる処方箋薬

剤であること）、授受の方法
② オンラインと対面との組合せ
③ 実施できない場合の規定（実施しないと判断する場合の基準など）
④ 緊急時対応⽅針（医療機関との連絡、搬送）

＊後発品への切り替えなど同⼀内容と⾒なせる場合を含む

【診療報酬の要件を検討する上で関連するその他の要件等】
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外来オンライン服薬指導の流れ（イメージ）

保険医療機関 患者保険薬局

①薬局の事前準備
・実施する薬剤師の知識・技能の習得
・業務手順の整備
・必要なシステムの導入

（対⾯／オンラインでの診療） （対面服薬指導）

②患者のオンライン服薬指導の希望

④医療機関と薬局の調整
・服薬指導計画の共有
・事前の調整 等

⑤オンライン診療

・処⽅箋にオンライン診療である旨を記載
・患者の申し出に基づき処方箋を直接薬局に送付

処方箋

③薬局と患者の調整
・通信環境の確認
・服薬指導計画の作成、患者との合意 等

患者から希望を受けた後の準備

⑥オンライン服薬指導

・服薬指導計画に従い実施

・必要に応じて服薬状況等のフィードバック
・必要に応じて計画の⾒直し

オンライン服薬指導の実施※定期的に対面での服薬指導も実施

服薬指導計画※

記載事項

 薬剤の種類
 薬剤授受の方法
 対⾯との組み合わせ（頻度、タ
イミング）

 実施しない場合の判断基準
 緊急時の医療機関との連絡、
搬送

 オンライン服薬指導方法（場
所、時間、使用機器など）

※服薬指導計画は、適切な服薬
指導実施に支障の無い範囲で患
者ごとに適切に作成される。計画
から外れる場合には対面服薬指
導に切り替えられる。
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重複・投薬相互作用等防止加算

薬剤服用歴に基づき、重複投薬、
相互作用の防止等の目的で、処方医
に対して照会を行い、処方変更が行
われた場合
イ 残薬調整に係るもの以外の場合

４０点（１回につき）

ロ 残薬調整に係るものの場合
３０点（１回につき）

薬剤服用歴管理指導料及びその加算

※ １及び２については、患者に対して次に掲げる指導等の全てを行った場合に、処方箋受付１回につき所定点数を算定する。ただし、手帳を持参していない患
者又は調剤基本料１以外の調剤基本料を算定する薬局に処方箋を持参した患者に対しては、処方箋受付１回につき、53点を算定する。

※ ３については、薬剤師が特別養護老人ホームを訪問し、服薬状況等を把握した上で、必要に応じて当該施設職員と協力し、次に掲げる指導等の全てを行っ
た場合に、処方箋受付１回につき所定点数を算定する。

 薬剤師が、患者に対して、当該患者の薬剤服用歴が経時的に管理できる手帳等により、薬剤服用歴及び服薬中の医薬
品等について確認するとともに、薬剤服用歴の記録に基づいて、処方された薬剤の基本的な説明、必要な指導、薬剤服用
歴の記録等を行う業務を評価。

【薬剤服用歴管理指導料】
１ 原則６月以内に再度処方箋を持参した患者に行った場合 41点（1回につき）
２ １の患者以外の患者に対して行った場合 53点（1回につき）
３ 特別養護老人ホーム入所者に対して行った場合 41点（1回につき）

[算定要件]
イ 患者ごとに作成された薬剤服用歴に基づき、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量、効能、効果、副作用及び相互作用に関する主な情報を文書又はこれに準ずるも

の（薬剤情報提供文書）により患者に提供し、薬剤の服用に関して基本的な説明を行うこと。
ロ 処方された薬剤について、直接患者又はその家族等から服薬状況等の情報を収集して薬剤服用歴に記録し、これに基づき薬剤の服用等に 関して必要な指導を

行うこと。
ハ 手帳を用いる場合は、調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量その他服用に際して注意すべき事項を手帳に記載すること。
ニ 患者ごとに作成された薬剤服用歴や、患者又はその家族等からの情報により、これまでに投薬された薬剤のうち服薬していないものの有無の確認を行うこと。
ホ 薬剤情報提供文書により、投薬に係る薬剤に対する後発医薬品に関する情報（後発医薬品の有無及び価格に関する情報を含む。）を患者に ）提供すること。

麻薬管理指導加算

麻薬を調整した場合であって、麻薬
の服用に関し、その服用及び保管の
状況、副作用の有無等について患者
に関し、必要な薬学的管理及び指導
を行った場合

２２点（１回につき）

特定薬剤管理指導加算

特に安全管理が必要な医薬品を調
剤した場合であって、当該医薬品の
服用に関し、その服用状況、副作用
の有無等について患者に確認し、必
要な薬学的管理及び指導を行った場
合

１０点（１回につき）

乳幼児服薬指導加算

６歳未満の乳幼児に係る調剤に際
して必要な情報等を患者又はその家
族等に対し、服用に関して必要な指
導を行い、かつ、当該指導の内容等
を手帳に記載した場合

１２点（１回につき）

２．薬剤服用歴管理指導料の加算

１．薬剤服用歴管理指導料の要件

7



○ あらかじめ厚生局に届け出た薬局の薬剤師が、医師の指示に基づき、薬学的管理指導計画書（注）を策定
し、患家を訪問して、薬歴管理、服薬指導、服薬支援、薬剤服用状況、薬剤保管状況及び残薬の有無の確
認等の薬学管理指導を行い、当該指示を行った医師に対して訪問結果について必要な情報提供を文書で
行った場合に算定。

項目 点数

○在宅患者訪問薬剤管理指導料
・単⼀建物診療患者が１⼈の場合
・単⼀建物診療患者が２〜９⼈の場合
・単⼀建物診療患者が１０⼈以上の場合
（＋⿇薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

６５０点
３２０点
２９０点
（＋１００点）
（＋１００点）

薬剤師１人週
４０回まで
患者1人につき
月４回まで※

（注） 薬学的管理指導計画書

処方医から提供された診療状況に関する情報や、処方医との相談、他の医療関係職種（訪問看護ステーション）等と
の情報共有しながら、患者の心身の特性や処方薬剤を踏まえて策定。

8

麻薬管理指導加算

麻薬の投薬が行われている患者に対して、麻薬の使用に
関し、その服用及び保管の状況、副作用の有無等について
患者に確認し、必要な薬学的管理及び指導を行った場合

100点（１回につき）

乳幼児加算

在宅で療養を行っている６歳未満の乳幼児であって、通院
が困難なものに対して、患家を訪問して、直接患者又はそ
の家族等に対して薬学的管理及び指導を行った場合

100点（１回につき）

２．在宅患者訪問薬剤管理指導料の加算等

１．在宅患者訪問薬剤管理指導料の要件

在宅患者訪問薬剤管理指導料及びその加算

※末期の悪性腫瘍の患者等の場合は週２回かつ月８回まで



オンライン服薬指導における薬学管理料の要件の⽅向性（案）①

9

１．在宅患者以外
（１）対象患者
○ オンライン診療で処⽅箋が発⾏された患者

（２）要件等
① 薬剤服⽤歴管理指導料の算定要件を満たすこと
② 厚⽣労働省が⽰す指針に従って実施する体制を有すること
③ 一定期間内に薬剤服⽤歴管理指導料（対⾯）を算定している患者であること
④ 同一薬剤師が対応することを原則とすること
⑤ 服薬指導計画に基づき実施すること
⑥ お薬手帳を活用すること
⑦ 医薬品を患家に配送する場合は、患者の医薬品受領の確認を⾏うこと
⑧ オンライン服薬指導の割合が一定以下であること

（３）加算
○ ①同一処方、かつ、②オンライン診療が可能なほど安定している患者であることを踏まえ、算定が想定され得るものがあれば認める

＜参考＞現在の薬剤服⽤歴管理指導料の加算

加算の名称 実施内容

重複投薬・相互作用等防止加算 処⽅医に対して照会を⾏い、処⽅内容変更

⿇薬管理指導加算 ⿇薬の服⽤及び保管の状況、副作⽤の有無等を確認し、薬学的管理・指導

特定薬剤管理指導加算 ハイリスク薬の服⽤及び保管の状況、副作⽤の有無等を確認し、薬学的管理・指導

乳幼児服薬指導加算 乳幼児に対し、服⽤に関して必要な指導を⾏い、かつ、当該内容を⼿帳に記載

○ 診療報酬上の要件については、薬機法上の要件案の内容等を踏まえ、以下のような⽅向で検討する
こととしてはどうか。



オンライン服薬指導における薬学管理料の要件の⽅向性（案）②
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２．在宅患者
（１）対象患者
○ 訪問診療時に処⽅箋が発⾏された患者であること、かつ、
○ 在宅時医学総合管理料が算定されている患者であること

（２）要件等 注 下線部分は在宅患者以外の要件とは異なる部分
① 薬剤服⽤歴管理指導料の算定要件を満たすこと
② 服薬指導結果を処方医に情報提供すること
③ 厚⽣労働省が⽰す指針に従って実施する体制を有すること
④ 同⼀⽉内に在宅患者訪問薬剤管理指導料（対⾯）を算定している患者であること
⑤ 同一薬剤師が対応することを原則とすること
⑥ 服薬指導計画に基づき実施すること
⑦ お薬手帳を活用すること
⑧ 医薬品を患家に配送する場合は、患者の医薬品受領の確認を⾏うこと
⑨ 在宅患者訪問薬剤管理指導料とあわせて薬剤師１人につき週40回まで（在宅ｵﾝﾗｲﾝ服薬指導が薬剤師１⼈につき⼀定数以下）
⑩ オンラインによる服薬指導の割合が一定以下であること

（３）その他
訪問薬剤管理を⽉１回のみ⾏い、かつ、当該⽉において訪問薬剤管理指導を⾏った⽇以外に、オンライン服薬指導を⾏った場合に１回
に限り算定可能
（４）加算
○ ①同一処方、かつ、②オンライン服薬指導が可能なほど安定していることを踏まえ、算定が想定され得るものがあれば認める

＜参考＞現在の在宅患者訪問薬剤管理指導料の加算

加算の名称 実施内容

⿇薬管理指導加算 ⿇薬の服⽤及び保管の状況、副作⽤の有無等を確認し、薬学的管理・指導

乳幼児服薬指導加算 乳幼児に対し、服⽤に関して必要な指導を⾏い、かつ、当該内容を⼿帳に記載

第１週 第２週 第３週 第４週

訪問 訪問

第１週 第２週 第３週 第４週

訪問 オンライン

オンライン服薬指導を活⽤した在宅患者への薬学管理（イメージ）

月２回の訪問のうち、１回をオンライン服薬指導で対応



医薬品の配送費について医薬品の配送費について

対面時（薬局）
在宅時

オンライン時

通常時 医薬品郵送時
オンライン診療
（医療機関）

オンライン服薬指導
（薬局）

①患者宅／薬局間
の移動

②ビデオ通話等のシス
テム利⽤

患者宅・薬局間の移動に係る交通費

職員の移動の交通費
ビデオ通話等のシステム利

用に係る経費
ビデオ通話等のシステム
利⽤に係る経費

職員の移動時の人件費

診療、調剤等 診療、調剤、薬剤等に関する費用

配送・持参等

医薬品の配送費

院
内
処
方

医薬品の配送費

医薬品の持参費

院
外
処
方

処方箋の郵送費 医薬品の配送費

患者からの費用徴収が可能なことが告示や通知等で明示されているもの（令和元年10月25日の中医協総会了承分を含む）

報酬上で負担している費用

※ 令和元年10月25日の中医協総会 総－２（抜粋）
○療養の給付と直接関係ないサービス等に追加するもの
患者の求めに応じ、保険薬局が調剤した医薬品を患家に配送する場合に係る費⽤について、療養の給付と直接関
係ないサービス等として費用徴収が可能であることを明記してはどうか。
なお、この場合、当該保険薬局の保険薬剤師は、必ず患者の医薬品受領の確認を⾏うものとする。

⇒上記の事務局提案は中医協総会で了承済み

＜対⾯時、在宅時、オンライン時の費⽤負担全体像（イメージ）＞

11



【現状・課題】
○ 薬機法の改正により、一定の条件下でオンライン服薬指導が実施可能となる。このオンライン服薬指導は、①オン
ライン診療時の処⽅箋に基づく服薬指導と、②在宅訪問診療時の処⽅箋に基づく服薬指導に分かれる。

○ 調剤報酬上の関連する薬学管理料としては、薬剤服⽤歴管理指導料と在宅患者訪問薬剤管理指導料がある。

○ 10月25⽇の中医協総会において、医薬品の配送費は、療養の給付とは直接関係のないサービス等に追記する
旨が了承されている。

12

【論点】

オンライン服薬指導に関する現状・課題と論点

○ オンライン服薬指導について、薬機法上の要件案、実施要領案やオンライン診療での取扱いなどを踏まえ、診
療報酬上の観点から、対象患者や実施要件をどのように設定するか（要件等の検討の方向性はスライド９及
び10を参照）。

○ 本年10月25日の中医協総会での検討結果も踏まえ、①ビデオ通話等のシステム利⽤に係る経費や②薬局
がオンライン服薬指導時に医薬品を患家に配送する場合の費用の負担について、どのように考えるか。

また、同様に、医療機関がオンライン診療時に医薬品や処⽅箋を患家等に配送する場合の配送費⽤の負担
について、どのように考えるか。



参考資料
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医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等
の一部を改正する法律案の概要

国民のニーズに応える優れた医薬品、医療機器等をより安全・迅速・効率的に提供するとともに、住み慣れた地域で患者が安心
して医薬品を使うことができる環境を整備するため、制度の見直しを行う。

改正の趣旨

１．医薬品、医療機器等をより安全・迅速・効率的に提供するための開発から市販後までの制度改善
(1) 「先駆け審査指定制度※」の法制化、小児の用法用量設定といった特定用途医薬品等への優先審査等

※先駆け審査指定制度 … 世界に先駆けて開発され早期の治験段階で著明な有効性が見込まれる医薬品等を指定し、優先審査等の対象とする仕組み

(2) 「条件付き早期承認制度※」の法制化
※条件付き早期承認制度 … 患者数が少ない等により治験に長期間を要する医薬品等を、一定の有効性・安全性を前提に、条件付きで早期に承認する仕組み

(3) 最終的な製品の有効性、安全性に影響を及ぼさない医薬品等の製造方法等の変更について、事前に厚生労働大臣が確認した計画に沿って変更する場
合に、承認制から届出制に見直し

(4) 継続的な改善・改良が行われる医療機器の特性やＡＩ等による技術革新等に適切に対応する医療機器の承認制度の導入
(5) 適正使用の最新情報を医療現場に速やかに提供するため、添付文書の電子的な方法による提供の原則化
(6) トレーサビリティ向上のため、医薬品等の包装等へのバーコード等の表示の義務付け 等

２．住み慣れた地域で患者が安心して医薬品を使うことができるようにするための薬剤師・薬局のあり方の見直し
(1) 薬剤師が、調剤時に限らず、必要に応じて患者の薬剤の使用状況の把握や服薬指導を行う義務

薬局薬剤師が、患者の薬剤の使用に関する情報を他医療提供施設の医師等に提供する努力義務
(2) 患者自身が自分に適した薬局を選択できるよう、機能別の薬局※の知事認定制度（名称独占）を導入

※①入退院時や在宅医療に他医療提供施設と連携して対応できる薬局（地域連携薬局）
②がん等の専門的な薬学管理に他医療提供施設と連携して対応できる薬局（専門医療機関連携薬局）

(3) 服薬指導について、対面義務の例外として、一定のルールの下で、テレビ電話等による服薬指導を規定 等

３．信頼確保のための法令遵守体制等の整備
(1) 許可等業者に対する法令遵守体制の整備（業務監督体制の整備、経営陣と現場責任者の責任の明確化等）の義務付け
(2) 虚偽・誇大広告による医薬品等の販売に対する課徴金制度の創設
(3) 国内未承認の医薬品等の輸入に係る確認制度（薬監証明制度）の法制化、麻薬取締官等による捜査対象化
(4）医薬品として用いる覚せい剤原料について、医薬品として用いる麻薬と同様、自己の治療目的の携行輸入等の許可制度を導入 等

４．その他
(1) 医薬品等の安全性の確保や危害の発生防止等に関する施策の実施状況を評価・監視する医薬品等行政評価・監視委員会の設置
(2) 科学技術の発展等を踏まえた採血の制限の緩和 等

改正の概要

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日（ただし、１.(3)(5)、２.(2)及び３.(1)(2)については公布の日から起算して２年
を超えない範囲内において政令で定める日、１.(6)については公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日）

施行期日

を法制化

14



規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定）
３．医療・介護分野
(2)オンライン医療の普及促進
⑧ 患者が服薬指導を受ける場所の⾒直し
【平成30年度検討・結論、平成31年度上期措置】
患者がオンライン診療を受診した場所（職場等）で、薬剤師が服薬指導を実施することを可能とするよう、薬剤師法施⾏規則（昭和
36年厚⽣省令第５号）の⾒直しを検討し、措置をする。

⑪ オンラインでの服薬指導の一定条件下での実現
【平成30年度検討・結論、平成31年度上期措置】
オンライン診療や訪問診療の対象患者のように、それらの必要に迫られた地域や患者に対して、地域包括ケアシステムの中でかかりつけ
薬剤師・薬局が医療・介護の一翼を担い、国⺠が医薬品の品質、有効性及び安全性についての利益をより享受できる医薬分業及び
かかりつけ薬剤師・薬局の取組等を推進するため、薬剤師による対⾯服薬指導とオンライン服薬指導を柔軟に組み合わせて⾏うことにつ
いて検討し、結論を得る。

閣議決定

成⻑戦略実⾏計画（令和元年6月21日閣議決定）
５．次世代ヘルスケア
（２）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）技術革新等を活用した効果的・効率的な医療・福祉サービスの確保
②ICT、ロボット、AI等の医療・介護現場での技術活用の促進

ア）オンライン医療の推進
・診療から服薬指導に⾄る⼀連の医療プロセスを、一貫してオンラインで広く受けられるよう、オンライン服薬指導等について盛り込んだ医
薬品医療機器等法の⼀部改正法案について、国会での早期成⽴を図る。法案成⽴後、提供体制等のルールについて速やかに検討を
⾏うとともに、上記の状況を踏まえ、オンライン服薬指導に関する診療報酬上の評価を検討する。 15



項目 内容 点数

○在宅患者訪問薬剤管理指導料
・単⼀建物診療患者が１⼈の場合
・単⼀建物診療患者が２〜９⼈の場合
・単⼀建物診療患者が１０⼈以上の場合
（＋⿇薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

医師の指示に基づき、薬剤師が薬学
的管理指導計画を策定し、患家を訪
問して、薬学的管理及び指導を⾏っ
た場合に算定

６５０点
３２０点
２９０点
（＋１００点）
（＋１００点）

薬剤師１人週
４０回まで
患者1人につき
月４回まで※

○在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
（＋⿇薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

急変等に伴い、医師の求めにより、
緊急に患家を訪問して必要な薬学的
管理及び指導を⾏った場合に算定

５００点
（＋１００点）
（＋１００点）

月４回まで

○在宅患者緊急時等共同指導料
（＋⿇薬管理指導加算）
（＋乳幼児加算）

急変等に伴い、医師の求めにより、
医師等と共同でカンファレンスを⾏
い、緊急に患家を訪問して必要な薬
学的管理及び指導を⾏った場合に算
定

７００点
（＋１００点）
（＋１００点）

月２回まで

○在宅患者重複投薬・相互作⽤等防⽌管理料
・残薬調整に係るもの以外
・残薬調整に係るもの

重複投薬、相互作用の防止等の目的
で、処⽅医に対して照会を⾏い、処
⽅に変更が⾏われた場合に算定

４０点
３０点

○（調剤料）在宅患者調剤加算 基準を満たした薬局において、在宅
患者の処方箋1枚につき加算

１５点

薬局における訪問薬剤管理指導業務（診療報酬）

※末期の悪性腫瘍の患者等の場合は週２回かつ月８回まで

16

（参考）介護報酬
○ 居宅療養管理指導費（薬局の薬剤師が⾏う場合）

・単一建物居住者が１人の場合 509単位 （麻薬指導加算 ＋100単位）
・単⼀建物居住者が２〜９⼈の場合 377単位 （麻薬指導加算 ＋100単位）
・単一建物居住者が１０人以上の場合 345単位 （麻薬指導加算 ＋100単位） 16



(新) オンライン診療料 70点（１月につき）

［算定要件］

(1) オンライン診療料が算定可能な患者に対して、リアルタイムでのコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を用いてオンライン

による診察を行った場合に算定。ただし、連続する３月は算定できない。

(2) 対象となる管理料等を初めて算定してから６月の間は毎月同一の医師により対面診療を行っている場合に限り算定する。ただし当該管理料

等を初めて算定した月から６月以上経過している場合は、直近12月以内に６回以上、同一医師と対面診療を行っていればよい。

(3) 患者の同意を得た上で、対面による診療（対面診療の間隔は３月以内）とオンラインによる診察を組み合わせた療養計画を作成し、当該計

画に基づき診察を行う。

(4) オンライン診察は、当該保険医療機関内において行う。また、オンライン診察を行う際には、厚生労働省の定める情報通信機器を用いた診

療に係る指針に沿って診療を行う。

(５) オンライン診療料を算定した同一月に、第２章第１部の各区分に規定する医学管理等は算定できない。また、当該診察を行う際には、予約

に基づく診察による特別の料金の徴収はできない。

［施設基準］

(1) 厚生労働省の定める情報通信機器を用いた診療に係る指針に沿って診療を行う体制を有すること。

(2) オンライン診療料の算定患者について、緊急時に概ね30分以内に当該保険医療機関が対面による診察が可能な体制を有していること。

(3) 一月あたりの再診料等（電話等による再診は除く）及びオンライン診療料の算定回数に占めるオンライン診療料の割合が１割以下であること。

［オンライン診療料が算定可能な患者］

以下に掲げる管理料等を算定している初診以外の患者で、かつ当該管理料等を初めて算定した月から６月以上を経過した患者。

特定疾患療養管理料 地域包括診療料

小児科療養指導料 認知症地域包括診療料

てんかん指導料 生活習慣病管理料

難病外来指導管理料 在宅時医学総合管理料

糖尿病透析予防指導管理料 精神科在宅患者支援管理料

オンライン診療料の新設
 情報通信機器を活用した診療について、対面診療の原則の上で、有効性や安全性等への
配慮を含む一定の要件を満たすことを前提に、オンライン診療料を新設する。
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(新) オンライン医学管理料 100点（１月につき）
［算定要件］

(1) オンライン医学管理料の対象となる管理料を算定している患者に対し、リアルタイムでのコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信

機器を用いてオンラインによる医学管理を行った場合に、前回対面受診月の翌月から今回対面受診月の前月までの期間が２月以内の場合

に限り、次回対面受診時に所定の管理料に合わせて算定。

(2) 対面診療で管理料等を算定する月においては、オンライン医学管理料は算定できない。

(3) 対象となる管理料等を初めて算定してから６月の間は毎月同一の医師により対面診療を行っている場合に限り算定する。ただし当該管理料

等を初めて算定した月から６月以上経過している場合は、直近12月以内に６回以上、同一医師と対面診療を行っていればよい。

(4) 患者の同意を得た上で、対面による診療（対面診療の間隔は３月以内）とオンラインによる診察を組み合わせた療養計画を作成し、当該計

画に基づき診察を行う。

(5) オンライン診察による計画的な療養上の医学管理は、当該保険医療機関内において行う。また、当該管理を行う際には、厚生労働省の定

める情報通信機器を用いた診療に係る指針に沿って診療を行う。

［施設基準］

オンライン診療料の施設基準を満たしていること。

［オンライン医学管理料が算定可能な患者］

以下に掲げる管理料等を算定している初診以外の患者で、かつ、当該管理料等を初めて算定した月から６月以上を経過した患者。

特定疾患療養管理料 小児科療養指導料 てんかん指導料 難病外来指導管理料

糖尿病透析予防指導管理料 地域包括診療料 認知症地域包括診療料 生活習慣病管理料

オンライン医学管理料の新設
 情報通信機器を活用した診療について、対面診療の原則の上で、有効性や安全性等への配慮を

含む一定の要件を満たすことを前提に、オンライン医学管理料を新設する。
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(新) 在宅時医学総合管理料 オンライン在宅管理料 100点（１月につき）
［算定要件］

(１) 患者の同意を得て、計画的な医学管理の下に定期的な訪問診療を１回のみ行い、かつ、当該月において訪問診療を行った日以外に、リア

ルタイムでのコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を用いた医学管理を行った場合に、在宅時医学総合管理料の所定点数

に加えて算定する。ただし、連続する３月は算定できない。

(２) 対象となる管理料を初めて算定してから６月の間は毎月同一の医師により対面診療を行っている場合に限り算定する。ただし当該管理料を

初めて算定した月から６月以上経過している場合は、直近12月以内に６回以上、同一医師と対面診療を行っていればよい。

［施設基準］

オンライン診療料の施設基準を満たしていること。

［オンライン在宅管理料が算定可能な患者］

在宅時医学総合管理料を算定している初診以外の患者で、かつ、当該管理料を初めて算定した月から６月以上を経過した患者。

１ｗ ２ｗ ３ｗ ４ｗ ５ｗ ６ｗ ７ｗ ８ｗ ９ｗ １０ｗ 11w 12w

● ● ○ ● ●

在宅時医学総合管理料（月１回）

＋
訪問診療料 オンライン在宅管理料 100点オンライン在宅管理料 100点

＋

●︓訪問診療 ○︓オンライン診察

＋＋

在宅時医学総合管理料（月１回）

＋
訪問診療料

在宅時医学総合管理料（月２回）

訪問診療料 訪問診療料

オンライン在宅管理料の新設
平成30年度診療報酬

情報通信機器を活用した診療について、対面診療の原則の上で、有効性や安全性等への配慮を

含む一定の要件を満たすことを前提に、オンライン在宅管理料等を新設する。
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医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則等の一部を

改正する省令案（仮称）の概要 
 

 

１．趣旨 

〇 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正す

る法律（令和元年法律第63号。以下「改正法」という。）の施行に伴い、薬剤を販売又は

授与する際の薬剤師による服薬指導について、 

・ 直接の対面によるものに加え、 

・ 「映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることが可

能な方法その他の方法により薬剤の適正な使用を確保することが可能であると認めら

れる方法として厚生労働省令で定めるもの」によるもの（以下「オンライン服薬指導」

という。） 

も、新たに認められることとなる。 

〇 本省令案は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行

規則（昭和36年厚生省令第１号。以下「薬機則」という。）等の一部を改正し、オンライ

ン服薬指導の要件を規定するほか、必要な改正を行うもの。 

 

２ 改正の内容 

(1) 改正法第１条の規定による改正後の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和35年法律第145号。以下「改正薬機法」という。）第９条の３

第１項に規定する「映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話

をすることが可能な方法その他の方法により薬剤の適正な使用を確保することが可能で

あると認められる方法として厚生労働省令で定めるもの」は、映像及び音声の送受信に

より相手の状態を相互に認識しながら通話をすることが可能な方法であって、次に掲げ

る要件を満たすものとする。（薬機則第15条の13第２項（新設）関係） 

① 薬局開設者が、その薬局において薬剤の販売又は授与に従事する薬剤師に、オンラ

イン診療（医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）別表第一に規定するオンライン

診療をいう。）又は訪問診療（薬剤を使用しようとする者の居宅等において、医師又は

歯科医師が当該薬剤師との継続的な連携の下に行うものに限る。）において交付された

処方箋により調剤された薬剤を販売又は授与させる場合に行われること。 

② 薬局開設者が、その薬局において薬剤の販売又は授与に従事する薬剤師に、同一内容

又はこれに準じる内容の処方箋により調剤された薬剤について、あらかじめ、対面によ

り、薬剤を使用しようとする者に対して服薬指導を行わせている場合に行われること。 

③ 次に掲げる事項を定めた服薬指導計画※に従って行われること。 

 ※ オンライン服薬指導に関する計画であって、薬局開設者が、その薬局において薬剤の販売又は

授与に従事する薬剤師に、薬剤を使用しようとする者ごとに、当該者の同意を得て策定させるも

のをいう。 

Administrator
スタンプ
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(ⅰ) オンライン服薬指導で取り扱う薬剤の種類及びその授受の方法に関する事項 

(ⅱ) オンライン服薬指導並びに対面による服薬指導の組合せに関する事項 

(ⅲ) オンライン服薬指導を行うことができない場合に関する事項 

(ⅳ) 緊急時における処方箋を交付した医師又は歯科医師が勤務する病院又は診療所

その他の関係医療機関との連絡体制及び対応の手順に関する事項 

(ⅴ) その他オンライン服薬指導において必要な事項 

(2) 薬剤師が、薬局以外の場所で販売又は授与の目的で調剤することのできる場合として、

医療を受ける者の居宅等のほか、医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所で

あって医療提供施設以外の場所※において医師又は歯科医師が交付した処方箋により、

当該場所において一定の調剤業務（処方内容の照会、減薬）を行う場合を加える。 

また、この場合において、薬局開設者は、薬剤師に、当該場所において服薬指導等を行

わせるものとする。（薬剤師法施行規則（昭和36年厚生省令第５号）第13条及び薬機則第

15条の13第１項関係） 

※ 医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第１条第５号に規定する場所をいう。 

(3) その他所要の改正を行う。 

 

３ 根拠法令 

○ 改正薬機法第９条の３第１項等 

 

４ 公布日等 

公布日 ：令和２年３月（予定） 

施行期日：改正法の施行の日 

（公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日） 
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オンライン服薬指導に関する施行通知（仮称）の要旨 
 

 

１．趣旨 

〇 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正す

る法律（令和元年法律第63号）の施行に伴い、薬剤を販売又は授与する際の薬剤師による

服薬指導について、 

・ 直接の対面によるものに加え、 

・ 「映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることが可

能な方法その他の方法により薬剤の適正な使用を確保することが可能であると認めら

れる方法として厚生労働省令で定めるもの」によるもの（以下「オンライン服薬指導」

という。） 

も、新たに認められることとなる。 

〇 これに関連して、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

施行規則（昭和36年厚生省令第１号）等の一部について必要な改正を行う。 

〇 本通知は、これらの改正の内容等について関係者に周知徹底を図るもの。 

○ なお、調剤時以外の電話やオンラインによる服薬状況把握・指導は、今回、新たに規定

するオンライン服薬指導とは異なり、現行法においても実施可能で、必要に応じて実施

すべきものである。 

 

 

２ 改正法に基づくオンライン服薬指導の内容等 

(1) 基本的な考え方 

① 薬剤師と患者との信頼関係 

オンライン服薬指導を行う薬剤師は、対象とする患者に対して日頃から継続して服

薬指導を行うなど、当該患者の服薬状況等を一元的・継続的に把握し、当該薬剤師と

当該患者との信頼関係が築かれているべきこと。 

原則として、初回は直接の対面による服薬指導を行い、その後も同一の薬剤師が直

接の対面による服薬指導を適切に組み合わせて行うこと。ただし、やむを得ない場合

には、当該患者に対面服薬指導を行ったことのある当該薬局の薬剤師が当該薬剤師と

連携して行うことは妨げないこと。 

 

② 薬剤師と医師又は歯科医師との連携確保 

薬剤師は、オンライン服薬指導に関する服薬指導計画を処方箋を交付する医師又は

歯科医師（以下「処方医等」という。）に共有し、服薬状況のフィードバック等を行う

など、当該処方医等と適切に連携すること。 
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③ 患者の安全性確保のための体制確保 

患者の急変などの緊急時等においても患者の安全を確保するため、薬剤師・薬局は、

処方医等との連絡体制など必要な体制を確保しなければならないこと。また、オンライ

ン服薬指導を中止した場合に、速やかに適切な直接の対面による服薬指導に切り替え

られるよう、適切な体制整備が求められること。 

 

④ 患者の希望に基づく実施と患者の理解 

薬剤師は、オンライン服薬指導の実施に際して、患者側の希望を確認しなければな

らないこと。また、オンライン服薬指導の利益・不利益（対面による服薬指導に比較

して患者の心身等の状態に関する情報が限定されること等）について、十分に説明し、

その理解を得なければならないこと。 

 

(2)  オンライン服薬指導の実施要件 

① 対面指導との関係 

薬局開設者は、当該薬局の薬剤師に、同一内容又はこれに準じる内容の処方箋によ

り調剤された薬剤について直接の対面による服薬指導を行ったことがある場合に、オ

ンライン服薬指導を行わせること。準じる内容については、例えば、同一成分・同一

効能の先発品から後発品の変更など、処方変更があった場合にも患者の適正使用を薬

剤師が確保できると判断する場合であること。オンライン服薬指導に係る薬剤は、当

該薬局において当該患者に調剤し、服薬指導したことのあるものであること。 

 

② 薬剤師・患者関係 

薬局開設者が、当該薬局の薬剤師に、①の薬剤について直接の対面による服薬指導

を行ったことのある患者に対してオンライン服薬指導を行わせること。(1)①のとお

り、日頃から継続して服薬指導を行うなど、当該薬剤師と当該患者との信頼関係が築

かれているべきであること。 

 

③ 服薬指導計画の策定 

薬局開設者が、当該薬局の薬剤師に、患者ごとにその同意を得て服薬指導計画を策

定させ、それに基づきオンライン服薬指導を実施させること。服薬指導計画には、次

のア）からオ）までに掲げる事項を規定すること。 

ア）オンライン服薬指導で取り扱う薬剤の種類及びその授受の方法に関する事項 

イ）オンライン服薬指導及び直接の対面による服薬指導の組合せに関する事項 

患者ごとの状況に応じ、オンライン服薬指導と対面による服薬指導の組合せ（頻

度やタイミング等）について具体的な計画を記載すること。 

ウ）オンライン服薬指導を行うことができない場合に関する事項 

オンライン服薬指導を行わないと判断する条件と条件に該当した場合に直接の対

面による服薬指導に切り替える旨（情報通信環境の障害等によりオンライン服薬指
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導を行うことが困難になる場合を含む。） 

エ）緊急時の対応方針に関する事項 

オンライン服薬指導の対象となる処方医等が勤務する病院又は診療所その他の関

係医療機関との連絡体制、必要な場合の利用者搬送等の方法等を明記すること。 

オ）その他オンライン服薬指導において必要な事項 

ア）からエ）までの事項の他、以下の事項についても規定すること。 

（ⅰ）オンライン服薬指導を受ける場所に関する事項 

（ⅱ）オンライン服薬指導の時間に関する事項（予約制等） 

（ⅲ）オンライン服薬指導の方法（使用する情報通信機器、家族等の支援者・看護

者の同席の有無等） 

（ⅳ）訪問診療において交付された処方箋により調剤された薬剤についてオンライ

ン服薬指導を行う場合においては、従来の在宅対応において策定していた計画

の内容又は当該計画の添付 

（ⅴ）オンライン服薬指導においては、対面の服薬指導に比較して得られる情報が

限られることを踏まえ、利用者がオンライン服薬指導に対し積極的に協力する

必要がある旨 

（ⅵ）やむを得ず、複数の薬剤師がオンライン服薬指導を実施する余地がある場合

は、その薬剤師の氏名及びどのような場合にどの薬剤師がオンライン服薬指導

を行うかの明示 

（ⅶ）情報漏洩等のリスクを踏まえて、セキュリティリスクに関する責任の範囲及

びそのとぎれがないこと等の明示 

なお、薬剤師は、服薬指導計画の策定に際して、患者側の希望を確認した上で、オ

ンライン服薬指導の利益・不利益の他、服薬指導計画に記載する内容について患者に

説明すること。服薬指導計画を策定した際には、同計画を処方医等に共有し、適切な

服薬指導を行うために連携を取ること。 

 

④ 対象となる薬剤 

ア）及びイ）の処方箋により調剤された薬剤をオンライン服薬指導の対象とするこ

とができること。 

ア）医師又は歯科医師がオンライン診療を行った際に交付した処方箋 

イ）医師又は歯科医師が訪問診療（薬剤を使用しようとする者の居宅等において、医

師又は歯科医師が当該薬剤師との継続的な連携の下に行うものに限る。）を行った

際に交付した処方箋 

処方医等が当該薬剤師との継続的な連携の下に行うものとして、以下のいずれ

にも該当するものであること。 

      （ⅰ）事前に、処方医等及び薬剤師が一定の期間にわたって計画的に、訪問診療及

び在宅における薬学的管理を連携して実施していること 

      （ⅱ）事前に、薬剤師は処方医等の訪問指示に基づき、薬学的管理指導計画等の計
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画を策定し、一定期間、在宅における薬学的管理を実施していること 

（ⅲ）医師又は歯科医師の処方箋交付時には、処方医等及び薬剤師のいずれもが

オンラインで対応することなく、処方医等及び薬剤師のいずれかが患者宅を

訪問して患者の状況を対面で確認すること 

（ⅳ）処方医等及び薬剤師は、それぞれ定期的に患者宅を訪問し、患者の状況を

確認すること 

（ⅴ）薬剤師は、患者宅における薬学的管理の結果を処方医等に共有すること 

（ⅲ）、（ⅳ）、（ⅴ）については、服薬指導計画に記載すること。 

このほか、複数の患者が居住する介護施設等においては、オンライン服薬指導

が適切でない患者等が存在する可能性があるため、当該介護施設等の患者に対し

て訪問診療が行われた際の処方箋薬剤については、オンライン服薬指導を行うべ

きではないこと。 

 

(3) オンライン服薬指導の実施にかかるその他の留意事項 

① 本人の状況の確認 

オンライン服薬指導の実施においては、直接の看護に当たる者に指導する場合にお

いても、必ず患者本人の状態を確認すること。 

 

② 通信環境（情報セキュリティ・プライバシー・利用端末） 

オンライン診療ガイドラインに準じた通信環境を整備すること。 

 

③ 薬剤師に必要な知識及び技能の確保 

オンライン服薬指導を実施する薬剤師が、テレビ電話装置等により適切な服薬指導

を行うために必要な知識及び技能を習得していること。 

 

④ 薬剤の品質確保及び確実な授受 

薬局開設者は、オンライン服薬指導後、当該薬局において当該薬局の薬剤師が調剤

した薬剤を、品質を確保して速やかに確実に患者に届けさせること。 

 調剤済み薬剤の郵送又は配送を行う場合には、薬剤師による患者への直接の授与と

同視しうる程度に、当該薬剤の品質の保持や、患者本人への確実な授与等がなされる

ことを確保するため、薬局開設者は、あらかじめ配送のための手順を定め、配送の際

に必要な措置を講ずること。 

 

⑤ 服薬指導を受ける場所は医療上の「療養の場」 

患者がオンライン服薬指導を受ける場所は、適切な服薬指導を行うために必要な患

者の心身の状態を確認する観点から、対面服薬指導が行われる場合と同程度に清潔か

つ安全であり、かつ、プライバシーが保たれるよう物理的に外部から隔離される空間

であること。 
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⑥ 服薬指導を行う場所は薬局内 

薬剤師がオンライン服薬指導を行う場所は、調剤を行う薬局内の場所とすること。

この場合において、当該場所は、対面服薬指導が行われる場合と同程度にプライバシ

ーが保たれるよう物理的に外部から隔離される空間であること。 

 

⑦ 業務手順の作成 

   オンライン服薬指導を実施するに当たっては、薬局において、業務手順を作成するこ

と。 

 

⑧ 記録の保存 

   オンライン服薬指導を実施した場合は、当該オンライン服薬指導に関する事項を記録

し、保存すること。 

 

(4)その他必要事項についての周知 

 

３ 根拠法令 

○ 改正薬機法第９条の３第１項等 

 

４ 公布日等 

公布日 ：令和２年春頃 

施行期日：改正法の施行の日 

（公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日） 

 

 



個別事項（その15）

中 医 協 総 － ４

元 ． １ ２ ． ２ ０

1



個別事項（その１５）

2

１．情報共有・連携について（その４）
○ 医療機関間の情報共有の推進

２．妊婦加算の今後の取扱について



個別事項（その１５）

3

１．情報共有・連携について（その４）
○ 医療機関間の情報共有の推進

２．妊婦加算の今後の取扱について



診療情報提供料（Ⅰ）の概要

（回）

B００９ 診療情報提供料（Ⅰ） （紹介先保険医療機関ごとに月１回に限り算定） ２５０点

保険医療機関が、診療に基づき、別の保険医療機関での診療の必要を認め、これに対して、患者の同意
を得て、診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った場合に、紹介先保険医療機関ごとに患者１人
につき月１回に限り算定する。

【算定要件】（抜粋）
○ 保険医療機関が、診療に基づき他の機関での診療の必要性等を認め、患者に説明し、その同意を得て当該機関に対し

て、診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った場合に算定する。
○ 紹介に当たっては、事前に紹介先の機関と調整の上、下記の紹介先機関ごとに定める様式又はこれに準じた様式の文

書に必要事項を記載し、患者又は紹介先の機関に交付する。また、交付した文書の写しを診療録に添付するとともに、診
療情報の提供先からの当該患者に係る問い合わせに対しては、懇切丁寧に対応するものとする。

4出典︓社会医療診療⾏為別統計・調査（各年６月審査分）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

H26 H27 H28 H29 H30

（様式）

歯科医療機関連携加算の創設

地域連携診療科加算・
検査・画像情報提供加算の創設

障害福祉サービスとの連携を追加
療養情報提供加算の創設

算定回数の推移



診療情報提供料（Ⅱ）の概要

（回）

B０１０ 診療情報提供料（Ⅱ） （患者１人につき月１回に限り算定） ５００点

保険医療機関が、治療法の選択等に関して当該保険医療機関以外の医師の意見を求める患者からの要
望を受けて、治療計画、検査結果、画像診断に係る画像情報その他の別の医療機関において必要な情報
を添付し、診療状況を示す文書を患者に提供することを通じて、患者が当該保険医療機関以外の医師の
助言を得るための支援を行った場合に、患者１人につき月１回に限り算定する。

【留意事項】（抜粋）
○ 診療情報提供料(Ⅱ)は、患者又はその家族からの申し出に基づき、診療に関する情報を患者に交付し、当該患者又

はその家族が診療を担う医師及び当該保険医療機関に所属する医師以外の医師による助言を求めるための支援を行
うことを評価したものであり、医師が別の保険医療機関での診療の必要性を認め、患者の同意を得て行う区分番号「Ｂ
００９」診療情報提供料(Ⅰ)を算定すべき診療情報の提供とは明確に区別されるべきものである

5出典︓社会医療診療⾏為別統計・調査（各年６月審査分）
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算定回数の推移



［対象患者］
慢性疾患を有する患者又は歯科治療を行う上で特に全身的な管理の必要性を認め検査値や診療情報を確認する必要がある患者

［算定要件］【医科点数表】
• 歯科診療を担う別の保険医療機関からの求めに応じ、患者の同意を得て、当該患者に関する検査結果、投薬内容等の診療情報を提供し

た場合に、提供する保険医療機関ごとに３月に１回に限り算定する。

• 歯科診療を担う別の保険医療機関と連携を図り、必要に応じて問い合わせに対応できる体制を確保している。

• 同一の患者について、同一の保険医療機関に対して紹介を行い診療情報提供料（Ⅰ）を算定した月においては、診療情報連携共有料は

別に算定できない。

歯科診療を担う別の保険医療機関との間で情報共有することにより、質の高い診療が効率的に行われることを
評価するものである。

診療情報連携共有料（医科）

○ 平成30年度診療報酬改定において、医科歯科連携を推進する観点から、歯科診療を行う上
で必要な診療情報や処方内容等の診療情報について、かかりつけ医との間で共有した場合
の評価をそれぞれ新設。

B010-2 診療情報連携共有料 120点

【かかりつけ医】【かかりつけ歯科医】

診療情報（検査値、薬剤情報等）の問合せ

診療情報（検査値、薬剤情報等）の提供

届出医療機関数 算定回数

診療情報連携共有料 （届出不要） 3,371

届出医療機関数及び算定回数

6（出典）
算定回数：平成30年社会医療診療行為別統計（平成30年６月審査分）



糖尿病の管理を行っている医療機関の
求めに応じて、糖尿病網膜症に関する

指導内容や今後の治療方針について情報提供

7

医療機関間の連携のイメージ①

○ 例えば、糖尿病の患者について、糖尿病網膜症に対する専門的治療の必要性を認め、他の医
療機関への紹介を行う場合、診療情報提供料（Ⅰ）の算定が可能である。

○ 一方、評価は設けられていないが、紹介元の医療機関からの求めに応じて、紹介先の医療機関
から、紹介元の医療機関に情報提供をする場合がある。

糖尿病の管理を行っている
医療機関 眼科医療機関において

継続的な糖尿病網膜症の
管理を実施

糖尿病網膜症の治療に当たり
紹介を行う

【診療情報提供料（Ⅰ）】

他の医療機関での診療を
踏まえた医学管理を実施

診療情報の提供を眼科医療機関に求める

※ 診療情報提供料（Ⅰ）が包括されている点数を算定してい
る場合には、診療情報提供料（Ⅰ）は算定できない。



出典：糖尿病診療ガイドライン2019

糖尿病の医学管理について

8

○ 糖尿病診療ガイドラインにおいて、治療目標は、年齢や罹病期間、臓器障害、サポート体制等
を考慮して個別に設定することとされている。
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○ 例えば、訪問診療を受けている患者について、専門的な治療が必要な褥瘡があり、訪問診療を
行っている主治医が、皮膚科医療機関に対して訪問診療を求めた場合、主治医は診療情報提供
料（Ⅰ）を算定する。

〇 一方、評価は設けられていないが、主治医からの求めに応じて、皮膚科医療機関が、主治医に
指導内容や今後の治療方針について、情報提供を行う場合がある。

医療機関間の連携のイメージ②

訪問診療を行っている
医療機関

他の保険医療機関の求めに応じ、
訪問診療を行っている

皮膚科医療機関

褥瘡の治療に当たり紹介を行う
【診療情報提供料（Ⅰ）】

訪問診療を行っている医療機関の
求めに応じて、患者への指導内容や
今後の治療方針について情報提供

診療情報の提供を皮膚科医療機関に求める



○レジメン情報等に基づく服薬指導
－患者への副作用対策・予防の指導、
支持療法の指導
※公開されているレジメン情報等から、治療概要、
スケジュール及び説明すべき事項等を確認

○医療機関へ必要な情報をフィードバック
－服薬状況
－副作用報告 など※緊急の場合は、

速やかに対応を検討

医療機関間の連携のイメージ③

10

■ 外来化学療法の質向上のための総合的な取組（イメージ）

診察 外来化学療法室

管理栄養⼠

＜次回診察に向けた対応＞

カンファレンス

診療科医師と協議

必要に応じて、
医師の診察前に
患者面談を実施
し、得られた情報
を医師に報告

病院薬剤師

指導内容、患者
状態の共有

栄養食事指導

病院薬剤師

薬局からフィード
バックされた情報
を分析、報告

薬局薬剤師

処⽅箋及び治療中の
レジメン情報等を持って
来局

服薬情報提供書
(トレーシングレポート)
等により報告

看護師

がん治療のため
専門医療機関を紹介

【診療情報提供料（Ⅰ）】

レジメンや今後の治療方針、患者への
指導内容について情報提供

かかりつけ医

○ 例えば、がん治療においては、専門医療機関を紹介した後、専門医療機関からかかりつけ医に
治療方針等の情報を提供する場合がある。
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○ 例えば、妊娠の経過中に異常を認め保険診療を行っている妊婦について、妊娠糖尿病に対す
る専門的治療の必要性を認め、妊娠の管理を行っている産科医療機関から糖尿病専門医療機関
への紹介を行う場合、診療情報提供料（Ⅰ）の算定が可能である。

○ 評価は設けられていないが、紹介元の医療機関からの求めに応じて、紹介先の医療機関から、
紹介元の医療機関に情報提供をする場合がある。

医療機関間の連携の具体例④

妊娠の管理を行っている
産科医療機関

糖尿病専門医療機関

妊娠の経過中に血糖値の
異常等の経過の異常を認め、

保険診療を実施

他の保険医療機関に対して
診療を依頼

診療情報提供料（Ⅰ）

産科からの求めに応じて
患者への指導内容や

今後の治療方針について情報提供

妊娠糖尿病等に対して
継続的な診療を実施

診療情報の提供を求める

※ 診療情報提供料（Ⅰ）が包括されている点数を算定し
ている場合には、診療情報提供料（Ⅰ）は算定できない。



糖尿病の医学管理について

12

○ 産婦人科診療ガイドラインにおいて、血糖コントロール不良例や糖尿病合併症悪化例について
は分娩時期・分娩法を個別に検討することや、妊娠中の明らかな糖尿病の女性に対しては内科
と連携し厳重なフォローを行うことを求めている。

出典：産婦人科診療ガイドライン（産科編2017）



医療機関間の情報連携に係る現状及び課題と論点

13

【医療機関間の情報共有の推進】

○ 別の保険医療機関での診療の必要を認め、患者の紹介を行った場合の評価として、診療情報提供料（Ⅰ）があり、治療法の選択等に関して
当該保険医療機関以外の医師の意見を求める患者からの要望を受けて、情報提供を行う場合の評価として、診療情報提供料（Ⅱ）がある。

○ 平成30年度診療報酬改定において、医科歯科連携を推進する観点から、歯科診療を行う上で必要な診療情報や処方内容等の診療情報に
ついて、かかりつけ医との間で共有した場合の評価を新設した。

○ 現在評価されていないが、質の高い診療に資すると考えられる取組として

・ 糖尿病の患者について、皮膚潰瘍に対する専門的治療の必要性を認め、他の医療機関への紹介を行った後、紹介先の医療機関から、紹
介元の医療機関に情報提供をする場合

・ 訪問診療について、主治医の依頼を受けた他の医療機関が訪問診療を行い、依頼元の医療機関に情報提供を行った場合

・ がん治療において、かかりつけ医が専門医療機関を紹介した後、専門医療機関からかかりつけ医に治療方針等の情報を提供する場合

・ 妊娠の経過中に異常を認め保険診療を行っている妊婦について、妊娠糖尿病に対する専門的治療の必要性を認め、妊娠の管理を行ってい
る産科医療機関から糖尿病専門医療機関への紹介を行った後、紹介先の医療機関から、紹介元の医療機関に情報提供をする場合

がある。

【現状及び課題】

【論点】

○ 診療情報提供料について、医療機関間の連携を推進し、質の高い診療を提供する観点から、患者の紹介を受けた医療機関において継続
的な診療を行うときに、紹介元の医療機関からの求めに応じて、患者への指導内容や今後の治療方針について情報提供をする場合の評価
を検討してはどうか。



個別事項（その１５）
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１．情報共有・連携について（その４）
○ 医療機関間の情報共有の推進

２．妊婦加算の今後の取扱について

○ 妊婦加算の取扱いだけではなくて、妊産婦に対してどのような診療体制を構築するのかという点も
含めた全体的な議論を行うことが必要ではないか。

○ 妊産婦の方が納得して対価を支払う仕組みはもちろん、産婦人科以外に受診したときの情報連携が
非常に重要ではないか。

令和２年度診療報酬改定に向けた議論（１ラウンド）の概要（抜粋）



妊婦加算の概要
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妊婦加算
初診料の場合 （時間外／休日／深夜） 75点（200点／365点／695点） 等
再診料・外来診療料の場合（時間外／休⽇／深夜） 38点（135点／260点／590点） 等

• 妊婦に対して初診⼜は再診を⾏った場合に、初診料（282点）、
再診料（72点）⼜は外来診療料（73点）に加算。

• 医療費の窓⼝負担が３割の場合、妊婦加算による追加の料⾦
は右表のとおり。
※ 時間外・休日・深夜については、従来から設けられている時間外加算・
休⽇加算・深夜加算との差額が追加の料⾦となる。

初診 再診

診療時間内 約230円 (75点) 約110円 (38点)

診療時間外 約350円 (115点) 210円 (70点)

休日受診 約350円 (115点) 210円 (70点)

深夜受診 約650円 (215点) 510円 (170点)

点数新設の趣旨

 妊婦の外来診療については、

① 胎児への影響に注意して薬を選択するなど、妊娠の継続や胎児に配慮した診療が必要であること

② 妊婦にとって頻度の高い合併症や、診断が困難な疾患を念頭に置いた診療が必要であること

などの特性があることから、妊娠の継続や胎児に配慮した適切な診療を評価する観点から、妊婦加算を新設。

※１ 医薬品が胎児へ与える影響など最新のエビデンスを収集・評価するとともに、その情報に基づいて、妊婦あるいは妊娠を希望している⼥性
の相談に応じる「妊娠と薬情報センター」を国⽴成育医療研究センターに設置（平成17年〜）。

※２ 例① 一般に妊娠中に尿路感染症の頻度が⾼くなる。急性腎盂腎炎は、無症候性細菌尿を有する妊婦では20％と⾼率にみられる。

例② 虫垂炎の疑いは、産科疾患以外では、妊娠中、最も⼿術適応の頻度が⾼く、500〜635妊娠につき年間約１例の頻度。妊娠中は、消化
器症状の頻度が⽐較的⾼いことや、解剖学的な変化などが原因となり、⾍垂炎の診断が特に困難。

中医協 総－１参考
３ ０ ． １ ２ ． １ ９ 改



妊婦加算に係る議論の経緯

妊婦の⽅の外来診療については、

・ 通常よりも慎重な対応や胎児への配慮が必要であることから、診療に積極的でない医療機関が存在し
ていたことや、

・ 日本産婦人科医会・日本産科婦人科学会からの妊婦の外来診療に対する評価の新設の要望

などを踏まえ、平成30年度診療報酬改定において、妊婦に対する通常よりも丁寧な診療を評価する観点
から、「妊婦加算」を新設した。

しかし、

・ ⼗分な説明がないまま妊婦加算が算定された事例や、

・ コンタクトレンズの処⽅など、妊婦でない患者と同様の診療を⾏う場合に妊婦加算が算定された事例
など、

加算の趣旨に反するような事例の指摘があり、秋以降、ＳＮＳや新聞、ニュース等で頻繁に取り上げられ
るようになった。

12月４日・13⽇の⾃⺠党の会議や、12月６日の公明党の会議において、妊婦加算についての議論が⾏
われ、12月13日に

・ 妊婦の⽅が安⼼できる医療提供体制の充実や健康管理の推進を含めた総合的な⽀援の検討を⾏うこと

・ その上で、2020年度診療報酬改定において、妊婦加算の在り⽅を含め検討し、⾒直すこと

・ それまでの間は、妊婦加算を一時停止する方向で、速やかに必要な措置を取ること

を厚⽣労働省に求める要望がなされた。

12月19日に、妊婦加算の凍結について、中央社会保険医療協議会に諮問し、即⽇答申。

平成31年1月1日より、妊婦加算の算定を凍結している。

議論の背景・経緯

創設後の状況

与党における議論

諮問・答申

中医協 総－１参考
３ ０ ． １ ２ ． １ ９ 改
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◆ ２０１９年２⽉15日 第１回 フリーディスカッション
◆ ２０１９年３⽉15日 第２回 妊産婦に対する医療
◆ ２０１９年４⽉18日 第３回 妊産婦に対する保健
◆ ２０１９年５⽉16日 第４回 これまでの議論の整理
◆ ２０１９年６月６日 第５回 これまでの議論の取りまとめ

検討のスケジュール

◆ 妊産婦の保健・医療に関するニーズの把握について
◆ 妊産婦が安⼼できる医療体制の充実について
・ 妊産婦の診療において求められる医学的な配慮の在り⽅
・ 妊産婦の診療に係る医師への研修等の在り⽅
・ 地域における産婦⼈科とその他の診療科との連携の在り⽅ 等

◆ 妊産婦の健康管理の推進について
・ 妊産婦の健康管理に関する相談・⽀援の在り⽅ 等

◆ 妊産婦に対する保健・医療体制に関連する事項について
・ 妊産婦に係る医療機関と他の関係機関との連携の在り⽅ 等

検討事項

妊産婦に対する保健・医療体制の在り⽅に関する検討会

◆ 妊産婦の診療は、通常よりも慎重な対応や胎児や乳児への配慮が必要であり、診療に積極的でない医療機関が存在するとの指摘が

ある。このため、妊産婦⾃⾝の負担にも配慮しつつ、妊産婦が安⼼できる医療体制の充実が必要。

◆ 出産年齢が上昇傾向にあり、⼀般に、⾼齢出産の場合には、特に健康管理に留意が必要とされるなど、妊産婦のニーズに応じた細や

かな支援が重要。

◆ 妊産婦が安⼼できる医療体制の充実や健康管理の推進を含めた妊産婦に対する保健・医療体制の在り⽅について検討するため「妊

産婦に対する保健・医療体制の在り⽅に関する検討会」を２０１９年２⽉より開催。

さいたま市保健福祉局理事
国⽴成育医療研究センター理事⻑
一般社団法人知ろう⼩児医療守ろうこども達の会代表補佐
浜松医科⼤学地域家庭医療学講座特任教授
公益社団法⼈⽇本看護協会常任理事
公益社団法⼈⽇本産婦⼈科医会常務理事、葛飾⾚⼗字産院副院⻑

公益社団法人日本薬剤師会理事
全国保健師⻑会総務担当理事、横浜市南区福祉保健センター⼦ども家庭⽀援課⻑

公益社団法人日本産科婦人科学会代議員、日本医科大学多摩永山病院院⻑

読売新聞東京本社編集局医療部記者
株式会社⾵讃社たまごクラブ編集部統括部⻑
早稲田大学政治経済学術院教授
公益社団法人日本医師会常任理事
下関市保健部⻑
公益社団法⼈⽇本⻭科医師会副会⻑
健康保険組合連合会参与

◎︓座⻑

◎
⻘⽊ ⿓哉
五⼗嵐 隆
石井 和美
井上 真智子
井本 寛子
鈴⽊ 俊治
髙松 登
⼾⽮崎 悦子
中井 章人
中島 久美子
中⻄ 和代
野口 晴子
平川 俊夫
九十九 悠太
牧野 利彦
松本 義幸

○︓座⻑代理

○

※ 妊産婦に対する診療報酬上の評価の在り⽅については、検討会の取りまとめを踏まえ、
中央社会保険医療協議会で必要な検討を⾏う。

「妊産婦の医療や健康管理等に関する調査」
【目的】 妊産婦の保健・医療に関するニーズの実態把握
【調査対象医療機関】 分娩を取り扱う病院、診療所 500カ所
地域別に、総合周産期⺟⼦医療センター・地域周産期⺟⼦医療センター・
周産期⺟⼦医療センター以外の病院・診療所を無作為に抽出

【調査対象者】 調査対象医療機関に外来受診・入院した妊産婦
・妊娠28週0⽇以降、妊婦健康診査のために外来受診した妊婦
・正期産後、産後8日以内の入院中の産婦
・正期産後、産後2週間・1か月等の産婦健康診査のために外来受診した産婦

【調査内容】
○ 妊娠・出産歴や基礎疾患の有無等の基本属性、妊娠中の医療機

関の受診状況
○ 妊娠中・産後の診療で⼗分配慮されていると感じた経験、妊娠

中・産後の診療で配慮が不⼗分と感じた経験、妊娠中・産後の診
療で特に配慮が必要と考える事項

○ 妊娠中・産後の健康管理で留意している事項、妊娠中・産後の健
康管理に関して受けている⽀援等の事項 等

構成員

中医協 総－４
元 ． ６ ． １ ２
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[妊産婦の診療の現状]
産婦⼈科以外の診療科から診療を断られることがある
妊婦が産婦⼈科以外の診療科を受診する際に求める気配り
・診療・薬の内容について文書を用いて説明
・経験が十分にある医師の診療
・⺟⼦健康⼿帳の確認

[産婦人科の現状]
コモンディジーズ(風邪や花粉症等) について、
他科からの診療情報の提供が少ない
医師の労働時間が⻑い、分娩取扱施設が減少

[産婦⼈科以外の診療科の現状]
診療の際に様々な配慮が必要であり、診療を敬遠しがち
妊産婦の診療に関する研修機会が少ないので不安
妊産婦に処方できる薬剤かどうか情報が少ない

[産婦⼈科以外の診療科]連携

研修
サポート体制

●産婦人科以外の診療科と産婦人科の医療機関の連携
妊産婦の診療に積極的な医療機関の把握・周知
都道府県が主体的に地域の医療機関間の連携体制の検討・構築
⺟⼦健康⼿帳等を活⽤した診療科間の情報連携 等

●診療の質の向上に向けた取組
医師に対する妊産婦の診療に関する研修の推進
診療や薬に関する説明文書の例を作成
妊娠と薬に関する情報を医師へ提供する体制の整備・周知 等

[産婦人科]

医
療
提
供

説明
文書

相
談
・
支
援

●不安を感じる妊産婦が相談できる仕組み
妊娠届出時に妊婦の身体的・精神的・社会的状況について把握
妊産婦のための食生活指針の改定に向けた調査研究の実施
「授乳・離乳の支援ガイド（平成31年３⽉改定）」の周知
「妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル」を用いた支援者の育成
産後ケア事業の推進

妊娠中から出産後や子育ての
イメージを持てるようなパンフレット

妊娠届出時の妊婦の状況把握

妊産婦に対する保健・医療体制の在り⽅に関する検討会 議論の取りまとめ（概要）

⺟⼦健康
手帳

[妊産婦の不安]
妊産婦の不安や負担は時期によって異なる
 妊娠中の健康管理で困ったこと

⇒ 栄養・食事に関すること
 産後の健康管理で困ったこと

⇒ 授乳に関すること

産後は子どもを抱えながら外出することが困難
産後は産婦の健康管理が困難になりがち

産婦の不安解消には産後ケアが有効

○ 妊産婦が安心できる医療体制の充実や健康管理の推進を含めた妊産婦に対する保健・医療体制の在り⽅について検討を⾏った。
○ 中央社会保険医療協議会においては、妊産婦に対する診療の評価の在り⽅について、更なる検討を進めることを期待する。
○ 国においては、妊産婦に対する保健・医療体制を構築するため、関係機関と協⼒・連携の上、引き続き取り組んでいくべきである。
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健
診
や
診
療
の
評
価

連
携
体
制
の
構
築

妊産婦に対する保健・医療体制の在り⽅に関する検討会 議論の取りまとめ（概要）

[支援を必要とする妊産婦への対応]
妊娠期から子育て期までつながる支援が必要
利⽤できる施設や制度等について十分に知られていない
周産期のうつ病は、医療機関と⾏政機関の連携が必要

[⺟⼦健康⼿帳]
⺟⼦健康手帳は広く活用されている
妊産婦⾃⾝の健康管理のために活用できるのではないか
増加しつつある外国人の妊産婦への支援が必要

⺟⼦健康⼿帳を
常に持ち歩き、提示 病院、⻭科医院、薬局等

⺟⼦健康
手帳

●妊婦健診、産婦健康診査について
以下について引き続き検討
・公費補助額を超える自己負担が発生しないような工夫
・妊婦の同意に基づく自己負担が可能となる取組
・産婦健康診査の拡充

●診療に対する評価等について
単に妊婦を診療したのみで加算されるといった、前回と同様の
妊婦加算がそのままの形で再開されることは適当でない
妊産婦の診療において、質の⾼い診療やこれまで⼗分に⾏わ
れてこなかった取組を評価･推進することは必要であり、具体的な
要件や名称等については、中央社会保険医療協議会で議論
妊産婦が受診する際の負担が、これから子どもをほしいと思う人
にとって、ディスインセンティブとならないようにすることが必要であり、
他の受診者との均衡や政策効果といった点を勘案し、引き続き
検討すべき

[妊婦健診、産婦健康診査]
全ての市区町村で14回以上の公費負担制度を実施
健診内容によっては、公費助成を超えるため、一部自己負
担が生じる

[妊婦健診以外の診療の評価等]
妊婦健診以外に、偶発合併症等の診療の費用も生じる
４県において、所得に応じて妊産婦の診療に係る費⽤の
一部を助成 （妊産婦への医療費助成制度）

●妊娠期から子育て期までつながる支援
子育て世代包括支援センターの質の向上と設置の推進
医療機関と自治体の連携促進

●⺟⼦健康⼿帳の活⽤
医療機関の受診状況を本⼈同意の上で医療機関が記載
多言語化（英語、中国語、韓国語、スペイン語等）
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検討会で指摘のあった課題等への対応（案）

産婦人科以外の診療科と
産婦人科の主治医との連
携の強化

妊産婦への診療体制等の
周知の重要性

妊産婦の診療に積極的な
医療機関を増やし、体制
を強化

○ 都道府県の医療機能情報提供制度を活用し、妊産婦の診療
に積極的な医療機関を周知
○ ⺟⼦健康⼿帳の交付等の際に、妊産婦の診療に積極的な医
療機関の⼀覧⼜は検索⽅法を⽰したリーフレット等を提供

○ 新たな医療機関間の情報提供の評価を活⽤し、産婦人科以外
の診療科から産婦⼈科の主治医に対し、妊娠管理に必要な情報
を提供

○ 妊産婦が安心安全に受診できるよう産科及び産婦人科以外
の診療科の医師に対する研修を実施
○ 医師が妊産婦の診療について必要な情報を得られるよう相
談窓口を設置

20



○ 都道府県のホームページで、妊産
婦の診療に積極的な医療機関の検索
を可能とする。

○ 母子健康手帳の交付等の際に、
妊産婦の診療に積極的な医療機関
の一覧⼜は検索⽅法を⽰したリー
フレット等を配布する。

指導内容や今後の治療方針等についての情報提供

市役所の窓口

産婦人科の主治医産婦人科以外の医療機関

妊産婦に対する診療の課題への対応について（イメージ）

都道府県の医療機能情報提供制度を活用

研修の実施相談窓口の設置

妊産婦への情報提供の推進 適時適切な情報提供の実施

妊産婦に対する診療の質の更なる向上

○ 妊産婦が安心安全に受診できるよう産科及び産婦人科以外
の診療科の医師に対する研修を実施する。

○ 医師が妊婦の診療について必要な情報を得られるよう相談
窓口を設置する。

○ 新たな医療機関間の情報共有の評価を活用し、産婦人科以
外の診療科から産婦人科の主治医に対し、妊娠管理に必要
な情報を提供する。 21



妊婦加算に係る現状及び課題と論点

○ 妊婦の外来診療については、胎児への影響に注意して薬を選択するなど、妊娠の継続や胎児に配慮した診療が必要で
あることや、妊婦にとって頻度の高い合併症や、診断が困難な疾患を念頭に置いた診療が必要であることなどの特性が
あることから、妊娠の継続や胎児に配慮した適切な診療を評価する観点から、平成30年度診療報酬改定において、妊婦
加算を新設した。

○ 妊婦加算については、12月19日に、算定の凍結を、中央社会保険医療協議会に諮問し、即日答申。平成31年1月1日よ
り、妊婦加算の算定を凍結している。

○ 妊産婦が安心できる医療体制の充実や健康管理の推進を含めた妊産婦に対する保健・医療体制の在り方について検
討するため「妊産婦に対する保健・医療体制の在り方に関する検討会」を２０１９年２月より開催し、妊産婦が安心できる医
療体制の充実や健康管理の推進を含めた妊産婦に対する保健・医療体制の在り方について検討を行った。

○ 検討会で指摘のあった課題等に対して、以下の対応を検討しているところ。

・ 妊産婦が安心安全に受診できるよう産科及び産婦人科以外の診療科の医師に対する研修を実施

・ 医師が妊婦の診療について必要な情報を得られるよう相談窓口を設置

・ 都道府県の医療機能情報提供制度を活用し、妊産婦の診療に積極的な医療機関を周知

・ 母子健康手帳の交付等の際に、妊産婦の診療に積極的な医療機関の一覧又は検索方法を示したリーフレット等を提供

・ 新たな医療機関間の情報提供の評価を活用し、産婦人科以外の診療科から産婦人科の主治医に対し、妊娠管理に必
要な情報を提供

【現状及び課題】

【論点】

○ 妊産婦に対する診療について、妊婦加算に係るこれまでの議論や妊産婦に対する保健・医療体制の在り方に関する検
討会における議論を踏まえ、妊産婦に対する診療の課題へ対応する。また、妊婦加算について、どのように考えるか。
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令和元年 12月 20日 

中央社会保険医療協議会 

会長  田 辺 国 昭 殿 

            中央社会保険医療協議会 

1号側（支払側）委員 

𠮷 森 俊 和 

幸 野 庄 司 

佐 保 昌 一 

間 宮  清 

宮 近 清 文 

松 浦 満 晴 

染 谷 絹 代 

 

令和 2年度診療報酬改定に関する 1号側（支払側）の意見 

 

○ 国民医療費は、高齢化や高額な医薬品の保険適用等の影響で増加の一途を辿っており、令和

元年度予算ベースで約 46兆円にまで達した。令和 4年（2022年）からは、団塊の世代が後

期高齢者に到達し始めるため、さらなる医療費の急増が見込まれている。このような中、国

民負担の軽減を図り国民皆保険体制を守っていくためには、患者の視点に立った合理的な診

療報酬体系を目指し、限られた医療財源を効率的かつ効果的に配分することが不可欠である。 

 

○ 現行の高齢者医療制度が創設された平成 20年度以降、医療保険各制度の加入者 1人当たり保

険料額は右肩上がりで上昇し続けており、こうした状況は令和 4年（2022年）から令和 7年

（2025年）にかけて、より顕著になることが懸念される。一方、医療機関の経営状況は、中

長期的に見れば国公立・公的病院以外は概ね堅調に推移し、一般診療所や店舗数が多い同一

グループの保険薬局は高い利益水準を維持している。 

 

○ 今後も高齢化・人口減少や医療の高度化などによる医療給付費の増加に伴い、保険料の負担

は増大する見込みの一方、制度の支え手である現役世代人口は急速に減少する予測であり、

適正化・効率化を通じた制度の安定性とその持続可能性を高めていくことが、喫緊かつ重要

な課題となっている。このため、支払側は 12月 6日の総会で、「令和 2年度診療報酬はマイ

ナス改定にすべきであり、薬価等の引下げ分は、診療報酬本体に充当することなく国民に還

元すべきである」と主張したところである。 

 

○ 令和 2年度診療報酬改定にあたっては、加入者が適切な医療を受けられる体制の確保を前提

に、効率的・効果的な医療提供の促進を基本方針の軸に据えたうえで、患者本位の医療を実

現することを目指し、入院、外来、在宅は各医療機能において患者像の適切な評価を推進す

るほか、調剤は対物業務から対人業務への転換、地域への貢献等、薬局の機能に応じた評価

体系に見直し、診療報酬全般にわたって適正化・効率化・重点化を図っていくべきである。 

Administrator
スタンプ
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○ なお、改定の具体的項目に関する支払側の考え方や意見は以下のとおりである。 

 

１．重点項目 

（１）入院医療 

 「入院医療」は、高度急性期・急性期・回復期・慢性期など、個々の患者の状態に応じて適切

に医療資源が投入され、地域で必要な医療が効果的・効率的に提供されるよう、医療機能や患者

の状態に応じた評価を行い、医療機能の分化・強化、連携を推進する必要がある。特に、看護職

員が手厚く、診療報酬点数が高い、旧 7対 1入院基本料相当の「急性期一般入院料 1」について

は、入院医療費の増大や急速な高齢化の進展による疾病構造の変容、医療従事者の負担軽減の方

向性を見据えた、適正、適切な対応が求められる。 

① 高度急性期の入院医療は、「特定集中治療室管理料 1･2」で提出が要件化されている SOFA 

スコアについて、高度急性期入院患者を適切に評価するための指標としての将来的な活用を 

視野に、測定に係る負担に配慮したうえで、提出対象の入院料を拡大すべきである。また、 

特定機能病院については、高度な医療を提供する能力を備えた病院という役割を果たす観点 

から、保有する機能と体制を明確化する必要がある。 

・ 「特定集中治療室管理料 1・2」の施設基準として要件化されている専門性の高い看護師の配 

置については、現在の配置状況を踏まえ、令和 2年 4月以降、経過措置を終了することが求 

められる。 

・ 特定機能病院が届出ることができる「回復期リハビリテーション病棟入院料」については、

「10 対 1 以上」を施設基準とする「特定機能病院入院基本料」の看護配置を下回るため、

届出不可とすべきである。 

・ 旧 7対 1入院基本料相当の「急性期一般入院料 1」の「重症度、医療・看護必要度」の基準

値よりも低い水準となっている「特定機能病院入院基本料」の基準値については、見直すこ

とが求められる。 

・ 特定機能病院における入院患者の薬剤適正使用の推進に向けて、一部の特定機能病院が作成

している「使用ガイド付きの医薬品集」の在り方や、具体的な取組みを検証したうえで、有

効性・安全性を前提に経済性も考慮した処方の推進策を診療報酬上で講じるべきである。 

② 急性期の入院医療については、一般病棟用の「重症度、医療・看護必要度」の判定基準や評 

価項目、評価手法を医療機能や患者の状態に応じて見直すことに加え、「急性期一般入院料 1」 

から「急性期一般入院料 2」等への転換を推進するための対応が必要である。 

・ 「重症度、医療・看護必要度」の判定基準の一つである基準②（B14 又は B15 に該当し、

A1 点以上かつ B3 点以上）については、他の基準に比べ、認知症やせん妄を有する患者の

割合が高く、急性期入院医療の患者の指標として相応しくないことを踏まえ、廃止を含めた

見直しを行うことが求められる。 

・ 「重症度、医療・看護必要度」の評価項目は、急性期入院医療を真に必要とする患者をより

適切に評価できるよう、専門的な治療・処置や手術について、入院で実施する割合が高い項

目や侵襲性が高い項目へと評価を見直すべきである。 

・ 「重症度、医療・看護必要度」のB項目については、患者の状態と介助の実施をより正確に

把握するため、「患者の状態」と「介助の実施」に分けた評価方法とする必要がある。 
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・ 診療実績データ（DPCデータ）から変換する方式である「重症度、医療・看護必要度Ⅱ」 

については、看護師等が患者の状態を記録する方式である「重症度、医療・看護必要度Ⅰ」 

に比べ、看護師等の業務に係る負担を軽減するほか、より合理的で客観性・公平性が担保さ 

れた仕組みであり、「Ⅰ」から「Ⅱ」への段階的な集約化に向けて、次期改定では許可病床 

200床以上の病院は「Ⅱ」の届出を必須とすることが求められる。 

・ 旧 7対 1入院基本料相当の「急性期一般入院料 1」等の「重症度、医療・看護必要度」の該

当患者割合（基準値）については、判定基準や評価項目の見直しが、基準値の水準や病床転

換に与える影響をシミュレーションしたうえで、厳格化する必要がある。 

・ 「総合入院体制加算」は、地域で質の高い医療を提供するために複数の医療機関で適切な役

割分担を図っているケースがあり、現行の共通要件となっている特定の診療科の標榜につい

ては、地域医療構想を後押しする観点から見直すべきである。 

・ 「抗菌薬適正使用支援加算」は、周辺地域の医療機関からの抗菌薬適正使用の推進に関する

相談実績等の役割が機能するような要件に見直すことが求められる。 

③ 回復期の入院医療については、▽急性期治療を経過した患者の受入れ▽在宅で療養を行って

いる患者等の受入れ▽在宅復帰支援－という地域包括ケア病棟・病室の本来の役割・機能を

果たせるような要件を「地域包括ケア病棟入院料・入院管理料」に設定するとともに、リハ

ビリテーションの質の充実に向けた「回復期リハビリテーション病棟入院料」におけるアウ

トカム評価のさらなる推進が必要である。 

・ 急性期治療を経過した患者の受入れについて、地域包括ケア病棟では、自院の一般病床から

入棟した患者の割合が特に高いケアミックス病院が多い現状を踏まえ、地域の実情に配慮し

つつ、他院の一般病床から入棟した患者割合を施設基準に追加する等、許可病床数 200床以

上の医療機関において、自院の一般病床からの転棟割合に一定の制限を設けることが求めら

れる。 

・ 在宅で療養を行っている患者等の受入れ機能を果たすためには、地域包括ケア病棟入院料等

の実績要件となっている「自宅等から入棟した患者割合」と「自宅等からの緊急患者の受入」

について、入院患者の現状を踏まえ厳格化する必要がある。 

・ 地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料 1と 3の実績要件である「看取りに対する指針」

については、地域包括ケア病棟・病室を届出る際の全体の要件とすべきである。 

・ 疾患別リハビリテーションに係る費用が地域包括ケア病棟入院料等に包括化されているにも 

関わらず、入院患者全体の3割以上の患者にリハビリを実施していないという現状を踏まえ、 

実績要件に疾患別リハの実施を追加するほか、入退院支援部門の設置と入退院支援加算のあ 

り方を整理することにより、在宅復帰支援機能を果たすことが求められる。 

・ 患者がDPC対象病棟から地域包括ケア病棟に転棟する時期については、DPC/PDPSによる

点数が「地域包括ケア病棟入院料」等の点数を下回るタイミングに偏るケースがあることを

踏まえ、ケアミックス病院の DPC対象病棟から地域包括ケア病棟に転棟する場合の入院料

は、患者の視点に基づき、DPC/PDPSの点数を算定する方法へと一本化する必要がある。 

・ 「回復期リハビリテーション病棟入院料」については、アウトカム評価を一層推進し、患者

に対するリハビリテーションの質を充実する観点から、入院料 1･3･5で導入しているリハビ

リテーション実績指数の要件を入院料 2･4･6にも拡大するとともに、各入院料における実績
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指数の現状を踏まえた水準を設定するべきである。 

・ リハビリテーション実績指数の計算式で活用する FIM得点については、入棟時 FIMが低下

傾向にあることや、FIM得点の変化が増加傾向にあることを踏まえ、入棟時と退棟時に目標

とする FIM得点とその内容に対する患者への説明を要件化することが求められる。 

・ 「回復期リハビリテーション病棟入院料」における管理栄養士の人員配置については、入院

料 1は常勤要件、入院料 2･3･4は努力義務へと見直すべきである。 

・ 入院から外来、在宅への円滑な移行を推進するため、「回復期リハビリテーション病棟入院

料」の施設基準に外来リハビリテーションの提供を追加する必要がある。 

④ 慢性期の入院医療については、療養病棟に入院している患者の医療区分の現状等を踏まえ、

「療養病棟入院料 1･2」は、「医療療養病床」としての役割を明確に示す観点から、基準値で

ある「医療区分 2･3」の該当患者割合を引上げることが求められる。 

・ 「療養病棟入院基本料経過措置 1（看護職員配置 25 対 1 又は医療区分 2･3 の割合の患者 5

割未満）」については、経過措置を 2 年間延長したうえで、介護医療院等への転換の意向を

促す観点から、「療養病棟入院料 2」の 9割算定となる現行の減算幅を拡大する必要がある。 

・ 一方、「療養病棟入院基本料経過措置 2（看護職員配置 30対 1）」については、同経過措置を

届け出ている医療機関が転換の意向を示していることを踏まえ、令和 2年 4月以降、経過措

置を終了すべきである。 

・ 医療区分 3の「中心静脈栄養を実施している状態」は、長期に留置する必要性の確認や管理

の方法に対する患者・家族への説明のほか、安全性の観点からも医療機関が中心静脈カテー

テルの早期抜去を促すため、一定期間経過後、医療区分 3から 2へと移行する対応が求めら

れる。 

⑤ 「短期滞在手術等基本料 3」は、対象手術症例の平均在院日数が短縮していることを踏まえ、

適正化の観点から、適切なレベルの包括点数を設定することが求められる。 

⑥ 「有床診療所入院基本料」は、有床診療所の地域医療における役割や必要性を踏まえたうえ

で、評価の在り方について検討すべきである。 

⑦ 「データ提出加算」については、医療の質の向上に資するデータを利活用する観点から、令

和 2年 3月 31日までの経過措置の対象となっている、▽急性期一般入院料 2～7と回復期リ

ハビリテーション病棟入院料 1～4について許可病床数が 50床未満又は保有する病棟 1のみ

の場合▽許可病床全体としては 200 床以上となるが、回復期リハビリテーション病棟 5、6

及び療養病棟が 200床未満の場合－については、経過措置を終了すべきである。 

・ また、回復期リハビリテーション病棟入院料 5、6と療養病棟入院基本料の許可病床数が 200

床未満の病院は、一定の経過措置や正当な理由がある場合の配慮を設けたうえで「データ提

出加算」を要件化することが求められる。 

・ 未コード化傷病名の割合が 10％未満の医療機関を評価対象とした「提出データ評価加算」は、 

評価基準を 5％に厳格化する必要がある。 

 

（２）外来医療 

 「外来医療」は、紹介状なしの大病院受診時に係る定額負担の強化を含め、大病院と中小病院、 

診療所の機能分化や連携を一層推進するとともに、患者が納得して医療を受けられるよう、患者 
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に身近で理解しやすい医療を実現することが重要であり、そのためには、患者の視点を踏まえた、 

「かかりつけ医機能」の強化が求められる。また、高血圧、糖尿病、脂質異常症の疑いがある者 

の割合が年齢とともに増加傾向にあるなか、生活習慣病の重症化予防の取組を推進すべきである。 

① 「かかりつけ医」の普及・促進に向けては、患者自らが「かかりつけ医」を選択することが

必要であり、「かかりつけ医機能」を有する医療機関等について、患者が理解できるような

仕組みが求められる。 

・ 「かかりつけ医機能」に係る診療報酬を届け出ている医療機関を評価した「機能強化加算」

については、継続的な指導管理が必要な患者に診療を行う前に、「かかりつけ医機能」を有

する医療機関であることや、それにより患者が享受するメリット、初診料に上乗せされる費

用等について、文書で丁寧に説明することを算定要件に追加すべきである。 

・ 「地域包括診療加算」等の施設基準を緩和する場合は、同加算等の届出を算定要件とする「機

能強化加算」も含めて点数設定を見直すことが求められる。 

② 「紹介状なしの大病院受診時の定額負担」については、外来医療における医療機関の役割分

担や医師等の働き方改革の推進、患者の受療行動の変容に資する取組であり、一層の促進に

向けて、地域の実情に配慮しつつ、対象医療機関の範囲を 200床以上の地域医療支援病院に

まで拡大する必要がある。 

・ 合わせて、紹介状なしの初診患者や、他の医療機関を紹介したにも関わらず自院を受診した

再診患者で定額負担を徴収していない患者が存在している実態を把握するための仕組みが

求められる。 

③ 生活習慣病の重症化予防に向けて、「生活習慣病管理料」の療養計画書における血圧の目標

値等を活用し、医療機関における一定の成果を測るアウトカム評価を導入すべきである。 

・ 糖尿病を主病とする場合の「生活習慣病管理料」については、▽糖尿病患者のうち１割が糖 

尿病網膜症を有している▽血糖降下薬は投与日数 31日以上の長期投薬が 3割を超える▽医 

療費の経済的な負担により糖尿病治療を中断する患者が一定数存在する－等の現状を踏ま 

え、「患者に対する定期的な眼科受診の推奨」や「患者に対する薬剤費の説明」を算定要件

に追加する必要がある。 

④ 「ニコチン依存症管理料」については、平成 28 年度改定で対象患者を拡大したにも関わら

ず、現行の対面による 5回治療終了者の割合が約 3割にとどまっている要因や治療終了後の

継続的な禁煙状況を調査・分析したうえで、治療を継続するための対応について検証するこ

とが求められる。 

・ 同管理料について、情報通信機器を用いて組み合わせた診療にまで対象を拡大することにつ

いては、対面診療による治療の継続率と比べた優位性等のデータに基づき、慎重に検討を進

める必要がある。 

・ 加熱式たばこは、健康に与える影響等について今後も研究や調査を継続していくことが必要

であり、「ニコチン依存症管理料」の対象への追加は次期改定では見送るべきである。 

⑤ 外来化学療法の実施が可能な患者に対しては、治療と仕事の両立を図る観点から、「がん患

者指導管理料」の算定要件に、患者への外来化学療法の選択可否の説明を追加することが求

められる。 

⑥ 医師の指示に基づく分割調剤については、患者の認知度が低く、算定回数も少ない状況等を
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踏まえ、患者が理解しやすく、活用しやすい処方箋様式へと見直し、病状が安定した患者に

対し有益な仕組みである分割調剤の普及を促進すべきである。 

⑦ ギャンブル依存症に対する集団療法については、標準的プログラムの効果検証や海外の事例

研究を積み重ねることが先決であり、保険適用の対象とする場合には、対象基準の明確化や

標準的プログラムの確立など、慎重な検討が求められる。 

 

（３）在宅医療 

 「在宅医療」は、住み慣れた地域で医療・介護・生活支援サービスが包括的に提供される地域 

包括ケアシステムを構築するための不可欠な要素であり、在宅医療を必要とする患者に対して効 

果的・効率的で質の高い医療を提供するための体制の確保が求められる。近年、医療費が急増し 

ている訪問看護については、限られた保険財源の中で、患者にとって必要となるサービスの重点 

化と適正化のメリハリを図るべきである。 

① 「複数医療機関による訪問診療」については、依頼先の医療機関が初回の訪問診療実施月に

行った訪問診療の回数を主治医が把握していない事例があることを踏まえ、「在宅患者訪問

診療料(Ⅰ)2」の算定要件に主治医と依頼先の医療機関の情報共有を追加することが求めら

れる。 

・ 合わせて、「複数医療機関による訪問診療の期間」は、一部の患者を除き、6ヵ月以内に限り

算定することが原則とされているが、依頼先の医療機関が実施する訪問診療の期間は 6ヵ月

超が最も多い事例があることを踏まえ、算定期間に上限を設ける等の対応が必要である。 

② 「施設入居時等医学総合管理料」については、単一建物内 10 人以上の区分における算定回

数が多くなっているが、この区分の患者に対してどういった医療が提供されているのかを検

証したうえで、評価を見直すことが求められる。 

③ 「在宅時医学総合管理料・施設入居時等医学総合管理料 包括的支援加算」については、対

象患者の要件の妥当性を把握したうえで、見直す必要がある。 

④ 「歯科訪問診療移行加算」については、外来を最後に受診した日から起算して 3年以内とす

る算定要件の期間を短縮すべきである。 

⑤ 患者 1人につき診療に要した時間が 20分未満の「歯科訪問診療料 3」については、診療内容

を検証したうえで見直しを行うことが求められる。 

⑥ 医師の求めに応じて臨時で訪問薬剤管理指導を行った場合の評価については、現行の「在宅

患者緊急訪問薬剤管理指導料（500点）」と棲み分けを行ったうえで、適正化の観点から新た

な点数を設定すべきである。 

⑦ 質の高い訪問看護の提供に向け、訪問看護の利用に係る医師の「訪問看護指示書」について

は、患者への訪問頻度や看護師等の訪問職種を明記する様式へ見直すとともに、訪問看護事

業者の「訪問看護計画書」、看護師等の「訪問看護報告書」との連携も図るべきである。 

⑧ 医療ニーズの高い利用者の受入れ等の実績を要件とする「機能強化型訪問看護管理療養費」

については、より手厚い看護提供体制を評価する観点から、看護職員の割合を要件に追加す

る必要がある。 

⑨ 同一居住者に対する訪問看護が増加している実態を踏まえ、同一日に 3人以上の場合は 2人

よりも低い額を算定する「訪問看護基本療養費(Ⅱ)」の仕組みを「複数名訪問看護加算」と
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「難病等複数回訪問加算」に導入すべきである。 

⑩ 医療ニーズの高い患者が利用する週 4日目以降の訪問看護については、実施できる職種を限

定する必要がある。 

 

（４）調剤報酬 

 「調剤報酬」は、医薬分業の現状として、「調剤基本料」や「薬剤服用歴管理指導料」、「調剤 

料」を負担する患者のメリットが感じられない状況であることを踏まえ、全体の水準を適正化す 

る観点から患者本位の医薬分業を目指し、対物業務から対人業務への転換や地域への貢献、病院 

と連携した高度薬学管理等、薬局の機能に応じた評価体系への見直しを通じて実現することが求 

められる。 

① 処方箋の受付回数と集中率に基づき細分化して設定している「調剤基本料」については、適 

正化の観点から一本化したうえで、かかりつけ機能や 24時間対応、在宅対応等、地域医療 

への貢献に資する機能に応じた評価で薬局の差別化を図るべきであり、こうした調剤報酬の 

抜本的な見直しを視野に入れて見直しを進めるべきである。 

・ 診療所の敷地内にあり、不動産の賃貸借等の関係にある薬局については、現行の病院敷地内

薬局と同様の評価とすることが求められる。 

・ 「地域支援体制加算」は、地域に貢献する薬局の体制を適切に評価する観点から、「調剤基

本料 1」以外を算定する薬局に求めている、夜間・休日対応等の実績要件について、「調剤基

本料 1」を算定している薬局にまで対象を拡大する必要がある。 

② 対人業務である、「薬剤服用歴管理指導料」については、患者が「調剤基本料 1」を算定する

薬局にお薬手帳を持参した場合、持参しない場合に比べ低い点数が算定されるが、「調剤基

本料 1」以外を算定する門前薬局の場合、お薬手帳を持参した場合でも高い点数が算定され

る問題があり、患者の負担を軽減する観点から点数設計を見直す必要がある。 

・ 合わせて、お薬手帳の活用の促進に向け、標準的な使用ガイドラインを策定し、患者への啓

発・啓蒙を図ることが求められる。 

・ 対人業務に係る評価については、薬局の本来業務に対する評価を充実する観点ではなく、対

人業務への転換を実現するための新たな薬学管理業務の評価について検討を進めるべきで

ある。 

③ 対物業務である、薬局における内服薬の「調剤料」については、院外調剤業務の技術進歩に

伴う機械化や簡易化により調剤業務の効率化が進んでいる実態を踏まえ、日数倍となってい

る「14日分以下の部分」の点数を定額制にするほか、「15日以上部分」の投与日数や剤数に

応じて点数が高くなる仕組みの見直し等、調剤料全体として適正化を図る対応が求められる。 

 

（５）横断的事項 

患者の安心・安全を確保しつつ、医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏まえた新たなニーズ 

への対応や、生活習慣病等を継続的に管理する観点から、医療における ICTの利活用を推進すべ

きである。 

① オンライン診療については、生活習慣病の重症化を予防するための継続受診、医師等の働き

方改革の推進に資する重要なツールであり、海外におけるオンライン診療のエビデンスデー
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タや利活用する患者の視点に基づいて、環境整備を進めていく必要がある。 

・ 現行の「オンライン診療料」と「オンライン医学管理料」の算定が進まない要因となってい

る、「6月の間は毎月同一の医師により対面診療を行う」、「対面診療の間隔は 3月以内」等の

厳格な要件については、患者の安全性を担保したうえで緩和することが求められる。 

・ 対面診療の際に該当する医学管理料が存在しない慢性頭痛等の疾患については、治療の安全

性・有効性に係るエビデンスや学会による治療指針等を踏まえたうえで、オンライン診療料

等の対象とすべきである。合わせて、利用する患者の安全性を確保する観点から、安全性に

係るエビデンスや学会の治療指針等を評価分析するための第三者的な公的組織を設置する

必要がある。 

・ 医療資源の少ない地域や、難病領域に対するオンライン診療についても、現行の算定要件や

施設基準を緩和すべきである。 

② オンライン服薬指導については、患者が診察から服薬指導に至る一連の医療プロセスを、一

貫してオンラインにより受療することが可能な環境の実現に向けて、オンライン診療におけ

る取扱いや国家戦略特区における遠隔服薬指導の要件等を参考に、診療報酬上の対応につい

て検討することが求められる。 

 

（６）医師等の働き方改革の推進 

医師等の働き方改革の推進は、地域医療構想の実現に向けた取組や実効性のある医師偏在対策

との「三位一体改革」の進捗状況を踏まえつつ、令和 2年度改定では、救急医療、24時間対応の

勤務医等を対象にICTを活用した医療の効率化やタスクシフト・シェアの推進に資する環境整備、

患者の受療行動の変容に向けた総合的な取組みを推進すべきであり、入院基本料等で一律に評価

する等、安易に患者へ負担を生じさせる対応とすべきではない。 

① 医療機関における院内の労務管理・勤務環境改善のためのマネジメントの実践に対する評価

については、令和 2年度政府予算を有効に活用したうえで、医師等の時間外労働の上限規制

が適用される令和 6年 4月までの 3回に渡る診療報酬改定により、医療従事者の働き方改革

の進捗状況を踏まえつつ段階的に対応する必要がある。 

② 前述の、急性期の入院料の評価の適正化を通じて、「急性期一般入院料 1」から「急性期一般

入院料 2」等への転換を推進するための対応を進めることは、医師・医療従事者の負担軽減

にも寄与するものである。こうした観点から、「重症度、医療・看護必要度」の在り方等、

患者の状態に応じた入院医療の適切な評価等の視点も求められる。 

③ 特に過酷な勤務環境となっている高度な救急病院における勤務医の負担を軽減するために

は、労働時間短縮に向けた緊急的な取組を推進する必要があり、診療報酬上の評価にあたっ

ては、中長期的な目標設定と進捗状況の報告の要件化等により、患者へ「見える化」するべ

きである。 

④ 医療従事者の負担軽減に資する「医師事務作業補助体制加算」と「総合入院体制加算」につ

いては、医療現場の実態やニーズを勘案した効果的な加算とする観点から、評価項目を棲み

分けたうえで実効性のある算定要件へと見直す必要がある。 

⑤ チーム医療の推進に資する「病棟薬剤業務実施加算」については、同加算の届出数が低調な

小規模病院の届出が進むような施設基準へと見直すべきである。 
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⑥ 医師の常勤要件については、働き方改革の視点だけではなく、夜間等の緊急対応や継続的な

診療、経験等の専門性の必要に照らしたうえで見直すことが求められる。 

 

２．個別項目 

（１）救急医療、小児・周産期医療 

① 入院時に重篤な状態である患者に限り算定できる「救急医療管理加算 1」は、算定要件とな

っている「意識障害又は昏睡」、「ショック」等の患者の状態を定量的な指標で明確化したう

えで、指標に基づく重症度スコアをレセプト等に記載することを義務付けるべきである。 

・ 「救急医療管理加算 1の対象患者の状態に準ずる重篤な状態」とされる「救急医療管理加算

2」についても、「加算 1」と同様の対応のほか、集積した重症度スコアデータに基づき、算

定された患者の実態を把握するための分析を進める必要がある。 

 

（２）治療と仕事の両立支援 

① 治療と仕事の両立支援の推進に向けて、「療養・就労両立支援指導料」については、診療情

報の提供先となる企業側の受け手の職種の医学的な知見にも留意しつつ、「主治医による企

業への診療情報の提供に対する評価」と、「産業医からの助言に基づく治療計画の見直し・

再検討に対する評価」を区分したうえで、点数設定の適正化を図るべきである。 

 

（３）医薬品の効率的かつ有効・安全な使用 

① 後発医薬品の更なる使用促進に向けては、薬局の「後発医薬品調剤体制加算」や医療機関の

「後発医薬品使用体制加算」について、2020年 9月までに 80％とする後発医薬品の数量シ

ェア目標に対応した算定要件へと厳格化したうえで、数量シェアが著しく低い薬局の調剤基

本料を減算する対象を拡大するとともに、数量シェアが著しく低い医療機関に対する減算規

定の新設も求められる。 

② 重複投薬の解消を推進するためには、かかりつけ医が重複投薬の有無を確認し、他の医療機

関間の連絡・調整を行った結果、減薬を達成できた場合にのみ、その取組みを評価する仕組

みとすべきである。 

③ 残薬の発生防止・解消を推進するためには、現行の処方箋様式を見直し、薬剤師が残薬を調

整したうえで医師に事後報告する効率的な仕組みや、お薬手帳の ICT化による使用の標準化

が必要である。 

④ これまでの改定で適正化の観点から見直された薬剤給付（湿布薬等）のさらなる検証と見直

しを進めるべきである。 

 

（４）医療機器の効率的かつ有効・安全な利用 

① CT、MRI については、共同利用する場合の対象を明確にしたうえで、共同利用する場合の充

実と共同利用しない場合の適正化による、メリハリのある評価体系とすることが求められる。 

・ CT、MRI の保守点検については、診療報酬を算定するための要件ではなく、患者に対する医

療安全の観点から、全ての医療機関で確実に行うことを原則とすべきである。 
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（５）腎代替療法（血液透析、腹膜透析、腎移植） 

① 腎性貧血治療に係る評価については、ESA製剤の実勢価格を踏まえた包括点数へと適正化を 

図るとともに、経口内服薬であるHIF-PHD阻害薬を用いる場合の評価は、設定薬価等の実

態に見合った新たな報酬体系を新設することが求められる。 

② バスキュラーアクセス（シャント）に係る処置の評価については、他の手技との難易度や緊 

急性を踏まえ、現行の高額な診療報酬点数について大幅に適正化する必要がある。 

 

（６）がん対策 

① がん対策は、診療報酬による評価で対応すべきことと、国や自治体等が提供する事業で対応 

すべきことの役割を整理したうえで、メリハリをつけた対応を検討すべきである。 

② がん患者に対する緩和ケアについては、緩和ケア病棟と外来・在宅緩和ケア提供医療機関や、 

緩和ケアチーム体制との切れ目のない連携が必要である。 

 

（７）感染症 

① 小児外来診療における抗菌薬の適正使用に向けては、抗菌薬の適正使用に関する患者・家族

の理解向上に資する診療を加算で評価するのではなく、小児かかりつけ診療料や小児科外来

診療料の算定要件に追加する対応が求められる。 

 

（８）歯科診療報酬 

① 歯科外来診療における院内感染対策については、患者の安心・安全の視点から医療機関が行

う本来の責務であり、基本診療料への上乗せではなく、従事者に対する研修や教育の充実で 

対応すべきである。 

② 歯科疾患の継続的な管理を評価する「歯科疾患管理料」については、対象疾患や患者の同意、

管理計画の在り方等を算定要件で明確化するとともに、継続的な管理を行った場合に算定可

能となるような点数設定に見直すことが求められる。 

③ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所は、かかりつけ歯科医機能を有している診療所であ

ることや、一般診療所と差別化している診療報酬点数について、文書で患者に説明を行うこ

とを算定要件に追加するとともに、平成 30 年度改定で施設基準に追加した地域包括ケアシ

ステムにおける活動実績は、かかりつけ歯科医機能を発揮するためにも、令和 2 年 3 月 31

日までとする経過措置を終了する必要がある。 

 

（９）明細書無料発行 

① 明細書については、患者にとって身近でわかりやすい医療を実現するために必要なツールの

一つであり、患者に対する安全な医療や患者の健康リテラシーの高上に向けて、明細書無料

発行の完全義務化を実施するとともに、明細書の内容を患者が理解しやすい表記へと改める

対応が求められる。 

 

（10）義肢装具の提供に係る医療機関と義肢装具事業者との連携 

① 義肢装具を医療機関と義肢装具事業者が共同して患者に提供する場合、医療機関からの処置
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料と装具業者からの療養費が二重に患者や保険者に請求される不適切な事例が多発してい

ることを踏まえ、義肢装具の提供に係る処置料の算定要件を明確化する必要がある。 

 

（11）医療機関間の情報共有の推進 

① 患者の紹介を受けた医療機関が、紹介元医療機関からの求めに応じ、患者への指導内容や 

今後の治療方針を情報提供する場合の評価については、新たに追加の負担が生じる患者への

文書による丁寧な説明と、その説明に対する患者の同意を算定要件とすべきである。 

 

（12）妊婦加算の今後の取扱い 

① 診療報酬は、患者が受けた医療行為の対価として支払うものであり、患者が納得して支払う 

要件設定が不可欠である。このため、診療報酬改定を行うに当たっては、2019年 1月から算

定が凍結されている「妊婦加算」を教訓に、その目的や趣旨・内容が国民に十分理解される

よう、患者の視点に立った適切な対応が求められる。 

・ 「妊婦加算」については、まずは、産婦人科以外の医師への研修や相談窓口の設置等、妊産

婦に対する診療体制を充実するための進捗状況を踏まえたうえで、今後の取扱いについて丁

寧に検討する必要がある。 

 

３．薬価・保険医療材料価格の見直し 

薬価と保険医療材料価格については、「令和 2 年度薬価制度改革の骨子」、「令和 2 年度保険医

療材料制度改革の骨子」の内容を踏まえ、着実に見直しを進めていくべきである。 
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令和元年１２月２０日 

 

国民が望み納得できる、安心・安全で良質な医療を安定的に提供するための 

令和２年度診療報酬改定に対する二号（診療側）委員の意見 

 

中央社会保険医療協議会 

二 号 委 員 

松 本 吉 郎 

今 村  聡   

城 守 国 斗 

猪 口 雄 二 

島  弘 志 

 林  正 純 

有 澤 賢 二 

〔 医 科 〕 

Ⅰ 基本的考え方 

わが国は、世界に類を見ない少子高齢社会に直面している。人生 100 年時代を迎えるな

か、幸福な国民生活を将来にわたり送るためには、必要な医療・介護を安心して受けられ

るようにしなければならない。 

世界的に見ても少ない負担で満足度の高い、非常に優れた「国民皆保険」という貴重な

財産を守り抜き、次世代の人々、さらには医療従事者も誇りを持って仕事をすることがで

きるよう、持続可能な社会保障制度の確立に向け、限られた財源を適切に活用する必要が

ある。 

 社会保障審議会（医療保険部会・医療部会）がとりまとめた『令和２年度診療報酬改定

の基本方針』では「医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進」が重点課題とし

て位置づけられた。2040 年の医療提供体制の展望を見据え、地域医療構想の実現に向けた

取り組み、実効性のある医師偏在対策、医師・医療従事者の働き方改革を推進し、総合的

な医療提供体制改革を実施していくことが求められている。この取り組みにより、国民の

健康寿命を延伸させ、持続可能な社会保障制度の実現につなげるとともに、社会保障の充

実により国民不安を解消することができる。 

また、国民が住み慣れた地域において質の高い医療・介護を受けるため、かかりつけ医

を中心とした切れ目のない医療・介護提供体制が確保されるよう、介護・福祉サービスな

どとともに医療の充実は欠かすことができない。令和２年度診療報酬改定では前回改定に

引き続き、地域における医療資源を有効活用しながら、継続して改革を進めるために必要

財源を配分すべきである。 

 我々は、地域医療を守る使命感と倫理観に基づき、将来にわたりわが国の医療制度を維

持・発展させるため、令和２年度診療報酬改定に当たっては、以下に示す事項を基本方針

として捉え、その実現に向けて取り組むことを求める。 

 なお、これまで中医協で検討してきた項目については、あくまでも財源次第での議論で

あり、改定率を踏まえ、メリハリを付けたり、優先順位を決め、実施しないものが出てく

Administrator
スタンプ
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ることは当然である。 

 

１．診療報酬体系の見直し 

 ○医療機関の創意工夫による運営を可能とする告示、通知等を含めた抜本的な見直し、 

簡素化 

２．あるべき医療提供体制コスト等（医業の再生産費用を含む）の適切な反映 

○「もの」と「技術」の分離の促進（ものから人へ） 

○医学・医療の進歩への速やかな対応 

○無形の技術を含めた基本的な技術評価の重視 

○出来高払いを原則として、包括払いとの適切な組み合わせの検討 

３．大病院、中小病院、診療所が各々に果たすべき機能に対する適切な評価と、地域の医

療提供システムの運営の円滑化 

 ○急性期医療から回復期・慢性期に至るまで良好に運営できる診療報酬体系の整備と十

分な評価 

 ○救急医療、精神科救急医療等の不採算医療・政策医療を引き受けてきた医療機関が健

全に運営できる診療報酬の設定 

○地域の診療所や中小病院のかかりつけ医が地域包括ケアシステムにおいて担う中核的

機能を踏まえた手厚い評価 

４．医師・医療従事者の働き方の実状を踏まえた診療報酬上の対応 

○医師等の働き方改革の推進 

○医療従事者の負担軽減策のさらなる推進（複数非常勤従事者の常勤換算 等） 

○専従要件である所定労働時間や配置場所の大幅な基準緩和 

５．施設基準の簡素化と要件緩和 

６．認知症対策に係る充実評価 

７．小児・周産期医療の充実 

８．不合理な診療報酬項目の見直し 

９．その他必要事項の手当 

 

Ⅱ 具体的検討事項 

以上の基本方針を前提として、特に検討すべき具体的な事項について、以下に列挙す

る。 

１．初・再診料 

（１）初・再診料、外来診療料の適切な評価（引き上げ） 

医師の技術料の最も基本部分であるとともに、経営原資となるものである。高齢者

の増加に伴い診療時間が長くなっている。医療機関の健全な経営のために医師の技術

を適正に評価し、職員等の人件費や施設費等のコストに見合った点数に引き上げるこ

と 

（２）再診料の見直し 

地域包括ケアシステムの要である診療所・中小病院の再診料の水準を平成 22 年度改

定前の水準に戻すこと（再診料の平成 26 年度改定における引き上げは消費税率引き上
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げに伴う補填目的であり、平成 22 年度引き下げ分の措置ではない） 

（３）同一医療機関における同一日複数科受診の評価 

同一医療機関において、同一日に複数の診療科をそれぞれ異なる疾患で受診した場

合、全ての診療科について、初・再診料の区別なく、また逓減することなく算定でき

るようにすること 

（４）かかりつけ医機能のさらなる評価 

超高齢社会を乗り切るための最重要課題である地域包括ケアシステムの確立に向

け、診療報酬上のかかりつけ医機能をより充実させる必要がある。具体的には、地域

包括診療加算・地域包括診療料、認知症地域包括診療加算・認知症地域包括診療料、

小児かかりつけ診療料における要件を見直すとともに、点数を引き上げること 

                                       等 

 

２．入院基本料 

（１）入院基本料の適切な評価 

看護職員配置数により格差がつく評価体系を改め、医療機関の設備投資・維持管理

費用について明確に評価するとともに、多職種協働によるチーム医療の推進を踏ま

え、看護師だけでなく多種の医療従事者の人件費についても適切に評価すること 

（２）重症度、医療・看護必要度 

前回改定で、重症度、医療・看護必要度の指標に、診療実績情報データを用いた

「Ⅱ」という新しい指標を導入したばかりであり、十分な検証・分析を行った上で見

直し等を検討することとし、「Ⅱ」への一本化等の見直しを拙速に行わないこと 

許可病床数別に議論するとしても、病床数の内訳として一般病棟以外の病棟（例え

ば、精神科病棟など、重症度、医療・看護必要度とは関係がない病棟）が多い場合に

ついては、一定の配慮をすること 

（３）入院医療の評価体系の見直し 

改定の度の大幅な変更は現場に過大な負担となるため、不合理な箇所の部分的修正

などに留めること 

中長期的な対応として、入院医療機能のより適切な評価指標や測定方法として、多

職種協働によるアウトカム評価を行い、提供する医療の質を評価する新たな指標の導

入の検討が必要である 

（４）急性期一般入院料 

前回改定で再編統合した急性期一般入院基本料について、急性期一般入院料２及び

３への移行は、入院料１からしかできない点について、下位からも上位へ移行できる

ようにすること 

（５）入院中の患者の他医療機関受診の取扱いのさらなる見直し 

精神疾患を含め多疾患を有する高齢者の増加や、専門医療が高度化している現在、

他医療機関受診時の出来高入院料の減算や特定入院料等の減算は懲罰的な診療報酬規

則であり、国民の受療する権利を阻害している 

また、他医療機関での保険請求が不可能なことで、手続きが非常に煩雑になるとと

もに、特定入院料等算定医療機関では保険請求すらできず全額持ち出しとなっている

ため、他医療機関での保険請求を可能とすること 
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（６）医療療養病床の経過措置 

療養病棟入院基本料経過措置１及び２について、届出状況等を鑑み、経過措置１に

ついては経過措置を延長し、経過措置２については、届出施設の今後の意向等を踏ま

えた対応とすること 

（７）精神疾患特性を踏まえた在宅移行の在り方 

精神疾患はその個別性の故に一律の期限を定めた入院や安易な退院促進は馴染まな

いため、診療報酬上の配慮が必要である。施設基準の在宅移行率については、施設基

準遵守のあまり、早期の再燃リスクが十分検討されないまま退院する患者が一定割合

発生している現状がある。そのような患者は短期間での再入院を余儀なくされる危険

性が高まり、それは長期予後の悪化につながる。したがって、現行の在宅移行率は撤

廃あるいは緩和すべき 

（８）地域包括ケアシステムに欠かせない有床診療所の評価 

複数医師の配置や夜間の医師、看護師配置が可能となるような入院料の引き上げ 

配置加算、地域の実情に合わせた有床診療所の評価 

                 等 

 

３．入院基本料等加算、特定入院料 

（１）現場の柔軟性を損なわない形での勤務医負担軽減策の実施 

（２）救急医療管理加算のさらなる評価 

医師の働き方改革で、経営的に大きな影響を受ける二次救急を提供する医療機関を

支えるため 

救急医療の 24時間体制での提供には人的配置を含め、多額のコストを費やしている

にもかかわらず評価が不十分である 

（３）医師事務作業補助体制加算の算定病棟拡大 

医師の事務作業が多いのは全医療機関の問題であり、全病床種別での算定を可能と

すること。また、除外業務となっている「診療報酬の請求事務」については、除外業

務から削除することが望ましい 

（４）医療の安全管理・院内感染症対策等に対する評価充実 

実際にかかっている経費を保証する点数設定（手術時の医療安全管理に対する評価

を含む）を行うこと 

（５）急性期看護補助体制加算の見直し 

現場の実情にあわせて、急性期看護補助体制加算を入院全期間において算定できる

ようにすること 

また、慢性期の病棟においても、高齢者・認知症等の患者を受け入れ、現実として

看護補助者を配置しており、何らかの評価が必要である 

（６）病棟薬剤業務実施加算の要件等の見直し 

薬剤業務は病床数や診療科により、薬剤の使用頻度や量に差があるため、時間要件

を全病棟で個別に満たすのではなく、対象病棟全ての合算で満たせばよいものとする

とともに、対象病棟を拡大する 

病棟薬剤業務実施加算１は、専任の薬剤師をすべての病棟に配置する必要がある

が、病棟単位での届出を可能とすること 
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病棟薬剤業務実施加算２について、単独での届出を可能とすること 

（７）特定入院料に係る算定上限日数等の要件緩和 

適正な診療を行う上で算定上限日数を超えて管理を要する症例が多くある 

特定集中治療室の場合は、患者の病態に応じた日数の延長、新生児特定集中治療室

及び新生児治療回復室などの 2 つ以上の特定入院料算定治療室に入室した場合の算定

期間の通算ルールを廃止 

（８）特定入院料における高額薬剤等の包括除外 

患者の生命維持や治療に不可欠で代替困難な薬剤や放射線治療等の高額医療を特定

入院料の包括から除外すること 

また、精神科特定入院料は、算定できる項目がポジティブリスト化されているた

め、他科に比べて過剰に包括されている。代替困難な薬剤や放射線治療等の高額医療

（ＬＡＩを含む）及び高齢者対応の「リハビリテーション」の項目は、特定入院料の

包括から除外すること 

（９）地域包括ケア病棟入院料の施設基準の見直し 

前回改定で在宅復帰率の分子から「療養病棟」及び「介護老人保健施設」が削除さ

れたが、分子の対象に復元すること 

（10）地域包括ケア病棟（病床）の適正評価 

本来の目的である地域包括ケアを支えるために、「急性期後の加療」「在宅等の患者

の増悪への対応」「在宅療養の支援」をバランス良く機能することへの評価とする 

（11）精神療養病棟入院料 

従来の人員配置では、高齢化に伴う認知症併存率の上昇、身体合併症の増加やＡＤ

Ｌ低下に対応が困難になりつつあるため、人員配置を加配する際の加算を設けること 

（12）地域移行機能強化病棟入院料 

届出期限が 2020年３月 31日までとなっているが、未だ少数の医療機関の届出状況

である現状を鑑み、期限を延長すること 

患者の移行促進のため、90％以上の病床利用率の要件を 80％に緩和すること 

（13）短期滞在手術等基本料 3 

小児、認知症患者への全身麻酔時の適正な評価をすること 

手術件数の少ない地方でも経営が成り立つ点数設定への変更 

全身麻酔や水晶体嚢拡張リング使用加算が包括されているが、認知症患者や水晶体

脱臼のような重症例への手術に対する評価が必要であり、全身麻酔及び水晶体嚢拡張

リング使用加算を除外すること 

                                                                 等 

 

４．基本診療料全般 

（１）地域包括ケアシステムにおけるＩＣＴを利用した連携体制の評価 

（２）チーム医療における多職種の連携の評価 

多職種連携による食事指導への積極的な関与は、患者の早期退院やＱＯＬ向上に効

果を上げており医療の質向上に寄与するとともに医療従事者の負担軽減につながって

いる。高齢化、がん・精神疾患等の患者の増加に合わせた評価と施設基準を緩和する

こと 
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等 

５．医学管理等 

（１）小児科外来診療料の見直し 

一部の加算等を除き包括の点数となっており、医師の技術料を十分評価した点数へ引

き上げ、対象年齢拡大等 

（２）特定疾患療養管理料の見直し 

月 1 回 450 点を算定可能に 

医療の進歩により、新しい疾患概念や治療法が増加したこと、超高齢社会による疾病

構造の変化に適切に対応するために、対象疾患を見直す 

（３）救急医療の評価の見直し 

救急医療の 24 時間体制での提供には人的配置を含め多額のコストを費やしているに

もかかわらず評価が不十分である。地域包括ケアシステムの推進のためにも、地域の

救急体制の維持は重要であり、夜間休日救急搬送医学管理料の増額・要件緩和、院内

トリアージ実施料の要件緩和をすること 

（４）認知症診療の環境整備 

認知症患者の診療は、単なる認知機能の評価にとどまらず、生活障害、行動・心理

症状、家族の介護負担の評価等を包括的に行う必要がある。現在、認知症疾患医療セ

ンターで診断され、他の保険医療機関へ紹介された患者のみ認知症療養指導料の算定

が可能であるため、認知症専門医やかかりつけ医でも算定可能とすること 

（５）小児運動器疾患指導管理料の対象年齢引上げ 

現行の６歳未満という対象年齢では、小児運動器疾患の中でも頻度が高く、主に 12

歳前後で発症する特発性側弯症が対象とならない。また、特発性側弯症は、生涯にわ

たり医師の管理が必要な疾患であり、有効な管理を行うことで侵襲的な治療を最小限

にすることができる。算定要件を 15歳未満とすれば、特発性側弯症患者の大部分を対

象患者とできる 

（６）診療情報提供料（Ⅰ）の見直し 

少子高齢社会に対応した診療情報提供施設の見直し 

中学生までの乳幼児・児童・学童に対する療養指導管理の要点を、行政・保健・福

祉関連機関等へ情報提供した場合の算定を可能とする 

その他、介護療養施設等への情報提供、職場「産業医」への社会復帰のための情報

提供など、診療情報提供施設を拡大する 

（７）婦人科特定疾患に対する管理料の新設 

①更年期症候群（障害）・卵巣欠落症状 、②子宮内膜症・月経困難症を対象疾患と

して婦人科特定疾患指導管理料を新設する  

                                          等 

 

６．在宅医療 

（１）在宅医療を充実させるための算定要件の簡素化・緩和 

複雑化した在宅時医学総合管理料等の算定要件の簡素化 

主治医の専門以外の診療科のチーム医療でも在宅療養指導管理料を算定可能とする 

機能強化型在宅療養支援診療所・病院（連携型）の看取り要件の緩和 



7 

 

継続診療加算の要件緩和 

在宅ターミナルケア加算の酸素療法加算は死亡月のみならず、死亡前月でも算定可

能とする 

（２）在宅医療の点数設定の是正 

一般診療所と在宅療養支援診療所の診療報酬格差の是正 

同一建物居住者に対する訪問診療料、単一建物居住者に対する在宅時医学総合管理

料、施設入居時等医学総合管理料の点数設定の見直し（入居する場所のみをもって点

数設定するのではなく、個々の患者に対する医療の質・手間・技術を正当に評価すべ

き） 

在宅時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料の処方箋を交付しない場合の

加算点数の引き上げ 

（３）在宅患者訪問診療料（Ⅰ）在宅患者訪問診療料２の要件緩和 

月１回、原則６か月を限度とし、在宅時医学総合管理料等を算定する医療機関から

の依頼に限られている算定要件の緩和 

（４）小児在宅医療の充実 

小児及び若年成人の在宅緩和ケアは、症状コントロールが難しく心理的、精神的苦

痛へのケアなどの課題はあるが、ターミナルを家庭で過ごす意義は大きい。在宅患者

訪問診療料（Ⅰ）に小児ターミナルケア加算を新設する 

学校に通う医療的ケア児が、安全・安心に学校生活を送ることができるよう、主治

医から学校医への情報提供を評価すること 
（５）在宅療養指導管理料における在宅療養指導管理材料加算について、実勢価格等を踏

まえ適正化すること。併せて、医学管理等に係る技術を適切に評価すること 

     等 

 

７．検査・画像診断 

（１）医師の技術料としての評価が低すぎる検査料の見直し 

例えば、評価が低く原価割れのため標準的手順が省かれ、結果的に医療費を高騰さ

せている生体検査（運動負荷、呼気ガス分析加算など）の再評価など 

（２）画像診断管理加算は常勤の放射線診断専門医によるＣＴ、ＭＲの全例の画像診断管

理及び読影体制、医療被爆及びＭＲＩ安全管理体制、緊急読影体制、医療データの提

供体制がある場合に増点する 

（３）遠隔画像診断の定義と内容の再分類、その効用を明確化し、画像診断管理と遠隔画

像診断の有機的運用ができるよう改善を行うこと 

（４）コンピュータ断層診断の要件を見直し、他医療機関撮影のＣＴ等の読影は初診・再

診にかかわらず評価すること 

                                                    等 

 

８．投薬 

（１）7 種類以上の内服薬処方時及び向精神薬多剤投与時の処方料、薬剤料、処方箋料の

減算の撤廃 

多数の疾患を抱える患者、特に高齢者をかかりつけ医が担当するためには多剤投与
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が必要となるケースは避けられない。多剤投与の方が投薬管理は複雑になり加算も検

討すべきであり、減算される仕組みは不合理である 

糖尿病だけでも４種類の薬剤が必要な場合が少なくない。高血圧症、高コレステロ

ール血症などが合併すると７種類以上になるケースが多い 

（２）処方日数の適正化 

平成 28年度改定で 30 日を超える長期投薬について、取扱いの明確化が図られた

が、さらなる長期投薬を減らす取組みを導入、例えば、超長期処方（例えば 90 日以

上）を行う場合には、必要理由の記載を義務付けるようにすること 

（３）院内処方、院内調剤の適正評価 

同一の調剤技術料に対し、院内と調剤薬局の報酬の格差が大きいため、院内の評価

を見直す、例えば、院内処方における一包化加算の新設、外来後発医薬品使用体制加

算に代わる院内処方での後発医薬品使用促進に係る加算の新設、処方料、調剤料の引

き上げ 

（４）後発医薬品使用に対する基盤整備 

後発医薬品に対する医療提供側、患者側双方の不信感や情報不足を解消するための

早急な基盤整備を行うこと、さらに患者や医師が安心して後発医薬品を使うためのチ

ェックシステムを設置すること 

                                                     等 

 

９．注射 

内科系の中心的な治療である薬物療法における処方技術評価の改善を図るために、 

「注射」の項に「処方料」を新設すること 

                                      等 

 

１０．リハビリテーション 

（１）リハビリテーションにおける算定要件の緩和と点数格差の是正 

施設基準、人員配置等の要件が同じである脳血管疾患等リハビリテーション（Ⅱ）

と 

運動器リハビリテーション（Ⅰ）の点数格差の是正  

（２）運動器リハビリテーション小児加算の新設 

現行では年齢等に関わらず、同じリハ点数を算定している。成長期である 15歳以下

のリハは年齢別にきめ細かな対応をすることで、将来の身体障害を減少させる計画性

が必要である。また、保護者に対する説得・説明も重要  

                     等 

 

１１．精神科専門療法 

（１）精神科専門療法の同一日・同一週併算定 

3 か月以内を急性期入院治療期間と位置づけて高密度の治療を短期集中的に行い退院

促進する政策的方向性が打ち出されている一方、精神科専門療法に同一日／同一週併

算定を妨げる要件が設定されているのは不合理である 

入院精神療法ⅠとⅡの同一週併算定、抗精神病特定薬剤治療指導管理料と精神科デ
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イ・ケア等の同一日算定等を可能とする 

（２）抗精神病特定薬剤治療指導管理料 

持続性抗精神病注射薬剤（ＬＡＩ）は薬剤の特性上、計画的な治療計画や当該薬剤

の効果及び副作用に関する説明等、療養上必要な指導を行うことが重要であるが、現

在、外来のみでの算定となっているため、「１ 持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理

料」を入院中でも算定可能とする。また、特定入院料の包括から除外すること 

等 

 

１２．処置・手術・麻酔 

（１）休日加算 1、時間外加算 1、深夜加算 1 の要件の見直し 

「当直等を行った日が年間 12日以内であること」「当直医が毎日６名以上」の施設

要件は、都市部の大病院でなければ満たせる要件ではなく、実際に救急診療を行って

いる地域の中核病院で加算が取得できるよう、施設基準の要件を緩和する 

（２）ディスポ製品の費用を考慮した点数設定 

処置の実施において、感染予防等によりディスポ製品の使用が常識となっている現

在において、長年低点数のまま据え置かれている処置項目については、技術料が含ま

れていないに等しい状況となっている（特に、外来管理加算よりも低点数の処置項

目） 

（３）基本診療料に含まれる処置の見直し 

処置の必要性は重症度などの医学的判断によるべきであり、処置範囲の大きさで決め

るものではない 

（４）手術料の適正な評価（外保連試案の意義を含めた見直し） 

短時間で終了する手術が簡単なものという評価は適切ではない。先端医療機器の導

入や医師の研鑽の結果による効率化や手術時間の短縮は正しく評価されるべき 

（５）同一手術野で実施する複数手術の評価 

２以上の手術を同時に行った場合の費用の算定について、行った手術の手技料は、

それぞれ算定できるようにすること 

（６）診療材料を多く使う手術点数の適正化 

診療材料の実費が、診療報酬の 50％以上を占める術式が数多く存在している。償還

されない診療材料を多く使用する手術については、手術点数を適切に引上げる 

（７）麻酔管理料の施設基準の見直し 

当該保険医療機関の常勤の麻酔科標榜医（地方厚生（支）局長に届け出ている医

師）に限るとあるが、医師不足による非常勤医師での算定も可とする 

                            等 

 

１３．放射線治療 

（１）Intrafraction IGRT加算の新設 

治療ビーム照射中にリアルタイムに腫瘍・臓器位置を監視し、位置変位量が閾値を

超えた場合に治療ビームが自動的に遮断され、位置修正後に治療を再開する 

（２）ＡＩを用いた放射線治療計画 

データベースに登録された過去の放射線治療計画データを使用して、患者ごとに最
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適な輪郭情報、ビーム設定、線量分布形状を予測することで、放射線治療計画の各プ

ロセスにおける質の向上及びバラツキの低減が可能となる                                                                

等 

 

１４．ＤＰＣ 

高度急性期病院の機能を評価すること 

少子高齢化社会の中で子育て世代のセーフティーネット機能として小児科診療が機能

するような見直し                                            等 

 

１５．その他 

（１）診療上必要な文書の簡素化等 

患者に説明を行う場合「文書」を必要とされているものが多数ある。その中には、

「患者署名又は印」を要するものもあり、電子カルテ上に保存する場合、相当数の人

手と時間を要するため、説明を要するものには「文書」を必須とせず、電子媒体によ

る説明及び電子署名でも可とする 

診療報酬上、同意が必要な「輸血にかかる同意書」「血漿成分製剤の輸注に係る同意

書」「身体的拘束実施時の同意書」「特別療養環境室希望時の同意書」「がん治療連携計

画策定料に係る同意書」「入院診療計画書」等について、負担軽減と業務効率化の観点

から、一括のサインで可能とする 

（２）改定時における点数表の早期告示、周知期間の確保、行政によるきめ細かな周知 

（３）電子カルテ規格の標準化 

（４）その他必要事項 

  



11 

 

〔 歯 科 〕 

Ⅰ 基本的考え方 

健康寿命の延伸、人生 100年時代に向けた「全世代型社会保障」の実現が令和２年度診療

報酬改定の基本方針に掲げられており、その実現の基盤は「健康」であり、歯科医療の果た

す役割や責務は大きいと考える。「口腔の健康が全身の健康に寄与する」ことを示す様々な

エビデンスが蓄積されており、歯科医療を通じて、国民の生活を支える医療を提供してきて

いる。 

特にライフステージに応じた口腔疾患の予防や長期管理等による重症化予防および口腔

機能の維持・向上を「かかりつけ歯科医」が中心に提供することで、国民の健康および安全・

安心な生活に資すると考えている。また、超高齢社会において増加する、要介護者や様々な

疾患を抱える高齢者への歯科医療および口腔健康管理、口腔機能低下への対応等を通じ、QOL

の改善と健康寿命の延伸を目指すことも責務である。 

さらに、重点課題の医療従事者の負担軽減並びに医師の働き方改革の推進においても、医

科歯科連携をさらに推進することにより、その役割を果たすものと考えている。 

医療経済実態調査の結果からも、多くの個人立歯科診療所の経営は長年の物価上昇率に比

べ損益差額の低迷が明らかであり、設備投資やスタッフの待遇改善もままならない厳しい経

営環境が続くなかで、安全・安心で良質な歯科医療提供に日々努力をしている。今後も「国

民の健康な生活を支える」という歯科医療提供者の本来の責務を持続的に果たすため、以下

に掲げる事項を基本方針と定め、歯科診療報酬について所要の改定を求める。 

 

■健康寿命の延伸、人生 100年時代に向けた「全世代型社会保障の実現」 

 ➢かかりつけ歯科医機能のさらなる評価 

    ・口腔疾患の継続管理・重症化予防 

    ・口腔機能維持向上への対応 

・医科医療機関との連携推進 

    ・質の高い在宅歯科医療のさらなる推進 

    ・医療連携、多職種連携、地域連携の推進 

 

■医師等の働き方改革の推進 

➢医科歯科連携の推進 

    ・病院との連携推進 

    ・周術期等口腔機能管理の推進 

    ・歯科診療所と病院歯科の機能分化・連携の強化 

 

■患者・国民に身近で安全・安心で質の高い医療の実現 

 ➢QOL向上を目指した歯科医療の提供 

    ・基本診療料の引き上げ 

    ・安全・安心で良質な歯科医療の充実 

    ・歯科固有の技術に対するあるべき評価 

    ・新技術、新規医療機器の保険収載促進と適切な評価 
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    ・障害児（者）や妊産婦、認知症等患者への歯科医療の充実 

 

■その他 

➢不合理な留意事項通知等の見直し 

・留意事項通知等の整理 

・長期継続管理の阻害要因の排除 

 

Ⅱ 具体的検討事項 

➢かかりつけ歯科医機能のさらなる充実・推進 

１．口腔疾患の継続管理・重症化予防 

多くのかかりつけ歯科医が取り組みやすい歯科医療技術を評価すること。また、前回

導入した口腔機能低下や口腔機能発達不全への評価が歯科疾患管理料の加算となってい

るために生じている不合理などを解消し、より推進できるよう見直すこと 

歯周病のみならず、小児や高齢者のう蝕管理等を含めた長期的視野に立った管理は重

要であり、そうした努力が８０２０達成者の増加にもつながっている。これらを踏まえ

口腔疾患の重症化予防はさらに推進すべきで、主たる診療報酬上の対応となっている歯

科疾患管理料を全口腔疾患に対象拡大し、長期管理に関してさらなる評価を検討するこ

と 

 

２．口腔機能維持向上への対応 

フレイル（オーラルフレイル）の概念も確立され、介護予防や脳血管疾患等による摂

食・咀嚼・嚥下機能の低下した対象者への口腔機能低下への対応が重要である。取組に

ついて、より推進していくため、口腔機能低下への取り組み及び舌圧測定、咀嚼能力検

査、咬合圧検査等の評価の見直しや、小児口腔機能発達不全症への新たな検査項目の保

険収載を検討すること 

 

３．医科医療機関との連携推進 

糖尿病と歯周病の関係は、特にⅡ型糖尿病において高い因果関係が示されている。医

科歯科連携における医療情報の共有については、より推進するインセンティブを検討す

ること 

妊産婦における歯科医療及び口腔健康管理は、ハイリスク妊産婦を含めて極めて重要

である。医科歯科連携の評価や管理・指導の評価を検討すること 

金属アレルギー患者等、医科との連携が必要な内容に関して、推進しやすい環境づく

りや医療保険での評価を検討すること 

 

４．質の高い在宅歯科医療のさらなる推進 

歯科訪問診療の更なる充実のため、歯科衛生士の地域偏在も考慮し、在宅療養支援歯

科診療所の人員要件等を見直し、かかりつけ歯科医による幅広い推進を検討すること。

また、質の高い在宅歯科医療提供のため、引き続き在宅専門の歯科医療機関のあり方を

検討し、地域における連携を強化すること 
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在宅歯科医療の充実には入院時からの連携とともに特に退院時の連携を強化すること 

入院・入所時の栄養サポートチーム等連携加算については、現状の問題点を改善し、

小児在宅など必要な患者への検討を推進すること。患者・家族の利便性や安全・安心な

歯科医療提供のため、デイサービスにおける歯科訪問診療が可能となる方策を検討する

こと 

 

５．医療連携、多職種連携、地域連携の推進 

超高齢社会において、要介護状態や多様な疾患を抱えた事例が増加しており、これら

に対応するため、さまざまな居住地での歯科医療提供について、さらに評価すること 

 

➢医科歯科連携の推進 

６．病院との連携推進 

歯科標榜のない病院との連携のさらなる推進は重要であることから、連携の妨げにな

っている項目を是正し、より推進できるよう見直すこと。経口摂取を行っていない患者

への口腔機能管理等を検討すること 

 

７．周術期等口腔機能管理のさらなる充実 

歯科における地域医療連携の核となっている歯科併設の病院や歯科標榜のない病院と

地域歯科医療連携室等との連携機能を評価すること 

また、歯科のある病院への周術期等以外の訪問診療に関して、現場実態を把握し、か

かりつけ歯科医との治療中断等を含めて効率的な方策を検討すること 

周術期等口腔機能管理の有効な対象疾患・患者の拡大等を検討すること 

 

８．歯科診療所と病院歯科の機能分化・連携の強化 

病院歯科と歯科診療所の役割分担を明確にし、より高度な歯科医療に関しては、病院

歯科がかかりつけ歯科医と連携の上、対応するようあるべき姿を検討すること 

   

➢QOL 向上を目指した歯科医療の提供 

９．基本診療料の引き上げ 

歯科診療所の経営状態は依然として厳しい状況が続いている中、医療技術の向上や医

療を取り巻く環境の変化とともに求められる水準も厳しくなっており、その対応は喫緊

の課題である。安全・安心で良質な歯科医療提供を継続するため、そのホスピタルフィ

ーである初診料・再診料を評価すること 

 

10．安全・安心で良質な歯科医療の充実 

前回改定で感染防止対策が切り離されたが、歯科外来診療環境体制加算に係る届出医

療機関の責務は大きい。施設基準要件の見直しを含め、ICT やデジタル機器等を利用し

て、患者に分かりやすい、かつ、安全・安心な歯科医療提供の評価を検討すること 

 

11．歯科固有の技術に対するあるべき評価 
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「歯科診療行為のタイムスタディー調査」によれば、歯科医療における基本的技術料

は未だ低評価のまま据え置かれており不採算となっている。良質な歯科医療提供によ

り、結果として国民の健康寿命の延伸に寄与できるよう、タイムスタディー調査に基づ

いた適正な評価を行うこと 

 

12．新規技術・新規医療機器の保険収載促進と適切な評価 

歯科医療の進歩のため、新規技術を積極的に導入するとともに、その技術に見合った

適切な評価を引き続き検討すること 

 

13．障害児（者）や妊産婦、認知症等患者への歯科医療の充実 

障害児（者）の生活にあわせ、歯科医療の提供には居宅、施設、外来等のシームレス

な対応が求められ、病院併設歯科や障害児（者）医療施設等と歯科診療所の連携・管

理、さらに歯科訪問診療の充実も求められる 

近年増加傾向にある重度障害の乳幼児の口腔（衛生・機能）管理について評価するこ

と。特に障害児（者）や妊産婦、認知症等患者は、口腔衛生管理が重要で、歯科衛生実

地指導、訪問歯科衛生指導、機械的歯面清掃処置等をさらに充実させること。また、医

科歯科連携への対応を評価し、歯科診療におけるバイタルサインのモニタリングについ

て充実させること 

 

➢不合理な留意事項通知等の見直し 

14．留意事項通知等の整理 

臨床現場の実情にそぐわない、過度な事務負担を求める不合理かつ詳細すぎる通知等

を是正すること 

 

15．長期継続管理の阻害要因の排除 

長期にわたる維持管理を推進するにあたって、阻害要因となりかねない規定を見直す

こと。特に１初診１回の算定制限については見直しが必要である 

 

➢その他 

16．明細書発行および診療報酬明細書の様式変更 

明細書発行の完全義務化並びに診療報酬明細書の様式変更は、手書きレセプトの医療

機関に影響がないよう慎重に対応すること 

 

17.その他必要事項 
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〔 調 剤 〕 

＜保険薬局における調剤報酬関係＞ 

Ⅰ 基本的考え方 

令和２年度の診療報酬改定にあたり、薬剤師・薬局は地域包括ケアシステムの一員として、

地域におけるかかりつけ機能の充実や対物業務中心から対人業務中心への構造的転換を推

進し、国民のニーズに合った医薬分業の推進、医療・介護連携による充実した医療提供に向

け、より一層取り組んでいく必要がある。 

国民が、住み慣れた地域で療養環境に関わらず安心して医薬品を使用できるよう、薬剤師・

薬局による安全な薬物療法の提供や適正な医薬品供給等を確保するとともに、医師をはじめ

とする多職種と連携を図る。すなわち、「服薬状況の一元的・継続的把握とそれに基づく薬

学的管理・指導」、「同一薬局の利用推進」、「24時間対応・在宅対応」、「医療機関等と

の連携」、「重複投薬、ポリファーマシー等への対応」に向けた取り組みをさらに推進する

ことが必要である。 

また、「2020年9月までに後発医薬品使用割合80％の実現」という目標達成には、薬剤師・

薬局による後発医薬品のさらなる普及促進への取り組みと安定供給等の環境整備も肝要で

ある。 

こうした状況を踏まえ、以下の事項を基本とする取り組みを進めていくことを求める。 

 

１．かかりつけ薬剤師・薬局機能の充実と拡大 

２．対人業務の評価の充実 

３．医療・介護連携、在宅薬剤管理指導業務の推進 

４．医薬品の適正使用、医療安全確保に向けた病診薬連携等の推進 

５．地域医療に貢献する薬局への評価 

６．後発医薬品・バイオ後続品のさらなる普及促進 

 

Ⅱ 具体的検討事項 

１．かかりつけ薬剤師・薬局による取り組みに対する評価 

・服薬状況の一元的・継続的な把握のさらなる推進 

・かかりつけ医や医療機関等との情報共有の推進など、さらなる多職種連携の強化 

２．薬歴等を踏まえた医薬品適正使用のための薬学的知見に基づく管理・指導の評価 

・重複投薬や残薬の改善、ポリファーマシー対応、分割調剤の応需体制の充実 

・薬剤耐性(AMR)対策や医薬品の効率的かつ安全で有効な使用促進 

・服薬モニタリング、調剤後の継続的な服薬支援の充実 

・お薬手帳のさらなる推進と有効活用に向けた取り組み、同一薬局の利用推進 

・薬物療法における医療安全の確保に資する薬学的関与の充実 等 

３．医療・介護連携、在宅医療における薬学的管理・指導の評価 

４．医療安全確保に向けた病診薬連携等の推進に係る評価 
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５．地域医療に貢献する薬局への更なる機能の充実と強化、それに伴う評価 

６．後発医薬品・バイオ後続品の普及促進に向けた更なる環境整備および評価 

７．その他必要事項 

 

 

＜病院・診療所における薬剤師業務関係＞ 

Ⅰ 基本的考え方 

入院・外来の医療機能の分化・強化、在宅医療・介護との連携を含めた地域包括ケ

アシステムの構築など、超高齢社会に対応した医療提供体制の構築を進めてきた。加

えて、医師の働き方改革の推進により、医療従事者へのタスクシフト・タスクシェア

の推進が急務とされており、病院・診療所における薬剤師に求められる役割は大きく

なっている。 

しかし、病院における薬剤師の人員不足はそれらの推進の大きな妨げとなってお

り、特に中小規模病院における薬剤師不足は深刻な問題である。 

また、薬剤管理指導及び病棟薬剤業務のさらなる充実や、それに伴う他の医療機関

及び保険薬局等との情報共有を充実することが、医療安全の確保と薬物療法の質の

向上に繋がり、医師の働き方改革に対応するための体制確保ができると考え、以下に

示す事項を基本方針として、その実現に向けた環境の整備を求める。 

 

１．病棟における薬剤師業務の更なる充実 

２．チーム医療・地域医療における薬剤師業務の推進 

３．働き方改革の推進 

４．医療安全の向上及び薬物療法の最適化に向けた取り組みの推進 

５．後発医薬品・バイオ後続品の更なる普及促進 

 

Ⅱ 具体的検討事項 

１．現在評価対象となっていない病棟における薬剤師業務の評価 

２．他医療機関や保険薬局等との薬物療法に関する詳細な情報共有の評価 

３．施設基準として２人以上の常勤薬剤師の配置が求められる診療報酬項目 

の要件緩和 

４．ポリファーマシーへの対応推進に関する評価 

５．後発医薬品・バイオ後続品の更なる普及推進に向けた評価 
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中医協 総－６－１

元 ． １ ２ ． ２ ０

中医協公聴会の開催について（案）

１ 目 的
令和２年度診療報酬改定に当たり、医療の現場や患者等国民の声を

反映させるため、中医協委員が国民の声を聴く機会を設定することを
目的として公聴会を開催することとする。

２ 会議名
中央社会保険医療協議会総会（公聴会）

３ 開催日時
令和２年１月２４日（金） １０時３０分～１２時３０分

４ 開催場所
富士市産業交流展示場 ふじさんめっせ 展示場３（１階）
（静岡県富士市柳島１８９－８）

５ 出席者
・中医協委員（総会委員）、保険局長、審議官
・公募による意見発表希望者の中から公益委員が選定した意見発表
者（１０名程度）

６ 議 事
・開会
・会長挨拶
・開催趣旨等説明
・令和２年度診療報酬改定に係る検討状況について（資料説明）
・意見発表者による意見発表
・会長総括・閉会

７ 意見発表者の募集及び傍聴者
・厚生労働省ホームページ等により開催を告知し、意見発表者の募
集及び傍聴の案内をする。

・傍聴は、当日先着順とする。（５００名程度収容可能）

８ その他
・会議は公開とし、報道機関等による撮影は、意見発表者による意
見発表開始前まで可とする。
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報道関係者 各位 

 

平成３０年度における保険医療機関等の 
 指導・監査等の実施状況について（概況） 

 

 

１ 指導・監査等の実施件数 
 

個別指導      ４,７２４件 （対前年度比 １０７件増） 

新規個別指導    ５,９６２件 （対前年度比 １８３件減） 

適時調査      ３,６３６件 （対前年度比   ７件減） 

監査            ５２件 （対前年度比  １４件減） 

 

 

２ 取消等の状況 
 

保険医療機関等            ２４件  （対前年度比  ４件減）   

（内訳）指定取消      ：１４件 （対前年度比 １件増）  

指定取消相当     ：１０件 （対前年度比 ５件減） 

 

保険医等           １９人 （対前年度比 １人増） 

（内訳）登録取消         ：１９人 （対前年度比 ２人増） 

登録取消相当     ： ０人 （対前年度比 １人減） 

                ※うち１人は、２保険医療機関等で登録取消となっている。 

 

特徴等 

・ 保険医療機関等の指定取消処分（指定取消相当を含む。）の原因（不正内容）を見ると、 

不正請求（架空請求、付増請求、振替請求、二重請求）がそのほとんどを占めている。 

    

・ 指定取消処分（指定取消相当を含む。）に係る端緒としては、保険者、医療機関従事者等、 

医療費通知に基づく被保険者等からの通報が１７件と取消（指定取消相当を含む。）件数の 

多数を占めている。 

 

 

３ 返還金額 

 

保険医療機関等から返還を求めた額は、約８７億４千万円（対前年度比約１５億４千万円増） 

（内訳）   

・ 指導による返還分   ：約３２億８千万円（対前年度比 約 １億５千万円増） 

・ 適時調査による返還分 ：約４９億３千万円（対前年度比 約１２億６千万円増） 

・ 監査による返還分   ：約 ５億３千万円（対前年度比 約 １億３千万円増） 

 

＜保険診療における指導・監査 HP＞  
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/shidou_kansa.html 

令和元年 12 月 19 日 

保険局医療課医療指導監査室 

(担当・内線) 室長補佐 早 坂(３２８６) 

室長補佐 遠 藤(３２８６） 

( 代 表 電 話 )  ０３(５２５３)１１１１ 

( 直 通 電 話 ） ０３(３５９５)２５７８ 
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スタンプ



 

平成30年度における保険医療機関等の指導・監査等の実施状況 

１．指導の実施状況 

（１）個別指導 

区   分 医  科 歯  科 薬  局 合   計 

保険医療機関等 １,６５３件 １,３３２件 １,７３９件 ４,７２４件 

保 険 医 等 ９,２１０人 ２,９９３人 ２,６５７人 １４,８６０人 
 

（２）新規個別指導 

区   分 医  科 歯  科 薬  局 合   計 

保険医療機関等 ２,３５５件 １,５３３件 ２,０７４件 ５,９６２人 

保 険 医 等 ３,６４０人 １,８５３人 ３,１３８人 ８,６３１人 
 

（３）集団的個別指導 

区   分 医  科 歯  科 薬  局 合   計 

保険医療機関等 ４,５０５件 ４，７０５件 ４,０５６件 １３,２６６件 

 

２．適時調査の実施状況 

区   分 医  科 歯  科 薬  局 合   計 

保険医療機関等 ３,６２３件 １１件 ２件 ３，６３６件 

 

３．監査の実施状況 

区   分 医   科 歯  科 薬  局 合   計 

保険医療機関等 １６件 ２８件 ８件 ５２件 

保 険 医 等 ３６人 ４８人 １８人 １０２人 

 

４．保険医療機関等の指定取消等及び保険医等の登録取消等の状況 

区     分 医  科 歯  科 薬  局 合  計 

保険医療機関等 
指 定 取 消 

指定取消相当 

 ６件 

３件 

７件 

５件 

１件 

２件 

１４件 

１０件 

計 ９件 １２件 ３件 ２４件 

保 険 医 等 

登 録 取 消 

登録取消相当 

５人 

０人 

１２人 

０人 

２人 

０人 

１９人 

０人 

計 ５人 １２人 ２人 １９人 

 

５．保険医療機関等の指定取消等に係る端緒 

（１）保険者等からの情報提供  １７件（保険者、医療機関従事者等、医療費通知に基づく 

被保険者等） 

（２）その他           ７件 

 

６．返還金額の状況 

返還金額は、８７億３８４０万円であった。 

・ 指導による返還分    ３２億７８６９万円 

・ 適時調査による返還分  ４９億３２７２万円 

・ 監査による返還分     ５億２６９９万円  
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７．指導・監査等の実施状況等の年度推移

年度 26 27 28 29 30 年度 26 27 28 29 30

医科 1,604 1,566 1,601 1,628 1,653 医師 7,797 4,287 4,986 6,611 9,210

歯科 1,365 1,331 1,324 1,314 1,332 歯科医師 2,196 1,845 1,979 1,803 2,993

薬局 1,497 1,506 1,598 1,675 1,739 薬剤師 2,073 2,143 2,326 2,440 2,657

計 4,466 4,403 4,523 4,617 4,724 計 12,066 8,275 9,291 10,854 14,860

医科 2,097 2,170 2,154 2,231 2,355 医師 2,355 2,666 2,918 3,042 3,640

歯科 1,623 1,709 1,599 1,558 1,533 歯科医師 1,916 1,847 1,613 1,975 1,853

薬局 2,798 2,616 2,420 2,356 2,074 薬剤師 3,538 3,430 2,880 3,323 3,138

計 6,518 6,495 6,173 6,145 5,962 計 7,809 7,943 7,411 8,340 8,631

医科 4,170 4,305 4,630 4,426 4,505

歯科 5,058 5,002 4,920 4,971 4,705

薬局 3,851 3,928 4,130 3,827 4,056

計 13,079 13,235 13,680 13,224 13,266

医科 2,346 2,561 3,356 3,632 3,623

歯科 0 0 7 10 11

薬局 1 1 0 1 2

計 2,347 2,562 3,363 3,643 3,636

医科 35 37 28 25 16 医師 112 78 103 68 36

歯科 45 45 39 33 28 歯科医師 148 81 120 59 48

薬局 7 8 7 8 8 薬剤師 32 22 40 40 18

計 87 90 74 66 52 計 292 181 263 167 102

医科 15 10 8 8 9 医師 8 7 6 5 5

歯科 19 26 18 19 12 歯科医師 14 18 14 13 12

薬局 7 1 1 1 3 薬剤師 8 1 1 0 3

計 41 37 27 28 24 計 30 26 21 18 20

年度

26 27 28 29 30

25 20 18 21 17

16 17 9 7 7

41 37 27 28 24

27

28

29

30 327,869 493,272 52,699 873,840 153,952

取
　
　
消

保　　　険　　　医　　　等　　（単位：人）保　険　医　療　機　関　等　　（単位：件）
区分

個
別
指
導

新
規
個
別
指
導

個

別

指

導

集

団

的

適
時
調
査

監
　
　
査

(

取
消
相
当
含
む

)

（単位：件）取消保険医療機関等数

408,898 435,931 44,705

取消の端緒

合計

その他

413,453 651,527

▲169,647

▲354,202

▲88,640

889,535

312,641 367,539 39,709 719,888

451,089 763,351

（単位：万円）

合　　計

1,332,377

29,297 1,243,737

267,397 －

対前年度比増▲減

26

保険者等からの情報提供

    返　　　　　　　　還　　　　　　　　金　　　　　　　　額

指導によるもの 適時調査によるもの 監査によるもの
年度
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８．保険医療機関等の指導・監査等の実施状況（都道府県別） （単位：件）

01 北海道 66 35 38 139 64 45 33 142 262 226 184 672 275 0 0 275 0 0 0 0

02 青　森 25 23 24 72 13 10 21 44 35 37 47 119 59 0 0 59 0 0 0 0

03 岩　手 13 17 22 52 10 12 20 42 43 43 43 129 53 0 0 53 0 2 2 4

04 宮　城 36 44 48 128 34 28 46 108 69 70 91 230 80 0 0 80 0 0 0 0

05 秋　田 20 19 21 60 11 3 10 24 17 38 41 96 41 4 0 45 0 1 0 1

06 山　形 23 20 24 67 11 8 15 34 34 27 43 104 45 0 0 45 1 1 0 2

07 福　島 30 38 38 106 20 16 22 58 55 73 67 195 73 0 0 73 0 1 2 3

08 茨　城 44 29 48 121 34 26 46 106 54 94 91 239 63 0 0 63 0 0 1 1

09 栃　木 35 37 31 103 24 23 30 77 54 61 63 178 55 0 0 55 0 0 0 0

10 群　馬 41 29 33 103 22 19 34 75 43 59 33 135 67 0 0 67 0 0 0 0

11 埼　玉 81 75 76 232 114 96 122 332 161 194 209 564 87 0 0 87 1 2 0 3

12 千　葉 67 50 74 191 63 87 112 262 116 209 179 504 101 1 0 102 0 1 0 1

13 東　京 116 101 122 339 656 310 301 1,267 499 714 274 1,487 169 2 0 171 2 3 0 5

14 神奈川 68 30 144 242 212 112 198 522 303 355 265 923 89 0 0 89 1 4 0 5

15 新　潟 46 19 41 106 21 17 31 69 37 96 84 217 67 0 0 67 0 1 0 1

16 山　梨 10 16 16 42 11 4 15 30 26 34 33 93 31 0 1 32 0 0 0 0

17 長　野 47 31 31 109 32 18 27 77 54 51 55 160 67 0 0 67 0 1 0 1

18 富　山 21 18 14 53 13 10 15 38 22 31 32 85 58 0 0 58 0 0 0 0

19 石　川 15 15 17 47 18 11 21 50 34 28 37 99 68 0 0 68 1 0 0 1

20 岐　阜 37 20 37 94 26 20 25 71 65 36 72 173 54 0 0 54 0 0 0 0

21 静　岡 38 57 53 148 53 36 58 147 123 101 129 353 61 0 0 61 0 0 0 0

22 愛　知 57 74 104 235 129 86 135 350 253 212 242 707 87 0 1 88 1 0 0 1

23 三　重 15 23 28 66 31 14 26 71 46 44 60 150 65 0 0 65 2 0 0 2

24 福　井 15 10 11 36 6 7 5 18 17 22 22 61 41 0 0 41 0 0 0 0

25 滋　賀 27 21 22 70 18 9 22 49 37 41 41 119 36 0 0 36 0 0 0 0

26 京　都 10 20 38 68 39 31 62 132 141 106 63 310 80 0 0 80 0 1 0 1

27 大　阪 48 43 61 152 213 144 158 515 513 436 305 1,254 175 0 0 175 4 4 2 10

28 兵　庫 37 27 26 90 109 55 109 273 262 238 192 692 118 0 0 118 1 2 1 4

29 奈　良 30 11 19 60 26 14 24 64 49 28 37 114 45 0 0 45 0 0 0 0

30 和歌山 24 11 18 53 15 10 15 40 39 22 34 95 49 0 0 49 0 0 0 0

31 鳥　取 13 11 10 34 13 8 15 36 17 17 19 53 43 0 0 43 0 0 0 0

32 島　根 14 11 11 36 7 6 18 31 26 22 25 73 49 0 0 49 0 0 0 0

33 岡　山 42 9 30 81 24 12 20 56 73 78 59 210 76 0 0 76 0 0 0 0

34 広　島 33 21 56 110 43 31 31 105 128 123 117 368 88 0 0 88 0 0 0 0

35 山　口 30 27 29 86 19 5 19 43 39 54 51 144 73 0 0 73 0 0 0 0

36 徳　島 22 14 15 51 9 9 12 30 39 30 31 100 56 0 0 56 0 1 0 1

37 香　川 20 13 21 54 5 7 10 22 31 21 41 93 45 0 0 45 0 0 0 0

38 愛　媛 31 30 23 84 16 4 17 37 57 54 47 158 71 4 0 75 0 1 0 1

39 高　知 14 15 12 41 3 1 7 11 33 28 30 91 64 0 0 64 0 0 0 0

40 福　岡 53 52 73 178 77 71 55 203 260 244 216 720 130 0 0 130 0 0 0 0

41 佐　賀 25 16 20 61 8 11 4 23 24 28 40 92 77 0 0 77 0 0 0 0

42 長　崎 46 23 29 98 18 14 11 43 62 51 54 167 78 0 0 78 1 1 0 2

43 熊　本 39 32 32 103 18 17 25 60 65 63 64 192 97 0 0 97 0 0 0 0

44 大　分 33 22 22 77 9 10 17 36 42 41 42 125 80 0 0 80 0 0 0 0

45 宮　崎 25 14 22 61 13 15 16 44 41 23 46 110 78 0 0 78 1 0 0 1

46 鹿児島 37 34 34 105 10 22 25 57 68 67 67 202 86 0 0 86 0 0 0 0

47 沖　縄 34 25 21 80 15 9 14 38 37 35 39 111 73 0 0 73 0 1 0 1

1,653 1,332 1,739 4,724 2,355 1,533 2,074 5,962 4,505 4,705 4,056 13,266 3,623 11 2 3,636 16 28 8 52

医科 歯科 薬局 合計
都道府県

合計

集 団 的 個 別 指 導

医科 歯科 薬局 合計

合　　計

監 査

医科 歯科 薬局 合計

個 別 指 導 新 規 個 別 指 導

医科 歯科 薬局 合計 医科 歯科

適 時 調 査

薬局
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区分
指定取消年月日
（）は取消相当

返還額 主な事故内容 氏 名

1 岩　手 歯 （H30.7.10） 8,790千円
架空請求、付増請求、
振替請求、その他の請求

熊谷　浩

2 東　京 医 H30.5.25 1,674千円
付増請求、振替請求、
その他の請求

原口　忠

3 東　京 医 （H30.6.26） 精査中 付増請求 飯島　淳

4 東　京 歯 H30.7.20 精査中
付増請求、振替請求、
二重請求

鈴木　太加至

5 東　京 歯 H30.5.25 精査中
付増請求、二重請求、
その他の請求

田邉　一郎

6 東　京 歯 H30.6.22 精査中
架空請求、付増請求、
振替請求、二重請求

川﨑　修

7 東　京 歯 （H31.3.29） 精査中
付増請求、架空請求、
振替請求、二重請求、
その他の請求

岩﨑　俊一

8 東　京 歯 （H30.9.4） 精査中
付増請求、振替請求、
二重請求

中嶋　佳代

9 岐　阜 医 （H30.10.11） 精査中
架空請求、付増請求、
その他の請求

10 大　阪 医
H30.10.19

【執行停止中】
精査中 付増請求、振替請求 藤新　重治

11 大　阪 歯 H30.4.12 6,618千円
付増請求、振替請求、
二重請求、その他の請求

井上　博正

12 大　阪 歯 H30.9.14 精査中 架空請求 松谷　哲郎

13 大　阪 薬 （H31.3.11） 精査中 架空請求、付増請求 原田　実

14 大　阪 薬 （H31.3.11） 精査中 付増請求 原田　実

15 兵　庫 医 （H30.7.19） 134千円 付増請求、振替請求

16 奈　良 医
H30.9.14

【執行停止中】
9,087千円 架空請求、付増請求 岡本好史

17 広　島 医 H30.10.24 4,995千円 その他の請求

18 広　島 歯 （H30.4.26） 6,976千円
架空請求、付増請求、
振替請求、その他の請求

山村　辰二
八木　仁子

19 広　島 薬 H30.10.24 2,146千円 その他の請求 藤田　守啓

20 香　川 医 H31.1.1 精査中 その他の請求

21 香　川 歯 H31.3.5 精査中
架空請求、付増請求、
二重請求、その他の請求

三木　知

22 高　知 歯 （H30.7.2） 3,809千円 振替請求、その他の請求

23 福　岡 歯
H30.10.18

【執行停止中】
精査中 付増請求、その他の請求 吉武　紳一

24 長　崎 医 H30.9.7 3,414千円 振替請求 上野　泰志

○保険医療機関等 指定取消 指定取消相当 ○保険医等 登録取消

医　　科 6件 3件 医　　師 5人

歯　　科 7件 5件 歯科医師 12人

薬　　局 1件 2件 薬 剤 師 2人

計　 14件 10件 計　 19人

※　返還額は、令和元年１０月末現在のものである。

0人

0人

登録取消相当

0人

0人

佳代歯科医院
（H29.3.31廃止）

H30.9.4

とうしんクリニック
H30.10.19

【執行停止中】

岩﨑歯科医院
（H29.8.7廃止）

H31.3.29

あんじゅの杜診療所
（H24.9.12廃止）

９．保険医療機関等取消等状況

都道府県名

保 険 医 療 機 関 等 保 険 医 等

名 称
登録取消年月日
（）は取消相当

立川セントラルクリニック
（H28.7.31廃止）

医療法人社団修志会
おさむ歯科医院

H30.6.22

くまがい歯科医院
（H30.4.17廃止）

鈴木歯科医院 H30.7.20

田辺歯科医院 H30.5.25

H30.6.26

H30.7.10

医療法人社団朝日会
えびす皮フ泌尿器科

H30.5.25

医療法人中央橋眼科 H30.9.7

医療法人岡本クリニック
H30.9.14

【執行停止中】

三木歯科医院 H31.3.5

あじさい薬局 H30.10.24

医療法人社団青冥会　ミタニ藤田病院

ソフィアデンタルクリニック
（H30.4.30廃止）

トパーズ歯科クリニック
H30.10.18

【執行停止中】

いのうえ歯科 H30.4.12

ロイヤル歯科クリニック・ロイヤル矯正歯科

（H30.3.31廃止）
H30.4.26

土井クリニック戸坂

マツタニ歯科クリニック H30.9.14

福本認知脳神経内科
（H28.2.7廃止）

のぞみ薬局
（H27.6.30廃止）

H31.3.11

のぞみ薬局
（H28.5.27廃止）

H31.3.11
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10．保険医療機関等の取消等に係る主な事例 

【医科】 

保険医療 

機関等名 

（広島県） 

土井クリニック戸坂                       【平成 30 年 10月 24 日指定取消】 

不正の区分 その他の請求                             （返還金額 4,995 千円） 

不正の 

内容等 

１．監査に至った経緯 

  中国四国厚生局に対し、不正請求の情報提供があり、個別指導を実施したところ、医師が診察をせ

ずに当該医療機関の事務員が処方せんを発行している等、不正な診療報酬の請求が強く疑われたこと

から、監査を実施した。 

２．監査結果 

・診察をせず、無資格者が院外処方せんを発行したものについて、保険診療を行ったものとして診療 

報酬を不正に請求していた。 

３．処分等 

平成 30 年 10月 24 日 保険医療機関の指定取消 

 

【歯科】 

保険医療 

機関等名 

（岩手県）                                   

くまがい歯科医院                           【平成 30 年４月 17 日廃止】 

不正の区分 架空請求、付増請求、振替請求、その他の請求               （返還金額 8,790 千円） 

不正の 

内容等 

１．監査に至った経緯 

  個別指導を実施したところ、投薬量が多いと思われる事例が認められ、また、残存歯全てに毎月ス

ケーリング・ルートプレーニングや繰り返しレジン充填を行っている事例について、これら診療の必

要性に対する明確な回答が得られなかった等、診療内容及び診療報酬請求に関して不正請求及び不当

請求が強く疑われたことから、監査を実施した。 

２．監査結果 

・実際には行っていない保険診療を行ったものとして診療報酬を不正に請求していた。 

・実際に行った保険診療に行っていない保険診療を付け増して、診療報酬を不正に請求していた。 

・実際に行った保険診療を保険点数の高い別の診療に振り替えて、診療報酬を不正に請求していた。 

・自費診療である歯科矯正にかかる診療について、保険診療を行ったものとして、診療報酬を不正に

請求していた。 

３．処分等 

平成 30 年７月 10 日 元保険医療機関の指定取消相当、保険医の登録取消 

※ 当該保険医療機関は平成 30 年４月 17 日付で廃止をしていることから、指定の取消相当の取扱

いとしている。 

 

【薬局】 

保険医療 

機関等名 

（広島県）                                   

あじさい薬局                          【平成 30 年 10月 24 日指定取消】 

不正の区分 その他の請求                              （返還金額 2,146 千円） 

不正の 

内容等 

１．監査に至った経緯 

  中国四国厚生局に対し、不正請求の情報提供があり、個別指導を実施したところ、開設・管理者自

らが服用する薬剤について、保険医療機関の事務員に医師の診察を受けることなく処方せんを発行さ

せ調剤している等、不正な調剤報酬の請求が強く疑われたことから、監査を実施した。 

２．監査結果 

・医師の診察を受けることなく無資格者に作成させた不正な処方せんに基づき調剤したものを保険

調剤とし、調剤報酬を不正に請求していた。 

３．処分等 

平成 30 年 10月 24 日 保険薬局の指定取消、保険薬剤師の登録取消 
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（用 語 解 説） 

 
Ⅰ 全般的事項 

１ 保険医療機関等 

保険医療機関及び保険薬局の総称。医療機関または薬局からの申請に基づき、地方厚生(支)局

長が指定する。医療機関または薬局は、保険医療機関等として指定を受けることにより、いわゆ

る保険診療（保険調剤を含む。以下同じ。）を提供できることとなる。 

２ 保険医等 

保険医及び保険薬剤師の総称。医師、歯科医師または薬剤師からの申請に基づき、地方厚生

(支)局長が登録する。医師、歯科医師または薬剤師は、保険医等として登録を受けることにより、

いわゆる保険診療に従事できることとなる。 

３ 不正請求 

診療報酬（調剤報酬を含む。以下同じ。）の請求のうち、詐欺や不法行為に当たるもの。架空

請求、付増請求、振替請求、二重請求、その他の請求に区分される。 

① 架空請求 

実際に診療（調剤を含む。以下同じ。）を行っていない者につき診療をしたごとく請求する

こと。診療が継続している者であっても当該診療月に診療行為がないにもかかわらず請求を行

った場合、当該診療月分については架空請求となる。 

② 付増請求 

診療行為の回数（日数）、数量、内容等を実際に行ったものより多く請求すること。 

③ 振替請求 

実際に行った診療内容を保険点数の高い他の診療内容に振り替えて請求すること。 

④ 二重請求 

自費診療を行って患者から費用を受領しているにもかかわらず、保険でも診療報酬を請求す

ること。 

⑤ その他の請求 

ａ 医師数、看護師数等が医療法の標準数を満たしていないにもかかわらず、入院基本料を減

額せずに請求した場合 

ｂ 入院患者数の平均が基準以上であるにもかかわらず、入院基本料を減額せずに請求した場

合 

ｃ 施設基準の要件を満たしていないにもかかわらず、虚偽の届出を行った場合 

ｄ 保険診療と認められないものを請求した場合（患者の依頼のない往診、健康診断、無診察

投薬、自己診療等） 等。 

４ 不当請求 

診療報酬の請求のうち、算定要件を満たしていない等、その妥当性を欠くもの。 

例：「指導の要点」を診療録（カルテ）に記載することを条件に算定が認められている診療報

酬について、カルテに指導の要点を記載していない。 

５ 返還金額 

個別指導、新規個別指導、適時調査または監査の結果、不正または不当な請求が確認された場

合に、同様の請求の有無について保険医療機関等において全患者等を自主点検のうえ、返還金関

係書類として地方厚生(支)局に提出した金額。 

本資料における返還金額は、指導に関するものであれば、平成30年度及び平成29年度以前に個

別指導または新規個別指導を行ったもののうち、保険医療機関等が実施した自己点検結果につい

て、平成30年度中に地方厚生（支）局において返還金関係書類を保険者に通知したもの。 
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Ⅱ 指導関係 

１ 指導 

保険医療機関等、保険医等に対して、保険診療・保険調剤の質的向上及び適正化を図ることを

目的として、療養担当規則等に定められている診療方針、診療報酬・調剤報酬の請求方法、保険

医療の事務取扱等について周知徹底する。（健康保険法第73条等） 

実施対象や方法等により集団指導、集団的個別指導、個別指導に分類される。 

２ 個別指導 

指導の一類型であり、地方厚生(支)局及び都道府県が指導対象となる保険医療機関等を一定の

場所に集めて又は当該保険医療機関等において個別に面接懇談方式により行う。なお、個別指導

にはこのほか、厚生労働省が主体となって実施する（特定）共同指導がある。 

なお、指導完了後、その内容に応じ、必要な措置（概ね妥当・経過観察・再指導・要監査）が

採られる。 

３ 新規個別指導 

個別指導のうち、新たに指定された保険医療機関等を対象として行われるもの。 

４ 集団的個別指導 

指導の一類型であり、地方厚生(支)局及び都道府県が共同で指導対象となる保険医療機関等を

一定の場所に集めて個別に簡便な面接懇談方式により行う。 

 

Ⅲ 適時調査関係 

１ 施設基準 

一定の人員要件や設備要件を充足している場合に、地方厚生(支)局長へ所定の届出を行うこと

により、診療報酬の算定において通常よりも高い点数が算定可能となるもの。具体的には、看護

師の配置を手厚くすることにより算定が認められる入院基本料等、約500種類の施設基準がある。 

２ 適時調査 

施設基準を届け出ている保険医療機関等について、地方厚生(支)局が当該保険医療機関等に直

接赴いて、届け出られている施設基準の充足状況を確認するために行う調査。 

 

Ⅳ 監査関係 

１ 監査 

保険医療機関等の診療内容又は診療報酬の請求について、不正又は著しい不当が疑われる場合

等において、的確に事実関係を把握するために行う（健康保険法第78条等） 

なお、監査完了後、確認された事実に応じ、必要な措置（取消処分・戒告・注意）が採られる。 

本資料における監査件数（人数）は、平成30年度中に１回以上、監査を実施した保険医療機関

等（保険医等）の件数（人数）を計上している。 

２ 取消 

監査後に採られる行政上の措置の一つ。保険医療機関等の指定取消処分及び保険医等の登録取

消処分のことであり、次のいずれかに該当する場合に取消処分の対象となる。 

① 故意に不正又は不当な診療を行った場合 

② 故意に不正又は不当な診療報酬の請求を行った場合 

③ 重大な過失により、不正又は不当な診療をしばしば行った場合 

④ 重大な過失により、不正又は不当な診療報酬の請求をしばしば行った場合 

取消処分を受けると、その旨が公表されるほか、原則として５年間、保険医療機関等の再指定

及び保険医等の再登録を受けることができないこととなる。 

３ 取消相当 

本来、取消処分（保険医療機関等の指定取消、保険医等の登録取消）を行うべき事案について、

保険医療機関等が既に廃止され、又は保険医等が既にその登録を抹消している等のため、これら

行政処分を行えない場合に行われる取扱いであり、取消処分の場合と同様、取消相当である旨が

公表されるほか、原則として５年間、再指定(再登録)を受けることができないこととなる。 

 

（参考）厚生労働省ホームページ：保険診療における指導・監査 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/shidou_kansa.html 

- 8 -


